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【巻頭言】

特集「公共部門評価におけるNPMの影響」

20世紀末にはじまった公共部門改革を指導した理念の一つが「新公共管理（New Public
Management:NPM）であり、この背景にあった思考が市場と顧客の重視、成果主義、アカウンタビリティ
の注目、そして経営マネジメント思考の公共部門への導入であったことは既に周知の事実である。わが国
のNPM型改革がめざしたのは「小さな政府」、公共部門における「市場」の重視、財政赤字の削減、「公私」
関係の再定義・民間への過剰な政府介入の排除、政府内部に存在した時代錯誤の「構造」の排除であり、
そのための代表的な実践例が民営化、独立行政法人制度の導入、規制改革と「特区」、地方分権改革であ
った。指定管理者制度やPFI、アウトソーシング、市場化テスト、市町村合併、「三位一体の改革」などは、
公共部門におけるNPM型改革の象徴的実践的手法として急速に普及した。
ところで、こうした改革がもたらした手法やしくみにはそれまでのわが国の公共部門には欠如していた、
しかしそれにもかかわらず誰しも知っていた方法が組み込まれていた。すなわち業績や仕事の成果の測定
である。企業では日常的に用いられるこの手法は、国鉄や電電公社・専売公社の民営化、特殊法人改革な
どといった大きな争点以外では公共部門で議論にならないまま20世紀を終えようとしていたのである。つ
まり「役所がどれだけの仕事をしたのか」、「何をどれだけ達成したのか」という国民誰しもが関心を持つ
基本問題については、全くアカウンタビリティのメカニズムが存在しなかったのである。NPM型改革はま
さに、この点に切り込んだ点で画期的であったが、わが国の現実は一つ大きな間違いを犯した。業績
（performance）や仕事ぶり（output）の測定を、評価と呼んでしまったのである。
そもそも、評価を意味する英語の‘evaluation’と測定（measurement）とはその言葉が違い、実際の活
動も産出される情報も違う。もともと政策評価導入を提言した行政改革会議の最終報告（1997年12月）、
あるいは「政策評価」の導入を検討していた三重県、北海道、宮城県、岩手県、秋田県などの先駆的自治
体においては当初、評価の記述はあるが測定への言及はなく、当然評価と測定の意味の違いについては全
く触れていない。ただし、政策評価の具体的内容について検討を始めた時期、たとえば通産省の「政策評
価研究会」（1998年3月発足）、総務庁行政監察局の「政策評価の手法等に関する研究会」（1999年8月発足）
の段階になると、評価の議論の中で測定や、モニター、事前分析（assessment）、そして評価そのもの（と
くにプログラム評価）についての研究が進み、さらに地方自治体から政策評価の制度設計の委託を受けた
経営コンサルタントはアメリカ（連邦政府・州政府・都市自治体）、イギリス、オーストラリア、ニュー
ジーランド、カナダなどを訪問調査した。もちろん、当時のアングロサクソン系諸国の政府改革はNPM、
あるいはアメリカの‘re-inventing government’タイプであり、表面的にはパフォーマンス測定が主流のよ
うに見えたはずである。それを日本では（とくに地方自治体では）「評価」の枠組みの中で導入したので
ある。当然、評価概念の中に測定や記述、分析、事前評価（アセスメント）、モニター、VFM型検査
（audit）、評定などが混在していた。なお、この時期例外的に外務省においては2000年7月、「ODA評価研究
会」が置かれ、きわめてオーソドックスな評価の議論がなされていたが、評価と測定を混同する流れを正
すことはかなわなかった。あまりにも急速に、そして十分な理解を得ないまま「評価」という名の測定、
目標管理型のシート記入方式が実務に普及したためである。
それから十余年、わが国の公共部門評価は残念ながら「評価疲れ」や「経年劣化」の症状が広がり、あ
るいは評価の無力さが意図的に喧伝されている。それは評価自身の「制度疲労」なのかも知れない。原因

山谷　清志
同志社大学
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は政府の制度や政治文化の違いを無視して評価のつもりで測定を導入し、しかも評価の真意を理解しない
人たちが形式的数値や空虚な文言を羅列したからである。また、結果重視の‘result-based management’と
言いながら、陳腐化した手続・手順重視の姿勢から脱却できず、膨大なランニングコストを必要としたか
らである。さらに政策や施策を担当する職員を信じて「任せる」のではなく、性悪説にたって「箸の上げ
下ろしまで云々し、重箱の隅を突っつく」姿勢が跋扈したからでもある。無意味なペーパーワークや、無
駄なチェク作業を結果重視の政策評価によって省略して行こうと言う1990年代行革のねらいは、公務員文
化に根強い手続重視論、「結果には問題はあるかも知れないが手続手順に間違いはないし、まして違法な
ことをした訳ではない」という開き直りを可能にする思考によって挫折した。ここに出たのが評価無用論
である。
しかし先進諸外国において評価は、民主主義のリテラシーを高めアカウンタビリティを確保する重要な
ツールとして定着している。俗な表現をすれば、税金を使って行う活動がどの程度成果を上げているのか、
国民が納得するように説明する責務（アカウンタビリティ）を政府が義務づけられているからである。政
府が正しくアカウンタビリティの責務を果たすには合法性、合規性、コンプライアンスを対象とする会計
検査や行政監査だけでは不足で、またプロセス遂行の円滑さ、活動の能率生、資源の効率的活用を測るだ
けでも不十分である。政府はその活動の有効性を証明し、統治能力を実証するため評価を用いて説明をつ
くさなければならないのである。
評価や測定の名前のもとでさまざまな手法やテクニックが混乱錯綜している現状で評価を再生させるた
めには、混乱と綜を丁寧に解きほぐし、実践の場で誤って理解された理論を基本に従って再構築し、実務
の現場で理解されるように再度説明し直す作業が必要である。それは行政の現場でも不可能ではないが、
日常的な業務に追われる実務者にとってこの作業は物理的に難しい。しかしそれだけでなく、さまざまな
人の目で再確認し、また専門家のピアレビューを経て作業の妥当性、適切さを検証することも必要であろ
う。政府の政策活動、教育や政府開発援助、自治行政、保健医療、福祉などさまざまな分野の実務家と研
究者が出会う場である評価学会は、この点で非常に大きな意味があるし、学会紀要を通じてこうした評価
の再検討作業の意義を広く社会に問うていくことは重要であろう。この特集は、以上のような意図から提
案されたのである。
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はじめに

「評価」とは何であろうか。広辞苑（岩波書店）

では「①品質の価格を定めること。また評定した
価格。②善悪・美醜・優劣などの価値を判じ定め
ること。特に、高く価値を定めること」と定義さ

【研究論文】

公共部門における「評価」
－政策評価とNPM型業績測定－

要　約

公共部門における新公共経営（NPM）運動の影響が広範囲に及んだと言われている。しかし、その影響
の実態、すなわちどのように影響を受けているのかは必ずしも明らかではない。NPMが一つの「運動論」

「流行」に過ぎないと言う批判の根拠はここにある。ただ、この批判があるにしても国の府省・機関や地
方自治体、あるいは独立行政法人がNPMの考えに基づくさまざまな手法を導入していることも事実である。
それではNPMの思想と手法の導入によって、現場ではどのような新しい取り組みがなされ、また、問題点
が発生しているのであろうか。この課題の解明は他に譲るとして、一つ明言できるのは、「悪影響」が発
生したことである。すなわち、①NPMの視点でアプローチする評価は、いくつかの場合によっては新たな
フィクションづくりのツールとして機能することがある。②また業績評価に対する理解不足、政治の関与
の在り方についての認識の混乱が大きな課題になっている。③NPM型改革とわが国で言われているものは、
国際的に見れば実は既に1960年代から存在したものであり、また、予算制度と評価制度との連携をはじめ
とするわが国で新しいアイデアと宣伝される改革も、既視感にまみれている。④評価と業績測定を混同し
た結果、非常に粗雑で幼稚な文書が評価書を僭称して氾濫している。

結論から言えば、わが国で大騒ぎした「NPM型改革」はアングロサクソン流の政府改革の歴史に疎い人
びとの錯覚に過ぎない。行政評価という概念も、アメリカをはじめとする評価研究と政策研究、そして行
政学をふまえていない人びとの造語である。NPMとは行政学の分野では一度は目にした手法やツールを化
粧直したものであったにもかかわらず、行政学（the study of public administration）において1930年代から
意識された行政管理（public management）の常識に疎い人びとが騒いだだけのことなのかも知れないし、
またそれを政策評価や‘evaluation research’にルーツがある「評価」と直結させるのは、無理がある。

キーワード

評価研究、プログラム評価、政策評価、業績測定

山谷　清志
同志社大学 政策学部

kyamaya＠mail.doshisha.ac.jp
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れる。また、角川国語辞典では「①品物の値段を
決めること。また、決めた値段。②物事の価値を
決めること。またその価値。」あるいは明鏡国語
辞典（大修館）では「①品物の価格や人・事物な
どの価値を判断して決めること。また、その内容。
②その価値を高く認めること」という説明である。
一言でいえば、価値判断のような活動を評価と呼
ぶのである。もっとも、分かっているようで、実
際には案外誤ったイメージを持っているのではな
いだろうか。さまざまな現場で「評価」のつもり
で使っている活動を思いつく限りあげると、実に
多いからである。

判断する（judge）、価値判断する（value）、
評定（rating）、優劣付け（ranking）、比べる

（compare）、見積もる・価格づける（estimate）、
格付・等級付け（rating）、定量化（quantify）、
事実関係を書き記す（describe）、並べて全体
を総覧する（review）、分析する（analysis）、
分類（classifying）、はかる（測る・量る
measure）、全部を見回して調査する（survey）、
調べる・調査研究する（research）、試す

（test / experiment）、精査する・欠点やあらを
探す（investigate）、検査（auditing）、振り返
る（reconsider）、議論する（argue）、「評価す
る」・褒める（app r e c i a t i n g）、値踏み

（appraising）、事前予測（forecasting）、事前
評価する（assess）。

しかし、一般に、政府やパブリック・セクター
で使用されている「評価」とは、このような使用
法の評価とは若干異なっており、まして価値観や
善悪を前提にする「（価値）判断する」「褒める」
ではない。端的に言えば、政府における評価とは
情報提供のツールなのであるが、わが国ではそれ
が理解されていないため過大な期待を担わされ、
逆にその期待に添えないときに失望され、役に立
たないと非難の対象になる。評価、とりわけ政策
評価において大きな混乱があり、機能不全に陥る
のはこのためである。

ここでは公共部門（中央政府と地方自治体、そ
れに関わる独立行政法人、公益法人、国際機関な
ど）で使われている、あるいは想定されている評
価は3種類あると考えている。すなわち①

‘evaluation research’とその応用の‘program

evaluation’、②‘policy evaluation’、③NPM
（New Public Management）によって注目された
‘performance measurement’である。これらはそ
れぞれ使い方が違うのであるが、わが国ではその
ところが理解されていないため、混乱している。
評価の有用性を高め、信頼感を持たせるには、再
度概念の整理が必要である。

1．評価研究とプログラム評価

英 語 を 使 う 国 ぐ に に お い て も 「 評 価
（evaluation）」は多義的で、その定義は容易では
ない。しかも、公共部門におけるevaluationの歴
史は20世紀初めまで遡ると言われると（Rossi,
1979, p.21）、その意味するところはさらに複雑に
なる。ただし、評価可能性（eva l u a t a b i l i t y
assessment）や評価の評価（meta-evaluation）なる
用語が評価をめぐる議論に出てきてから、評価の
定義は比較的簡単になってきた。評価できないも
のは評価の対象外であると判断する評価可能性の
チェック活動と評価の出来不出来を探るメタ評価
によって、評価概念を明確化できるからである。

すなわち、第一に、政府活動が評価の対象であ
ることは間違いない。その際、政府組織とその構
成要素である職員の活動そのもの（output /
performance）を評価するのか、あるいは政府組
織・職員の活動の「働きかけ」（policy. / program）
の成果（outcome）を評価するのか、この二点に
評価のタイプは大きく分けられる。たとえば、医
師をめざす受験生が毎日何時間勉強したか「測定」
するのがoutputのperformanceであり、試験に合格
したのか落ちたのかが「結果」で、それによって
立派な医者になる志が遂げられたのかどうか「成
果」を調べるのが「評価」である。しかし、勉強
しすぎて病気になり治療費がかさんだというのが

「インパクト」である。パフォーマンスとアウト
プット、結果、成果までは若干因果関係があるが、
インパクトまでは分からないことが多い。

第2に誰が、誰のため・何のために評価するの
かをはっきりさせることが大事である。評価の目
的と言って良い。政府サービスを提供する人びと、
そのサービスの受益者・裨益者、そのサービスの
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公共部門における「評価」

－政策評価とNPM型業績測定－

背景に関わる学問研究の人びと、サービスの原資
になるお金を払う人（納税者や料金支払人）、政
府選択・政策選択をする有権者を想定し、そのう
ち誰が、何のために評価するのかという問いから
整理できるはずである。もちろん、サービスの内
容が満足ゆくもので期待した成果が出ているか知
りたい（有効性）、資金をカットしたい（節約・
効率化）、サービスが公平に提供されているか知
りたい（公平性）、誰かにサービス提供を肩代わ
りさせたらどうなるのか知りたい（代替性）、こ
のままこのX国がこのサービスを続けられるのか
知りたい（持続可能性・自立可能性）など動機も
違ってくる訳で、その時の「評価」もまたそれぞ
れ違うはずである。もっとも、「法令に違反して
不正に資金を流用しているという噂があるので調
べたい」（合法性・合規性）ときには評価は役に
立たない。会計検査か、警察の捜査が使われる。

要するに、評価とは調べることで、調べる前に
評価の目的（何を知りたいのか）、調べる主体

（誰がいくら金をかけて調べるのか）、採用される
基準（有効性や効率、公平などであり、より深い
価値観や規範の準則と言うときには規準）が明確
であるべきで、事前評価か事後評価か、それとも
中間評価であるかは問わない。ただし、どの程度
深く調べ、いつからいつまで調べるのかは、調べ
る人の都合上明確にしておく必要がある。評価の
対象（アウトプット・アウトカム・インパクト）、
評価の精度に関わるからである。

ところで、評価の専門的辞書（encyclopedia）
によると、「評価とは応用的な調査研究の一つで
あり、プログラム、生産物、人、政策、提案、あ
るいは計画について、その現状、価値（value）、
メリット、見返り（worth）、意義、品質に関する
結論を得るために事実を集め、取りまとめるプロ
セスを言う」（Encyclopedia of Evaluation, 2005,
p.139）。もっとも1979年に刊行され、2004年まで
に7版を重ねたテキスト、Evaluation : A systematic
Approachは、評価（evaluation）だけの言葉では
意味を明確にできないので、リサーチをつけ

‘evaluation research’にして、evaluation活動その
ものの性格、つまり一種の調査活動であることを
明らかにしようとする（Rossi, Freeman, Wright,
1979）。

また、1972年に初版が出され、ほぼ一世代後の
199 8年に第二版が出されたWe i s sの教科書
Evaluationでは、以下のように定義する。「評価と
はプログラムや政策の改善に貢献する手段とし
て、プログラムや政策の活動（オペレーション）
やアウトカムを、一群の明示的暗示的基準

（standards）と比較して、体系的にアセスメント
することである」（Weiss, 1998, p.4）。なお、著者
によるとこの定義には5つの重要な要素がある。
第1に体系的なアセスメントである（この場合の
アセスメントには、わが国で使用される「事前評
価」の意味ではなく、事後評価・中間評価の意味
も含めた定量評価・定性評価の両方の意味があ
る）。第2と第3は調査のポイントに関するもので、
評価の対象ポイントはプログラム活動（operation）
とそのアウトカムである。第4の要素は比較の基
準である。プロセスとアウトカムに関する事実

（evidence）を収集した後、期待と実態とを比較
することでプログラムのメリットをアセスするこ
とが評価だからである。第5の要素はプログラム
や政策の改善に貢献するという目的である

（Weiss, pp. 4～5）。ここで評価活動の性格が明ら
かになる。

すなわち、政策やプログラムそのものの改善の
ために、‘evaluation’という調査活動をすること
である。これが第1の性格となった。この性格を
育てたのはアメリカの行政機関、とくに教育や医
療、保健、福祉、雇用分野の「ライン部門機関」
であり、それが政策評価の目的の一つ、政策の内
容に関わる専門領域の質的改善を担ってきた。

他方、実務で実施するためには「evaluationは
調査研究」であるといった意味が分かるだけでは、
ものの役に立たない。そこでアメリカ連邦政府に
おいてどのように評価を行うのか、そのポリシー
を明確にした報告書Federal Evaluation Policyでは、
その焦点、方法論、機能に関連して以下のような
特徴を持つのが評価であると定義する。すなわち

「（1）実施中（on-going）のプログラムがその目
的を達成する有効性をアセスする。（2）同一の環
境でプログラムに働く他の力をプログラムの効果
から区別して、除外するため、調査を設計

（research design）する際に諸原則を決め、これに
準拠する。（3）現在の作業（operations）を修正



6

してプログラムの改善を目指す。評価が、プログ
ラムの効率の問題よりはプログラムの効果の問題
に 関 心 を 持 つ こ と に 注 意 す べ き で あ る 。」

（Wholey, et al, 1970）。政府のプログラムの効率性
ではなく有効性を見るという方針、計画段階では
なく、実施段階以降のプログラム活動を対象にす
る方針は、1970年代には広く共有され、この認識
が行政機関のアカウンタビリティを追及するスタ
ッフ機関の主要な任務になってきた（その代表は
連邦政府の会計検査院General Accounting Office、
2004年名称変更してGovernment Accountability
Officeである）。すなわち、アカウンタビリティ
追求を目的とした評価の活用である。これが評価
の第2の性格である。

評価の理論と実践を考える上で大事なことは、
第1の性格の評価では、政府のライン系組織（教
育・医療・保健・職業訓練・福祉）においては、
教育学や心理学・保健学・福祉学などと連携して

‘evaluation research’として評価の仕組みを考え、
その研究を実践活動に応用してきた点である。実
はわが国でもこの種の研究は「教育評価」（永野
1984、梶田1983）、「社会福祉評価」（『社会福祉研
究』1983）としてみられる。そして評価研究の専
門雑誌、Evaluation Review : A Journal of Applied
Social Researchはこの傾向が強い評価専門誌であ
る。第2の評価の性格では、議会や中央政府や地
方政府のスタッフ機関（日本で言えば官房や総務
部総務課）がその監視・コントロール対象をプロ
グラムと定め、有効性の有無を見てアカウンタビ
リティを追及するためにプログラムの評価をする
ことを広く共通認識とした点が重要である。すな
わち‘program evaluation’である。もっとも第1
と第2の両方に共通しているのは、その手法が

「応用社会科学（applied social sciences）」であり、
定量的手法も定性的手法も同じように使うことで
ある（Nathan, 2000）。Evaluation: The International
Journal of Theory, Research, and Practice, そしてア
メリカ評価学会の紀要The American Journal of
Evaluationは、応用社会科学的視点からの評価研
究とプログラム評価の論文が多い専門雑誌であ
る。

評価を実施する基本的な手順を定めたフレーム
ワ ー ク は 、 一 般 的 に は 以 下 の 通 り で あ る

（Daponte, 2008, pp.3～7）。
①形成的評価（政策形成から実施に至る）をす

るのか、それとも総括的評価（政策終了後の
総括）かを決める。

②評価の質問として一般的に考えられる質問項
目等の準備（利害関係者に非公式にインタビ
ューして）。

③プログラムについて厳格に記述する。この時
にはinput→output→outcome→impactの流れを
理論的に考える「プログラム・セオリー」と
このセオリーを因果関係的につめる「プログ
ラム・ロジックモデル」を使用する。

④評価項目の再検討・制限（プロセス評価、ア
ウトカム評価の選択を含む）

⑤評価計画の策定
⑥データ収集計画案の作成（データの範囲と収

集方法など）。
⑦データ分析方法の決定。
なお、評価を外部のシンクタンクやコンサルタ

ントに委託するときの契約条件（ terms of
reference）では、評価に関わる全体費用、評価担
当者の資格、スケジュールと期限、報告の形式と
内容などが事前に決められている。

ところで、伝統的にこれら‘evaluation research’
‘program evaluation’では「政策評価（policy
evaluation）」という言葉はあまり使われていない。
それでは、評価の実務と研究がこのような政策を
評価する意味内容を持つ活動であるとすれば、理
論上「政策評価」とは何であろうか。

2．政策評価（policy evaluation）

政策学、あるいは政策科学において政策評価そ
のものは、広く一般的な意味での「政策」の見直
しというイメージでかなり古くから存在し、もと
もとは‘policy studies’とそれほど違わないもの
として認識されていた。また、政策決定者に政策
を調査して助言するために行う活動をとくに

‘policy analysis’と呼ぶことがあるが、何か区別
して厳密に使われていた訳ではなく、‘policy
studies’と似たような意味で使われることも多い

（Weimer and Vining, 1989; Spicker, 2006）。したが

山谷　清志
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って言葉の定義に厳格でない実務においてはもち
ろん、学問研究の場においても、政策分析であろ
うが政策研究であろうが、あるいは政策評価であ
ろうが、それほど違いはなかった。もっともアメ
リカにおいては、1960年代から1970年代はじめに
かけて政策科学が強調され、またプログラムの事
前分析（とくに費用便益分析）と予算編成とを結
びつけたPPBS（planning-programming-budgeting
system）がジョンソン政権に採用されたこともあ
って、公共政策の作成と実施に際してprogram-
budgeting、zero-based budgeting、strategic planning、
future studying、systems analysis、cost-benefit
analysis、cost-effectiveness analysisなどの「科学的
分析」手法を応用する試みが見られ、そうした手
法に注目するときに‘policy analysis’と限定して
呼ぶこともあった（Vendung, 1997）。PPBS自体は
その作業量が膨大になったこと、予算編成に影響
力を失う恐れをもった議会の反発、予算編成の慣
行に合わないなどの理由で挫折するが、事前分析

（analysis）は事後評価（evaluation）へと戦略的後
退をして生き残った（Schick 1971、西尾勝 1976,
p.193）。この時期よりしばらくの間、‘evaluation’
は事後評価に相当する用語として使用される傾向
があった。しかし、その後の評価概念のインフレ
によって、事前評価・中間評価・終了時評価・事
後評価すべてにわたって‘evaluation’が使われ
て‘analysis’‘monitor’‘evaluation’の区別を付
けないことが増えた。あるいはかつての手法

‘analysis’自体が、政策評価や政策研究のコンテ
キストに広がって普通に使われるようになったた
めに、とくにわざわざ区別してと呼ぶこともなく
なったと推測される。なお、政策評価において客
観的手法や科学的方法が求められるのは、この時
期の‘policy sciences’と‘policy analysis’の名
残りかも知れない。

このような中で「政策評価（policy evaluation）」
というタイトルを付けられた研究書で早いものは
Stuart S. NagelのPolicy Evaluation（1982）である。
Nagelは政策評価を一種の「研究領域（field）」で
あると考えており、この研究領域はふたつの研究
志向から構成されるという。ひとつが政策研究

（policy studies）と政策分析（policy analysis）であ
り、政治学と経済学とが関係する。もう一つは評

価研究（evaluation research）とプログラム評価
（program evaluation）で、これらは心理学と社会
学を背景として発展してきた。なお、Nagelの定
義は政策研究の性格と進展を考えると示唆に富ん
でいるが、実はこうした認識が政策評価研究の限
界を表している。政策評価研究者は政策研究と評
価研究の狭間で「股裂き状態」になってしまうか
らなのであるが、それだけでなく教育政策評価の
教育、福祉政策評価の福祉の研究分野については
素人で、単に「よく知っている人」の立場にとど
まり研究の深化が難しいからである。

いずれにしても、この政策研究と評価研究の違
いは、政策研究が（1）政策として採用される前
の政策を評価すること、（2）政策やプログラムを
所与のものと考えず、またその効果を判定しよう
とするのではなく、目標（goals）を所与のもの
と考え、この目標の最大限の達成を求めること、

（3）評価研究は保健・教育・福祉を重視するが、
政策研究は経済規制・市民の自由・外交政策に関
わる問題に関心がある、の3点だとNagelは説明す
る。そして「政策評価」とは、これらすべてを統
合する試みなのである（Nagel, 1982, p.viii）。しか

し、この方向は一般化した訳ではなく、たとえば
当の本人のNagelですら1998年のPublic Policy
Evaluation : Making Super-Optimum Decisions にお
いて、‘policy studies’‘policy analysis’に近づけ
て政策評価を説明しているように、政策評価と政
策研究・政策分析は微妙に関連しあっている。ま
た、その後の政策評価研究では、Nagelが上記（1）
の政策採用前の事前評価としてではなく、事後評
価、それも政策終了の前の段階と結びついて進展
深化した（deLeon, 1983）。

しかしNagelは2002年のHandbook of Public
Policy Evaluationで、次のように自説を修正する。

「経済的課題、テクノロジカルな課題、社会的課
題、政治的課題、国際的課題、そして法的課題に
社会全体のレベルで対処するには何をするべきか
を考えて論争を解決する方法（代替策）が複数存
在するが、公共政策評価はその代替策の選択に関
与するのである」（Nagel, 2002, p.vi）。代替案の選

択に関与するのは事前、事後どちらでも可能であ
る。

注意すべきことは、この文脈で「政策評価

公共部門における「評価」
－政策評価とNPM型業績測定－
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（policy evaluation）」と言う場合、実はNagelと
Thomas Dye、Theodore J. Lowi、Daniel Lerner（H.
Lasswelと共に『政策科学（Policy Sciences）』を
1951年に出版した社会学者）を中心として、アメ
リカの政治学者や行政学者たちが1970年代初頭に
集合した政策研究集団Policy Studies Organization

（以下PSO）、とくにこの集団が刊行する3種類の
機関誌 Policy Studies Journal（1972年9月刊行）、
Politics and Policy（1973年9月刊行）、Review of
Policy Research（1981年8月刊行）が政策評価の概
念化に強く影響を及ぼしている点である。いきお
いこのPSOグループの政治学者や行政学者が、社
会科学一般で使用されている分析手法を使って行
う政策研究（policy studies）に接近していく。

もちろん、この場合の評価は政策終了間近に政
策を「再度見直す」イメージでの「評価」であっ
たため、一方の評価（evaluation）と、他方の研
究（studies）や分析（analysis）、レビューとの意
味の違いはほとんど無かった。たとえばかなり早
い時期の政策評価のタイトルを付された著書
Public Policy Evaluation（Dolbeare, 1975）の内容
は、policy impact study、policy analysis、policy
researchなどで構成されている。しかも、1960年
代から70年代まで大流行したPPBSのもとで期待
され、普及した手法‘systems analysis’の影響で、
政府自身やシンクタンクが何か政府活動を調査・
研究することも「分析」と呼び、それに違和感が
ないため、何でもアナリシスと呼ぶようになった
こともこの背景にある（Hoos, 1972; Scioli and
Cook, 1975; Carley, 1980; Weiss, 1992）。また2005
年で11版を重ねているDyeのテキストUnderstanding
Public Policyの第1章は‘policy analysis’であるが、
それは‘study’の意味合いで使われている。

つまり当時のアメリカでの‘policy analysis’は、
現在の日本で言う「政策過程研究」のイメージに
近い使われ方をしていたことになる。すなわち、
特定の政策を取り上げ、その決定、実施に至るプ
ロセス（過程）を記述し、政策を実施することに
よって問題が解決したのかしないのか、しないな
らその原因は何なのかを明らかにしようとする研
究スタイルである。その場合、定量データや統計
データを用いて分析するスタイルや、現地調査や
インタビュー、アンケートを使って収集したデー

タを分析する定量的研究スタイルの両方が見られ
る（草野 1997）。

このような経緯からやがて、アメリカの政策研
究において政策評価は政策過程（policy process）、
政策サイクル（policy cycle）の一部をなすものと
して認識され、その‘plan～do～see’を政策過程
に適用する考え方が普及するとともに、政策評価
も政策形成（policy formulation）や政策実施

（policy implementation）、政策終了（policy
termination）と同列の研究フィールドとして認識
され、その研究手法は「評価手法」ではなく

‘study’や‘research’あるいは‘analysis’であ
り、実際には‘evaluation research’と同じように
経済学や統計学、社会学などの手法を応用して使
われてきたのである。

いささか議論が拡大したので、前述のアメリカ
における政策研究の代表者Dyeの定義に戻りた
い。Dyeによれば政策評価とは、「プログラムが
その目標を達成するときのあらゆる有効性をアセ
スメントすることであり、あるいは二つ以上のプ
ログラムがその共通の目標を達成するときの相対
的な有効性をアセスメントすることである」、「政
策評価研究とは、実施中の政策や公共プログラム
が、それらの達成するよう求められているゴール
から見て、ターゲットに対して持つであろう効果
について、客観的でシステマティックで、経験的
な検証をすることである」、「アウトプットではな
くインパクトを測定する」ことなのである（Dye,
2005, pp.332-3）。政策評価の「評価」とはアセス
メントであり、検証であり、測定なのである。

もちろん、この政策評価、政策分析で使用され
るのはさまざま方法と手法で、たとえば1975年の
政策分析のテキストで紹介されていたのは、分析
とは言いながらその内実は社会指標を設定した測
定（measurement）のことであり、また時系列分
析や実験計画法による政策インパクトの分析、あ
るいは時系列分析と準実験方法を組み合わせた統
計的手法、費用便益分析や費用対効果分析による
政策インパクトの分析などであった（Scioli and
Cook, 1975）。

そこで考えられるのは、政策評価にはその研究
スタイル・流派がふたつ存在するという事実であ
る。一つは経済学や社会学、統計学を背景にした

山谷　清志
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「政策分析」的政策評価のグループである。分析
の手法、データ収集の方法に関心がある（たとえ
ば相川・栗原 2001、伊多波 2009、金本・蓮池・
藤原 2006、河本 2004、中井 2005、細野 2005、武
藤 1998、山田 2000）。学問分野で言えば、社会工
学、経済学、財政学、公共経済学、社会学、統計
学、意思決定論、ミクロ経済学などである。

二つめのスタイルは、政策評価の制度的背景、
政策評価を何にどのように使うのか、政策評価と
民主社会の在り方、政策評価をめぐる議会・国会
と執行府の関係、政策評価をつうじた行政と市民
とNPOとの協働、ガバナンス論における政策評価、
行政責任（アカウンタビリティ）と政策評価など
を論じる流派であり、政治学、行政学関係者が多
い（山谷 2006）。あるいは国際援助、政府開発援
助の文脈で語られる‘good governance’志向の
ODA評価も、この関心を共有する。ここでは前
述の評価研究の成果を取り入れ、いくつか政策評
価の方法論が紹介されてきた（龍・佐々木、2000）。
そして表1のような区別に鈍感な「行政評価」と
いう和製語についていろいろな意味で神経質にな
るのは、二つめのスタイルなのである。

3．業績測定とNPM

これまでの議論から明らかになった評価研究と
政策研究の影響を受けた「政策評価」の特徴は、
以下の通りである。
・調査、研究に近い。したがって‘science’志

向があり、実務で使用されるスキルに終始す
る議論ではない。
・対象はアウトプットではなく、アウトカムあ

るいはインパクトである。
・使われる手法は社会科学の応用。
・政策評価を‘good governance’をめざす規範

意識を背景とするルール、意思決定手続の
「レジーム」（山本 2008）の一部と見なす。
「アカウンタビリティ・レジーム」と呼ぶこ
とも可能である。

ところで、NPM（New Public Management）と
名前を付けられた運動が1980年代から1990年代に
かけてアングロサクソン諸国を中心に拡大し、わ
が国においても大きなインパクトをもった。ただ
し、その動向はイギリスの行政学会の紀要Public
Administrationにおいて1991年、その概念がNPM
と名付けられて収斂、定着するまでは（Hood,
1991）、実は多様である。

そもそも行政における生産性とパフォーマンス
の調査運動は、1906年のニューヨーク市にはじま

公共部門における「評価」
－政策評価とNPM型業績測定－

  

評 価 の 種 類   チ ェ ッ ク す べ き ポ イ ン ト の 例   

プ ロ グ ラ ム 評 価   プ ロ グ ラ ム は 政 策 の 目 標 と 手 段 に つ い て ロ ジ カ ル な セオ リ ー ・ 思 考 に 基 
づ い て 、 正 し く 構 築 さ れ て い る か 。   
プ ロ グ ラ ム を 構 築 す る セ オ リ ー の 因 果 関 係 の 確 認 。   

評 価 プ ロ セ ス は 正 し い セ オ リ ー で 実 施 さ れ て い る か 。   

評価対 象 は プ ロ グ ラ ム の ア ウ ト カ ム な の か ア ウ ト プ ッ ト な の か 。   

業績 測 定   設 定 さ れ た 目標数 値 の 適 切 さ 。 無 理 に 定 量 評 価 に し て い な い か 。   
ア ウ ト プ ッ ト 測 定   イ ン プ ッ ト 指 標 、 ア ウ ト カ ム 指 標 と 混 同 し て い な い か 。   

プ ロ ジ ェ ク ト 評 価   費 用 と 便 益 の 定 義 は 正 し い か 。   

評 価 サ イ ク ル の 設 計   ニ ー ズ ・ ア セ ス メ ン ト か ら 始 ま り 、 ev a l u a ta b ilit y   asse s s m e n t 、 f orm a t i v e   
e v a l u a t i o n 、 s u m m a t i v e   e v a l u a t i o n ま で の 評 価 サ イ ク ル 実 施 は 適 切 か 。   

セオリー評価 
プロセス評価 
アウトカム評価 

表1 評価とその手法ごとのチェック・ポイント例

（出所）筆者作成
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ることは行政学においては常識である。また、
1960年代に流行した目標管理（MBO:management
by objectives）運動や‘total quality management’
運動も同じような文脈で行政におけるマネジメン
トを語り（Morgan and Murgatroyd, 1994）、したが
って後にISO9001型マネジメントや「行政経営品
質」の議論と重ね合わせられることもそれほど違
和感がなかった。さらに、わが国では存在しなか
っ た 人 事 評 価 、 つ ま り 公 務 員 の 業 績

（performance）を査定（appraisal）して、業績評
定（performance rating）として給与に反映させる
考えも古くからアメリカにはあり、業績測定

（performance measurement）型のマネジメントは
突飛な考えとは見なされなかった。あるいは、業
績マネジメントはサッチャー改革の初期にも見ら
れた‘performance indicator’運動とつながりを持
ち、あらかじめ設定した指標を結果において達成
したかどうかでアカウンタビリティを判断するた
め、その管理手法は‘result-based management’
と呼ばれた。その後アメリカでもクリントン政権
時代、後にGovernment Performance and Results Act

（1993）に結びつくアメリカの‘reinvent ing
government’運動が注目を浴びたが（Osbone and
Gaebler, 1992）、これも違和感なくNPMの基本で
ある‘managerialism’に数えられた。このように、
NPMと呼ぶようになったさまざまなアイデアと
ツールの集合体は理論体系と言うよりは、運動論
であったと考えるのが妥当であろう。

ところで、この多様なNPM運動において基
本的に一致していたのは、その思想において
は‘man a g e r i a l i s m’のもとでさまざまな

‘marketization’を推し進め、あたかも市場におけ
るがごとくパブリック・セクターでも競争

（competition）を重視、それによって公共部門の
提供するサービスの効率化を実現する目的であっ
た。この効率化目的の進捗を現場で検証するため、
業績測定を重要なツールにすることが求められた
のは当然の帰結である。この業績測定をマネジメ
ントのプロセスで使用することを業績管理

（performance management）と呼んだが、基本的に
は会計学（管理会計）が知的バックグラウンドに
あった（行政管理研究センター 1984）。1980年代
のサッチャリズムの初期には民間企業のマネジメ

ントをイメージして政治が指導したため、アウト
プットにおける生産性（productivity）向上が目的
であったが、その後サッチャー改革の流れの中で
投入と産出の比率の効率（efficiency）が重視され、
さらにアメリカでは結果志向からアウトカム（成
果）を意識し始めた。新たな変種、バリエーショ
ンがNPMに登場したのである。

しかし、アメリカ行政学の学説史に詳しい人か
ら見れば、NPMの根幹にある‘management’と
伝統的行政学とその主流の一つである行政管理論
で言う‘administration’との違いに関する長年の
議論があり、しかし「公行政が、科学的管理法か
ら導入した最も重要な概念は『管理』である。現
代の企業経営においても、管理は中枢的な役割を
営んでいるが、公行政でも同様である」（辻 1966、
p.47）。あるいは「アメリカの行政学は、何人も
知るように、経営あるいは組織体一般に通ずる管
理（management）の原理を扱う学問の、政府組
織への適用として成り立ったということができ
る」（岡部 1962、p.57）。いわゆる、‘public
a dm i n i s t r a t i o n’とその下位分野としての

‘administrative management’論をめぐる行政研究
においては、数十年も昔から‘public management’
の概念が存在してきたのであって、わが国の論壇
や評論が主張するような1990年代になって突如出
てきた概念ではない。そのため伝統的行政学者か
らは、NPMは「new」ではないと言う批判もあり、
NPMの位置づけは単純ではない。

たしかに、NPM思考のツールである業績指標
は、1960年代から70年代に大流行した社会指標と
同じように見えるし、結果にもとづく管理は
MBOの焼き直しのように見える。もちろん効率

（能率）は1930年代のアメリカ行政学（正統派行
政学）の看板であり、H. Simonは1930年代に能率
測定を始めている。あるいはマネジメントにおい
てアカウンタビリティを実現する思考も、イギリ
スではフルトン委員会（1966年～68年）において
既に議論され（君村 1998、Garret, 1972, pp.185-
212）、この経験もふまえた評価メカニズムがいろ
いろ考えられていた（稲継 2001）。

それでは何が「new」なのであろうか。おそら
く、それまでのpublic managementとの最大の違い
は、NPMにおけるさまざまな手法、そして業績

山谷　清志
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測定が政治戦略として政治主導のトップダウンで
政府改革のツールとして進められ、その中では生
産性に近い効率（efficiency）そしてその後に

‘value-for-money’が重要な価値基準になり（山
谷 1990a）、結果における業績（ただしアウトプ
ット）の測定すなわち‘performance indicator’の
設定と‘performance measurement’が求められた
点である。それはとくにサッチャリズムにおいて
顕著である（山谷 1990b）。特徴は、実務におけ
る使い勝手の良さであろう。

このような背景で業績測定は注目され、実践の
中で発展（変異）してきたのであるが、その定義
は至って簡単である。すなわち、アメリカ会計検
査院は「業績測定とはプログラムの業績遂行

（accomplishment）、とくに事前に設定した目標に
向けた進捗状況の継続的なモニターと報告を言
う」ときわめて簡単に定義する（GAO,1998）。業
績測定で有名なHatryは、業績測定が多様な意味
を持つと言いながらも「業績測定はサービスやプ
ログラムについてその結果（outcome）と効率を
定期的に測定することである」と説明する

（Hatry, 2006, p.3）。プログラムについての測定に
関わるのでプログラム評価とはどのような関係に
あるのか議論になるが、両者は対立するものでは
なくあるいはプログラム評価に業績測定が取って
代わるものでもなく、両者は相互補完的関係にあ
るという主張も見られる（McDavid and Hawthorn,
2006, p.5）。両者の手法と学問的背景の差異、実

践活動における手間のかけ方の違いを考えると、
相互補完関係説は正論であろう。したがって、両
者の違いは表2のようになる。

ところで、業績測定で必要な作業は、関連概念
の定義からはじまる（Hatry, 2006, p.15）。すなわ
ち‘input’、‘output’、‘outcome’、‘intermediate
outcomes’、‘end outcomes’、‘efficiency, or unit-
cost ratio’、‘performance indicator’である。この
定義したものを定量化した後に事前・事後比較、
類似都市との比較、優良事例やベンチマークとの
乖離の把握を行うのである。ただし、この一連の
仕事は、実は政府活動を具体的に把握し、その目
標に向けたコントロールの可能性を探る作業、す
なわち‘operationalization’の作業なので、この
作業は非常に重要である一方で、現場の担当者が
嫌がる作業になる。

わが国で注目された業績測定の、政府全体での
枠組みを決めたアメリカの法律、GPRAでは、中
央政府各機関のミッション・戦略と具体的な業績
目標とを結び付けて、行政活動の成果を測定しつ
つ 、 予 算 編 成 に 反 映 さ せ よ う と し て い た

（performance budgeting）。ここでは業績指標を問
題点の発見､業績改善（予算へのフィードバッ
ク）､アカウンタビリティの検証（人事考課への
反映）に活用していた。それは、わが国の独立行
政法人制度、とくに独立行政法人評価のしくみと、
その基本的枠組みにおいて非常によく似ている。

業 績 測 定 は マ ネ ジ メ ン ト に 使 用 さ れ

公共部門における「評価」
－政策評価とNPM型業績測定－

業績 測 定   プ ロ グ ラ ム 評 価   

分 析 の 単 位   プ ロ グ ラ ム の ア ウ ト プ ッ ト   プ ロ グ ラ ム の ア ウ ト カ ム   

主 た る 目 的   外 部 へ の 報 告   プ ロ グ ラ ム と 政 策 の 改 善   

視 点   財 務 ／ 内 部 管 理   政 策 と プ ラ ン ニ ン グ   

使 用 す る 手 法   測 定   応 用 社 会 科 学 と し て の 評 価 研 究   

デ ー タ の 利用 方 法   プ ロ グ ラ ム を 管 理 す る も の と 外 部 

の 利 害 関 係 者 （ 受 益 者 ・ 納 税 者 ） 

に 情 報 を フ ィ ー ド バ ッ ク す る 。   

プ ロ グラ ム のア ウ ト カ ム と イ ン パ クト に 関 

す る 情 報 を 、 政 策 作 成 者 や プ ラ ン ナ ー 

に フ ィ ー ド バ ッ ク す る 。   

求 め ら れ る も の   定点観 測 、 経 常 監 視   変 化 に 向 け て 必 要 な 情 報   

表2 業績測定とプログラム評価の比較

（出所）筆者作成
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‘performance management’になり、やがて予算編
成に活用されて‘performance budgeting’へと進
化したと言われる。わが国でも政策評価の結果を
予算に活用させようとする動きがはじまり、「政
策評価制度に関する見直しの方向性」（2005年6月
17日総務省）が出された。予算書と決算書の表示
科目（項・事項）と政策評価の単位（たとえば施
策・プログラム）との一致の試みがなされていた
が（鎌田 2008）、実はこの試みと適合性を持つ評
価方式は業績測定（わが国で言う「実績評価」）
である。ただ、アウトプットを対象にするのかア
ウトカムを対象にするのかに関しては判断が分か
れる。実際の行政活動を対象とする予算であれば、
アウトプットの方が正確に把握できるはずである
が、この点に関する議論は深められないまま成果
主義に向かった。その理由は評価の理論的伝統に
詳しくない人が前述のプログラム評価理論、政策
評価の理論（とくにそのアウトカム志向）と、業
績測定の理論とを混同したためと推測される。

さて、この業績測定の本質的ねらいはどこにあ
るのであろうか。いささか単純化されているきら
いがあるが、Behnによると8つである（Behn,
2003）。

①評 価 （ How well is my public agency
performing?）、

②コントロール（How can I ensure that my
subordinates are doing the right thing?）、

③予算（On what programs, people, or projects
should my agency spend the public,s money?）、

④モチベーション付与（How can I motivate line
staff, middle managers, nonprofit and for-profit
collaborators, stakeholders, and citizens to do the
things necessary to improve performance?）、

⑤奨励（How can I convince political superiors,
legislators, stakeholders, journalists, and citizens
that my agency is doing a good job?）、

⑥褒賞（What accomplishments are worthy of the
important organizational ritual of celebrating
success?）、

⑦学習（Why is what working or not working?）、
⑧改善（What exactly should who do differently to

improve performance?）。
わが国の自治体で「行政評価」として導入され

た業績測定の多くが学習と改善、予算編成を目的
とするのにとどまっていたのとは対照的である。
結果として言えるのは、評価を肯定的に見る欧米
流の文化と、評価に消極的な日本の文化の違いが
大きな影響を持ったのではないかという仮説であ
る。

最後に、業績測定とそのマネジメントへの応用、
業績管理（performance management）に対する批
判を記したい。たとえば市場化のもとでの指標自
体にバイアスがあるという批判はそのはじめから
存在した。実施して20年以上経ってからの批判に
よれば（Bouckaert and Halligan, 2006）、業績管理
がいまだに暗号（enigma）のようなものにとどま
り、その実施に関してはメタ分析がなされていな
い、レトリックのインパクトはあったがその実施
は貧弱であった、合理性に限界があってそれが意
図しなかった結果を生んだ、素人にはわかりにく
いキャッチフレーズにあふれ混乱した（たとえば
re-inventing governmentやnew public management、
performance management、results-driven government、
results-based budgeting、performance contracting等）
である。昇級、転職に有利な業績測定を積極的に
取り入れる意思はあるにしても、やはり理論的な
課題、実務上の困難はつきまとう。そのため、

「業績測定はアキレス腱であり、業績を測定する
ことはシシュポスの苦業」（Bouckaert and
Halligan, 2006, p.455）であると批判されるのであ
る。

おわりに

その使い方と目的が異なる3つのツールが評価
研究・プログラム評価、政策評価、そして業績測
定とあるという前提で、ここでは評価の歴史を整
理した。

再度、アメリカの政府改革に登場した年代順に
並べると、1960年代のPPBS、policy analysis、
evaluation research、program evaluation、1970年代
のmanagement by objectives、zero-based budgeting、
policy sciences、1980年代から90年代初頭にかけ
てのtotal quality managementとこれに関連したre-
inventing governmentというように、じつは大統領

山谷　清志
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が替わるごとに新しいツールが出てきた。さらに
ブッシュ政権ではPART（Program Assessment
Tool）が導入されている（田中 2005）。ここには
もちろんその時代ごとの社会状況、経済状態、こ
れらに規定された政治情勢が反映している。たと
えば1960年代の福祉の時代をリードした社会民主
主義と、1980年代から90年代にかけての赤字財政
とその再建を目指す新自由主義とでは、全く違う
考え方で評価ツールと価値基準が選択された。わ
が国のアカデミック・ディシプリンがこうした政
治の求めに応じて「役に立つ評価」を探して右往
左往する必要はないが、応用的社会科学研究とし
て机上の空論化を避け、畳の上の水練にならない
ようにするためには、概念を整理し、分類分別し、
順序よく保存し、たまに使ってみる必要がある。
しかし、評価に関してはあまりそうではなかった
現実がある。

その理由は、アメリカと比較するといくつか考
えられる。第1にわが国では、評価の利用活用が
当初から限定的であった。役所の中で公務員がす
る、公務員がコンサルタントに委託する方法で展
開されたため、評価できる範囲と対象、金銭的余
裕、能力がきわめて限定された。地方自治体の行
政評価が、良くて業績測定もどき、悪くすると分
析のない駄文を書き連ねるようになってしまった
のは、このためである。

第2に業績測定はトップダウン型で行えば威力
を発揮するが、国の大臣はもちろん自治体の首長
は評価に関して、多くがリーダシップを発揮しな
かった。かなりの部分、不勉強だったと言っても
良い。この場合、公務員がボトムアップで自己評
価を回した。公務員たちはその際、念入りに「自
縄自縛」にならない仕掛けにした。さまざまな意
味で当然のことである。結果として、およそ何の
役にも立たない評価書が山積する。

第3に理論を無視したことが上げられる。要領
よく欧米の評価テクニックを真似ようとしたこと
からわが国の政策評価は20世紀末、はじまった。

「和魂洋才」の現代版である。しかし、テクニッ
クやツールが巧く働く背景には、長年の経験と背
景がある。もちろん何が正しく、何が間違ってい
るのか、状況によって異なる。もっとも原理は普
遍であるが、その原理は簡単には理解できないほ

ど難しい。それを簡単にすまそうとしたところに
間違いがあった。他方、NPMは飛びつきやすい
キャッチフレーズで、また当時は先進国の主流で
あるように見えたため日本人は安易に猿まねし
た。しかし評価と測定の区別が付かない人に何が
できるのであろう。外国や先進自治体の短期見学
で何かがわかるのであろうか。結果としては、目
の不自由な人たちが大きなゾウを撫で、それぞれ
勝手に「評価」を批評する状況がはじまった。経
験もない人たちが、安易な考えで「たかをくくっ
た」のである。

多くの学問と同じく、評価も歴史を振り返り、
国別に特徴を比較し、さまざまな過去の経験に学
ぶことが大事で、そのためには鳥瞰的俯瞰、虫瞰
的凝視、魚眼的目線から評価の理論と実務を見直
しつつ再構築することが必要なのであるが、実は
それだけの人的資源はなく、「実験室」も整って
いない。
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Evaluation in the Public Sector 
– Policy evaluation and NPM-type performance measurement –

Kiyoshi Yamaya 
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Abstract

In our everyday lives evaluation has many faces, and as a result of the impact of the New Public Management
(NPM) movement, many students of public administration and administrators in the Japanese public sector have
confused evaluation with measurement, rating, valuing, audit, inspection, appraisal and assessment. But in its
essence, evaluation is data-gathering, data-analysis activities using scientific methods and tools of administrative
skills. Taking a short historical perspective, this article focuses on this confusion, and considers what the

‘evaluation’is. 
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Evaluation , policy evaluation, performance measurement, NPM
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1．NPMの基本構造

（1）NPMの起源と普及

NPMは政策評価を包括する行政改革の理論、
あるいは政策評価の理論的背景であるとされてき
た。これはアメリカやイギリスをはじめとするア
ングロサクソン諸国が1970年代以降の福祉国家の
見直しの中で実践してきた改革手法が「NPM」
と括られるものであったこと、またその中に政策
評価の発展も含まれていたことなどに由来してい
る。すくなくともこれらの行政改革のトレンドの

中において政策評価―とくにこのうち業績測定―
が不可欠の地位を占めてきたという点は否定しが
たいだろう。

NPMと政策評価の関係に論及するにあたり、
最初にNPMとは何かについてまとめておきたい。
NPMを体系的に整理したのはイギリスの政治学
者、Hoodである。彼の代表的論考、‘A Public
Management for All Seasons?’では、その起源は
ニュージーランドの公的部門改革であることが示
唆されている（Hood 1991）。ここでいうニュージ
ーランドの公的部門改革というのは、ロンギ労働
党政権下のロジャーノミクスのことであり（参照、
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和田 2007）、これをまとまった形で見ることがで
きるのが19 8 4年の『経済運営（Ec o n om i c
M a n a g e m e n t ）』 や 1 9 8 7 年 の 『 政 府 運 営

（Government Management）』である。
ロジャーノミクスの「ロジャー」とは、1984年

の政権交代で登場したロンギ労働党政権の財務大
臣の名前である。ロジャーノミクスの設計に際し
ては、アメリカで学位を取得した経済アナリスト
らが参加し（Larner and Walters 1999）、新制度派
経済学や管理会計などが導入された。財政規律を
重視するこの改革は「財務省機軸の政策ネットワ
ーク」あるいは「政策ハイジャック」とも揶揄さ
れ、理論的背景をふまえて公共選択学派の「実験
場」ともいわれた（Wallis 1997）。Hoodはこのロ
ジャーノミクスを念頭に置きながらNPMのエッ
センスを「管理者主義」と「新制度派経済学」の

「結婚」と表現している。
NPMの「理論」というときには、直接的には

ロジャーノミクスの背景にある「管理者主義」と
「新制度派経済学」が念頭に置かれている。ここ
での「管理者主義」は、民間企業における目標管
理や人事評価、発生主義会計の導入、あるいは内
部統制や外部監査の強化といった一連の管理会計
分野、あるいはより広い意味での経営学の影響を
指す。また、「新制度派経済学」とは、公共選択
論、プリンシパル・エージェント論や取引費用理
論など、広くいえば経済学で議論される諸理論の
ことである。

このような意味でのNPMは世界各国に広がり
をみせたが、それぞれの国における財政状況、政
治状況、あるいは文化状況によってNPMの発現
形態は千差万別であった。2000年前後には、日本
でもNPMが世界的なブームであると認知される
ようになった。また、サッチャー、レーガンとい
った保守政治家ではなく、クリントンやブレアな
どの第三の道の模索者のNPMへの接近もあいま
って、改革路線の普遍性が主張されるようになっ
ていった。

（2）日本におけるNPM

日本におけるNPMについては上山信一および
大住莊四郎が代表的な論者である2。とくに評価

とNPMとの関係では上山の著作が、NPM全般に
ついては大住の著作が参照されることがおおい。
政府文書やNPMに関する著作・研究では、これ
らの引用を数多く見いだすことができる。

NPMに関する現実の政府の動きでは以下の2点
が目立っていた。第1に、「骨太 2001」（「今後の
経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基
本方針」（2001年6月26日））である。第2に地方分
権改革推進会議の意見（「地方公共団体の行財政
改革の推進等行政体制の整備についての意見：地
方分権改革の一層の推進による自主・自立の地域
社会を目指して」（2004年5月12日））である。

第1の「骨太 2001」におけるNPMは、「行政」
が「顧客である国民」の「満足度の最大化」を目
指すべきとした上で、「効率的で質の高いサービ
スの提供を目指す」ための「理論」として、「①
徹底した競争原理の導入、②業績／成果による評
価、③政策の企画立案と実施の分離」に基づいて
いると説明されていた。具体的には「海外では、
この考え方は、①民営化・行政法人化を推進する、
②業績や成果に関する目標、それに対応する予算、
責任の所在等を契約などの形で明確化する、③発
生主義を活用した公会計を導入する、などの形で
具体化されてきている。」とされていた。

第2の地方分権改革推進会議の意見（2004年）
は、まとまった形で政府文書に残されたNPMの
概説である。ここでのNPMの説明には、「広く解
釈すれば」と断った上で、①顧客主義、住民志向、
②業績主義、成果志向、③市場メカニズムの活用

（政策立案部門と執行部門の分離を含む）、④公会
計改革（複式簿記・発生主義会計の導入等）、⑤
行政組織のフラット化、分権化の5項目が掲げら
れていた。また、ここでは「行政評価」について
も触れられており、「優先順位をつけた事業の取
捨選択等、評価の結果を予算編成や組織編成に効
果的に反映できるよう一層の工夫に取り組むこと
が必要である。」という指摘が行われていた。

これらの政府レベルでのNPMへの接近は、「周
回遅れのサッチャリズム」であると批判されるこ
ともあった。また、NPMの支持者側では、「世界
的潮流」であり、財政構造改革のために「必要」
であることが繰り返されていた。またその内容に
ついては、諸外国で導入された改革手法が列挙さ
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れ、NPMに関する海外視察も繰り返し行われた。

（3）2つのNPM

NPMと政策評価との関係を念頭に置くとき、
このような幅広いNPMをそのまま議論すること
は適当でない。本稿はいますこし精緻に議論する
ためにこの広義のNPMを以下の狭義の2つに分離
して議論したい。

第1のNPMは「市場型NPM」である。これは規
制緩和、民営化といった政府の役割の見直し、あ
るいはPFI（Private Finance Initiative）、規制改革、
民間委託、あるいは指定管理者制度などの市場メ
カニズムの活用を主張するものである。なお、市
場型NPMでは経済学を共通言語としながら公的
部門の改革を論じる。経済学の文脈、とくに市場
メカニズムの重視という視点をふまえなければ、
これらの改革アイデアは理解し難いだろう。

第2のNPMは「企業型NPM」である。民間企業
の目標管理制度の導入、成果主義や人事評価、業
績給、公会計の改革や内部統制・外部監査などの
改革は企業型NPMのカテゴリーである。企業型
NPMでは「行政」（public administration）を「公
経営」や「公共管理」（public management）と呼
んだり、「企業経営」になぞらえて「行政経営」
という呼称を用いる。ひとことでいえば、企業に
しろ行政にしろ、大規模組織の管理であるから共
通の要素があるという仮定の上に議論をすすめる
のである。「顧客志向」や「成果主義」などは、
こうした文脈から発せられる改革アイデアに他な
らない。

いうまでもなく現実のNPMはこの2つのタイプ
が複合しながら展開する。とくに強調しておきた
いのは、政策評価により直接的に関係するのは、
これらのうちの企業型NPMであるという点であ
る。以下では、いったん分離したこれらのNPM
それぞれと評価とのかかわりについてより詳しく
見ていくことにしたい。

2．政策評価との接点

（1）市場型NPMと評価の接点

まず市場型NPMと評価との関係だが、これは
より間接的である。日本では、PFIの評価、独立
行政法人評価、指定管理者制度にかかる評価など
がこの範疇で論じられている。ここでは評価の母
体となる改革制度そのものがNPM改革であると
説明されることはあっても、そこで行われている

「評価」がNPMだと説明されることはすくない。
また、重要な論点として指摘しておきたいのは、

この市場型NPMでは、政府部門から外部化され
た組織なり管理単位に対し、政府部門の側で監
督・監視が強化されるという点である。後に触れ
る「統制の多元化」の議論はこのことを含んでい
る。規制緩和や民間委託等の改革を行ったとして
も、政府としては税金を投じる以上、その責任が
解除されることはない。むしろ、規制緩和や民営
化がすすめばすすむほど、政府における監督・監
視はかえって拡充されることになる。

HoodらはこうしたNPMに付随して起こる監
督・監視強化の動きを「ミラーイメージ」と呼ぶ

（Hood et.al. 1999:7）。ミラーイメージとは、マル
クスブラザーズのコントでおなじみの鏡あわせの
コメディのことであり、一方の役者が手を挙げれ
ば鏡の振りをしたもう一方の役者がこれを真似す
るというものである。市場型NPMの改革とまる
で鏡あわせのように監督・監視を本務とする評価
官僚制が形成されていくというのが、市場型
NPMに隠れているもうひとつの議論である。

（2）企業型NPMと評価の接点

企業型NPMと評価との関係はより直接的であ
る。これをもっとも典型的あるいは体系的に記述
してみせたのはOsborneとGaeblerの議論であるだ
だろう（Osborne & Gaebler 1992）。

同書では、「アントルプルヌール行政」、すなわ
ち企業家精神を持った行政という視点が強調され
る。彼らはこの説明に際しドラッガーの次の言葉
を引用する（Ibid:9）。
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「特に行政機関の場合、もっともアントルプ
ルヌール的で、革新的な考えを持つ人物でも
公共事業機関の管理を引き継いで半年もする
と、最悪の事大主義的な官僚か、権力に飢え
た政治家のような行動を取るようになる。」

すなわち企業型NPMの場合には、この官僚主義
的な態度や思考様式が「敵」とされ、これを克服
するためのアントルプルヌール的な「意識改革」
やその中心となる「顧客志向」、これをシステム
として維持するための「目標管理」や報酬システ
ムを含めた新しい「人事管理」が必要になるとい
うのである。

この企業型NPMで評価＝業績測定はその中心
に位置づけられ3、ここでは次々に自己啓発的な
言葉が発せられる。すなわち、「測定したものは
実現できる」、「成果を測定しないと成功か失敗か
の判別はできない」、「成功がわからなければ、報
酬を与えることはできない」、「成功に報酬を与え
ていないとすれば、たぶん失敗に報酬を与えてい
るのだ」、「成功がわからなければ、成功から学ぶ
ことはできない」、「失敗に気づかなければ、失敗
を改めることはできない」、「成果を証明できれば、
公共の援助を勝ち取ることができる」（Ibid:136-
158）などである。いずれも業績測定としての評
価が何のために必要とされるのかを象徴的に示す
言葉である。

日本では、先の上山や大住がこれとほぼ同趣旨
の主張を行った。また、これらの議論を参照しな
がら改革を進めたのが、事務事業評価システムで
有名な三重県であった。三重県の方法論は他の自
治体にも波及し、「三重県詣で」とまでいわれる
までに視察が相次ぎ、周知の通り国の政策評価制
度にも摂取されていった4。また、ここでの改革
は「マネジメント・サイクル」を確立するための

「パッケージ」とされ、評価はその一部に含まれ
ていた5。

なお、企業型NPMと評価との関係で注意を促
したいのが第三者評価や外部評価の議論である。
アントルプルヌール行政を目指す企業型NPMは、
まずは行政自身の自己改善の取り組みを重視す
る。ここでは評価も、まずは行政自身の取り組み
として着手される。しかし、評価を導入してもす

ぐに「お手盛り」への批判や疑念が渦巻くように
なる。そもそも企業型NPM自身が行政に対する
懐疑から出発しているので、これは当然の帰結で
ある。そして、こうした「お手盛り」の状況を克
服するために外部評価や第三者の認証等が求めら
れることとなるのである。

（3）実用主義と外延の不確定性

このようにNPMと評価との関係を議論する際
には2つのNPMに分離して整理すれば理解しやす
いだろう。もちろん現実のNPMはこの2つが混在
する形で複合的に展開することとなる。この点が
NPMの分かりにくさのひとつのポイントである。

また、NPMが「理論」であるといわれながら
も「学問」ではないという点もわれわれのNPM
理解を妨げている要因である。NPMは複数の学
問分野をまたぎ、それらの中から実用に資するも
のを自在に取り出してみせる。ニュージーランド
におけるNPMの起源からも明らかであるように、
NPMは学問を実務のために「利用」する立場で
ある。学問研究の場合には学問的な態度や理論的
整合性が重視されるのに対し、NPMでは実用性
こそが最大の価値を持つ。学問的な態度や理論的
整合性はここでは重要な意味を持たず、学問世界
に帰依し、その妥当性境界を守ることも重視され
ない。「使える」あるいは「役に立つ」というこ
とがここでは価値が高いのであり、そのような改
革手法や成功事例のコレクションがNPMにとっ
ては重要とされる。したがってNPMは、学問分
野がディシプリンを確定するのと対照的に、その
外延を確定させない。どこまでも役に立つものは
NPMとされ、つねに新しい改革を求め続けるの
である。

Hood（1998）は、NPMのこうした特性につい
て分析を加えている。すなわち、NPMが「最先
端」（the State of the Art）を求め続け、やがては
失敗への道を歩むのだというのである。端的にそ
の趣旨を意訳すれば、人間社会であるから何らか
の正解があると考えること自体に無理があるので
はないか、料理に「砂糖」と「塩」が必要である
ように、改革にもバランス感覚が必要なのではな
いかということである。

南島　和久



21

3．政治学からの批判

（1）イデオロギー暴露

NPMに対するHoodの分析はさらにその奥を洞
察しようとする。本稿ではNPMを市場型と企業型
の2つに分離したが、そもそもこうした管理態様
の志向は公的部門をめぐる管理論議のごく一部に
過ぎないのではないかというのである。公的部門
の「管理」ということに視点を移すと、そこには
市場型や企業型といったビジネス志向の管理方式
のみならず、その他の管理様式も見いだせる。要
点をいえば、ここで今まで議論してきたNPM論
者を「個人主義者」、すなわちマーケット・メカ
ニズムによる調整を信じ、個人主義的な管理様式
を尊重するモードだとした上で、このほかに「階
統主義者」、「平等主義者」、「運命論者」といった
管理様式があると主張するのである。
「階統主義者」は軍隊に典型的な管理様式で、

トップダウンが管理の鍵となるモードである。社
会主義や独裁体制はこのモードの管理であり、も
っとも古典的で典型的な管理様式である。「平等
主義者」は相互尊重のモードで、メンバーの同質
性の高さが管理の鍵となるモードである。共和主
義はこのモードの管理様式というとわかりやすい
だろう。最後の「運命論者」は、管理の鍵を運命
にゆだね、管理らしい管理が行われないモードで
ある。呪術などに象徴されるマツリゴトはこうし
た管理の典型例だろう（参照、南島 2007）。

いうまでもなく、公的部門の管理においてはい
ずれかのモードだけが支配的であり続けたという
歴史的事実はなく、現代の管理のあり様も複数の
管理様式が入り乱れながらモザイクのようにでき
あがっているといえる。また、そのあり方をどの
ようにデザインすべきかということについては、
時の政策判断や選挙での選択、あるいは政治体制
の変更や革命としてそのアクセントが移しかえら
れてきたといえる。こうした見立ての上で、
Hoodが批判し排斥しようとするのは、いずれか
ひとつの管理様式が支配的であるという独善的な
認識である。むしろ、他の管理様式にも耳を貸し、
相互の管理様式の適性をふまえながら、いまの時
代に見合った管理のあり方を模索していくことこ

そが重要なのではないかと提起しているといえ
る。

こうした視点からいえば、市場型と企業型を組
み合わせたNPMですら、より広義のNPMのひと
つに過ぎず、公的部門の管理はつねに異なるパブ
リック・マネジメントで彩られ続けたのだという
こと、またいままで議論してきたNPMは、やは
り「個人主義者」のモードとして括れるある種の
党派的主張であること、そのことをわきまえた上
で、他の管理モードとの対話をはかり、新しい秩
序を構築していくことが本当の意味でのイノベー
ションといえるのではないだろうかなどといった
論点が浮かびあがってくるだろう。

ここまでいえば、いわゆるNPM論者とHoodの
立場の違いは鮮明だろう。HoodはNPMの整理を
行った論者として有名であり、彼の論文はしばし
ばNPM論者にも引用される。しかしながら、
Hood自身は決してNPM論者であるのではない。
NPMの外側に身を置きながら、他在の立場から
NPMを分析し、説明しているのである。しかし、
このことは意外と理解されていないようである。

（2）政治・行政分断論

Hoodは政治学者としてNPMを批判的な検討対
象の位置におく。そうであるがゆえにNPMをド
クトリンだと表現する。ドクトリンを与えられた
行政職員はこれに追従する。政治的なドクトリン
ともなればなおさらである。
「市場の管理に委ねよ」、「企業経営と同じこと

をせよ」というドクトリンが与えられれば、公的
部門は何らかの失敗が顕在化するまでこれを繰り
返すこととなる。しばしばその失敗は、政権交代、
あるいは指導者の交代として「発見」されること
もすくなくない。改革路線の軌道修正が図られな
い場合には、当該ドクトリンにしたがって、無限
のアップデートが繰り返される。パブリック・マ
ネジメントに「New」が冠せられるのはこのこと
を象徴しているともいえるだろう。

こうしたパブリック・マネジメントの失敗はこ
れまでの歴史にまったく見られなかったのだろう
か。とくにここで議論の俎上に乗せている評価と
より直接的に絡む企業型NPMについてはどうな

NPMの展開とその帰結
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のだろうか。
行政学の知見によれば、そもそもNPMが登場

する以前より「パブリック・マネジメント」とい
う用語は存在していた。Hoodが使うような公的
部門にかかる管理を表す広義の意味ではなく、経
済学と経営学の結合として説明される今日的な
NPMでもなく、たとえばシティマネージャーの
業務として表現されるパブリック・マネジメント
がこれである。

よく知られているようにシティマネージャーの
国際的なアソシエーションはICMA（国際市／カ
ウンティ管理協会）であり、同協会の発行する専
門誌の名称は『パブリック・マネジメント』であ
る。なお、このシティマネージャーの草創期は科
学的管理法の登場期にまで遡り、学説史としてい
えば、のちに企業経営と行政経営に共通の組織原
理としての「能率」の発見をもたらす系譜に連な
る。歴史的にはこの能率論は、政治とは区別され
た行政独自の領域があるとして「政治・行政分断
論」を登場させ、その中心には行政経営と企業経
営に共通の要素を見出そう、あるいは行政経営を
企業経営のように取り扱おうという発想を持って
いたのである6。

この政治・行政分断論は政治学者によってのち
に批判される。「政治・行政融合論」である。政
治・行政融合論は、ハイヌーンを迎えた政治・行
政分断論者への修正要求でもあった。行政固有の
領域、行政に限定された能率というドグマを排し、
政治をも含めた政策形成の領域に行政を引き戻
し、そのドクトリンであった素朴な科学主義を批
判したのである。この政治・行政分断論と政治・
行政融合論の論争の構造は、今日の企業型NPM
に対する政治学からの批判と相似形をなしている7。

（3）評価官僚制の問題

政治学者の多くは政治・行政分断論ではなく、
政治・行政融合論者に近い。HoodのNPM批判の
構図もこの伝統になぞらえれば理解しやすい。単
一のドクトリンのみがパブリック・マネジメント
を導くものでないこと、その科学主義―価値中立
的な装いといいかえてもよいが―はかえってサイ
エンティフィックではないこと、こうした意味で

の素朴な科学主義よりもむしろ、必要なのはアー
トではないかという問いかけが、Hoodの議論で
ある。こうした視点からいえば、Hood（1998）
の最終章の‘The State of the Art of the State’とい
う表現のインプリケーションは、よく吟味されて
よいように思われるところである。

Hoodをはじめ政治学者の批判は、より立体的
である。批判の矛先はNPM論者だけでなく、
NPMによってもたらされる新たな構造現象にも
向けられる。すなわち、「評価官僚制」の問題で
ある。市場型、企業型のいずれのNPMにおいて
も、先に触れたミラーイメージによって新たな評
価が登場するというのは、後年のNPMの国際比
較を論じたHoodらのもうひとつの知見である

（See, Hood et.al. 1999）。これこそがMajone（1994）
のいう「規制国家」、あるいはPower（1997）の
いう「監査社会」である。一般にこれはいわゆる
NPM論者が指摘しない論点である8。

4．多元的統制と評価

（1）公的部門の統御？

NPMによって導入された評価がもしも新たな
官僚制問題を惹起するというのであれば、またそ
れが官僚制批判を繰り返してきたNPMの帰結で
あり、さらに別の失敗の温床であるとしたらどう
だろうか。

日本でのNPMは橋本行革時に登場したという
指摘はしばしばなされるところである。これは政
策の企画立案と実施の分離を実現させる独立行政
法人制度の導入に象徴されている。評価官僚制の
展開はこの独立行政法人制度をめぐって典型的に
登場する9。特殊法人等整理合理化計画で示され
たように、独立行政法人化はその先に法人の廃止
や民営化を念頭に置いているものである。この意
味でいえば、独立行政法人化は市場型NPMと整
理できるだろう。

独立行政法人化された組織は監督官庁が定める
中期目標に基づき中期計画を定める。中期目標は
企画立案部分であり、中期計画は政策実施の部分
に該当する。この中期計画に基づいて業務実績の

南島　和久
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評価が展開していくが、いったん切り離された政
策実施部分では、今度は企業型NPMが作動する。
企業会計の導入、財務諸表の整備、内部統制、外
部監査、目標管理、人事評価といった民間経営手
法が次々に投入され、効率化に向けた誘導が推し
進められる。

この独立行政法人では2つのミラーイメージが
展開する。ひとつは切り離された政策実施部分に
対する監視・監督である。理念的には政策実施部
分には「管理の自由」が認められているはずであ
るが、現実には企画立案部分の責任が免除されて
いない。そうするとこれを監督・監視する機関が
必要になってくる。もうひとつは実施過程を規律
する業務実績にかかる自己評価が「お手盛り」で
ないかをチェックする部分である。評価の客観性
や認証がここでのひとつのテーマとなるものであ
る。

こうした市場型ないし企業型NPMの外側で展
開するNPMのもうひとつの「顔」についてはい
わゆるNPM論者はおおくをかたらない。これに
ついて示唆を与えるのは政治学者である。たとえ
ば山谷（2006:62-3）の議論が典型的である。こ
こでは、「外務省で2003年末に行っていた評価」
として次の6つの評価が整理されている。

第1に「政策評価」である。ここにはさらに総
合評価、実績評価、事業評価の3種類が含まれる。
これは評価法に基づく評価であり、外務省では個
別の政策を所管する各局課が毎年実施することと
されている。なお、個別の政策を所管する各局課
がとりまとめた自己評価は、客観性と厳格性を確
保するために大臣官房、府省に設置された政策評
価有識者懇談会、総務省の客観性担保評価プロジ
ェクトチーム、政策評価・独立行政法人評価委員
会などの多重チェックを受けることになる。第2
に「ODA評価」である。評価法とは別のスキー
ムとなるが、外務省、JICA、JBICなどがODAを
めぐって多層的な評価を実施している。評価法が
どちらかといえば行政改革のトーンが強いのに対
し、ODA評価はODA大綱あるいはODA政策に寄
り添って展開される。これについてもODA評価
にかかる有識者会議など客観性の確保が講じられ
ている。第3に「独立行政法人評価」である。こ
れはJICAや国際交流基金といった独立行政法人

に課せられた評価であり、政策評価ともODA評
価とも別の組み立てで行われる効率重視の評価で
ある。これもまた、府省の独立行政法人評価委員
会、総務省のチェック、行政改革推進本部などの
多重チェックを受ける。第4に「行政評価」であ
る。ここではとくに総務省が行う「行政評価・監
視」や日常的な「業務評価」あるいは「考査」が
該当する。このうち外部からの評価についても内
部の評価関連業務が発生する点がポイントであ
る。第5に「個別評価」である。これは個別の政
策を所管する各局課が行う調査・分析のことであ
る。個別の政策における知的貢献というとわかり
やすいだろうか。第6に「外交政策評価パネル」
である。これは外部の有識者を招聘して外交政策
の根本について議論するという非日常的な特別な
形の評価である。

公的部門ではしばしばこうした複数の統御が交
錯する。山谷はこの現象を指して「アカウンタビ
リティのジレンマ」と呼ぶ。これは折り重なる統
御のネットワークが、評価を介していっそう顕著
になっている現象を指摘するものである。

なぜ、アカウンタビリティのジレンマが起きる
のか。これはひとえに公的部門の特質であるとい
っておかなければならない。企業経営では経常利
益の増減が最終的な規律点となる。しかし、公的
部門はどのポイントに基づいて判断をすべきなの
かという点が曖昧である。しばしばその価値は複
数でありこれは相互に錯綜する。そして、究極に
おいてこれを規律する単一のドクトリンが存在し
ているわけでない。この点こそが公的部門の管理
の難しさであり、この点に対する配慮がNPM論
者の重要な欠落点になっているのである。

（2）多元的統制の先へ

以上をふまえ、本稿は最後に、こうして惹起さ
れる統制の多元化を好ましからざるものとみなす
か、不可避とみるかという点を問いかけたい。
NPMがもたらしたこの帰結に対してわたくした
ちはひとつの態度決定をしていくことが求められ
る。そして、いずれの道を選ぶかで今後の政策評
価論のとるべき戦略も大きく変わってくるだろ
う。

NPMの展開とその帰結
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公的部門では単一のドクトリンによる管理では
なく多元的統制が求められる。NPMのトーンが
強ければ強いほど、アカウンタビリティのジレン
マはいっそう顕著となる。「企業経営と同じよう
に」という点が強調されればされるほど、企業経
営とは異なる部分についての、様々な調整の努力
が必要になるのである。

ひとつのシナリオとしては、統制の多元化を好
ましからざるものとみなす方向が考えられるだろ
う。評価にかかる負荷やジレンマを政策のサブス
タンスに対する障害と位置づけ、可能な限り評価
なるものの排除を意図するという態度である。こ
の場合、NPM論者は「だから意識改革が必要な
のだ」と主張するだろう。NPM論者にとって、
これは旧いタイプのパブリック・マネジメントで
あり、官僚主義的であり、全力で治癒しなければ
ならない病巣ということになるからである。この
場合の落としどころは、評価をもっぱら「必要最
低限」のアカウンタビリティ、あるいは透明性確
保のための「インフラストラクチャー」として位
置づけていく方向となるだろう。

もうひとつのシナリオは、多元的統制が不可避
であるとする方向である。このためには複数の評
価に関する社会的理解水準ないしリテラシーの向
上が必要になってくるだろう。たとえば先に触れ
た外務省の多彩な評価について、一般の職員－一
般市民ももちろんそうだが－がこれを理解するこ
とは困難といってよい。十分に想定されるのは、
複数の評価官僚制が発する複数の評価、あるいは
複数の統御のメッセージを理解できないまま、社
会全体が評価作業に追われ続け、その社会的意味
も理解されぬまま、評価官僚制が増殖していく事
態である。これこそが「評価疲れ」の温床だが、
これを解決するためには社会的な評価に関する理
解水準ないしリテラシーの向上を目指すことが検
討されなければならないだろう。とりわけ評価に
かかる大学教育、大学院教育、教科書の整備等は
喫緊の課題となるのではないだろうか。

5．むすび

本稿は主にHoodの主張に寄り添いながら、

NPMの帰結を概観し、その先にある統制の多元
化という新しい時代を展望した。最後に結論をま
とめておきたい。ポイントは以下の2点である。

第1に本稿はNPMと評価との関係を論じた。従
来からいわれているNPMを市場型NPMと企業型
NPMの2つに分け、それぞれの評価との関係につ
いて整理した。しかし、より重要な指摘は、
NPM論者が認知しない新しいタイプの評価が広
がっているという点にある。

第2に、本稿は統制の多元化がNPMの反作用と
して惹起されるものであること、またこの統制の
多元化について政治学者が強い関心を持っている
ことなどを指摘した。この現象については、従来
十分な検討が行われていないが、基本的な論点に
ついては本稿で明らかにすることができたのでは
ないだろうか。

注記

1   NPMは従来の「パブリック・マネジメント」に新

しい要素を付け加えたものである。その新しく付け

加えられた要素は経営学や経済学である。この意味

で学問と実践の交錯にこそNPMの最大の特徴があ

る。そしてそうであるがゆえに、「NPM理論」とい

う言い方もなされるのであり、その「理論的影響」

も語られる。

2   代表的著作は上山（1998；1999；2002）および大住

（1999；2002；2003）である。

3   ここでの評価は「業績測定」のことである。なお周

知の通り、アメリカの政策評価は3種類を指摘でき

る。ひとつが費用便益分析、ひとつがプログラム評

価、ひとつが業績測定である。費用便益分析は政策

分析学派の台頭とともに登場したものであって1960

年代のPPBSの実践がそのハイヌーンであった。プ

ログラム評価は議会補佐機関である会計検査院

（GAO）を中心に発展した。このときの政策評価は

評価研究とも呼ばれ、調査研究型の応用社会科学と

してもてはやされた。最後に登場したのがGPRAで

あり、クリントン政権から現在まで続いている予算

査定の仕組みである。GPRAはOMBが所管し、予算

編成にも密接に関係している。政策評価のうち

NPMを冠するといえるのはこのうちGPRA―「業績

測定レジーム」ともいわれる―に限られるだろう。

南島　和久
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それ以外の政策評価は、NPMが登場する以前より

存在していた。いずれも学問的な方法論をより重視

し、評価過程や結果の信頼性や客観性の確保により

力点を置いていた。そうであるがゆえに実務の実用

にはたえず、結局、業績測定レジームの台頭がもた

らされた（たとえば南島 2007）。

4   「政策評価に関する基本方針」の別紙の評価類型を

参照。

5   参照、真渕（2004:113-8）。ここでの説明は典型的

である。同書ではNPMについて次のような説明を

付している。すなわち、NPMとは、「民間の経営手

法を参考に、それに類似する手法を行政に導入して、

行政の効率性を高めようというものである。」

（同:114）というのである。また、その後、この

NPMに基づく評価の説明が述べられる。「政策の評

価を重視する傾向も、このようなNPM型改革の流

れのなかにある。一言でいえば、やりっぱなしのお

役所仕事はだめで、行政のサービスの受け手、お客

である市民の満足をきちんと得ているかどうかに、

もっと意識的になりなさいという要請が高まってい

るのである。」（同:115）というものである。こうし

た評価の要点として同書が指摘するのは以下の3点

である。第1に顧客志向である。第2に目的と手段の

連鎖である。第3に情報公開と透明性の確保である

（同:115-6）。このような理解は、本稿が企業型NPM

と呼ぶところにおける評価と一致する。

6   ICMAおよびシティマネージャーについてはさしあ

たってStuillmanⅡ（1974）およびhttp://www.icma.org.

を参照。

7   行政学および政治・行政分断論／政治・行政融合論

についてはさしあたって西尾（2001）を参照。

8   日本ではこの評価官僚制問題を指摘するものとして

さしあたり金井（2007）を確認されたい。要点を述

べれば、金井は今般の自治体評価のブームは「評価

がない」という批判に対して評価体制が整備されて

きたものであり、こうして整備された評価官僚制は、

「評価がない」ことに抗弁できないので、ルーティ

ン化し、廃止できなくなってしまう―官僚制化して

しまう―としている。評価自体は官僚制化に対する

対抗措置として登場したにもかかわらず、これが新

たな官僚制化を惹起せずにはおれないという構造の

指摘は、Hoodのミラーイメージを彷彿とさせる。

9   この点については西山の一連の業績に詳しい。参考

文献を参照。
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NPMの展開とその帰結

―評価官僚制と統制の多元化―

Developing NPM and the Consequences in Japan
−evaluation bureaucracy and plural control−

Kazuhisa Najima

Kobegakuin University
najima@law.kobegakuin.ac.jp

Abstract

This paper is about NPM（New Public Management）, which is a doctrine of administrative reform of public
sector management especially in Western countries. NPM derived from Thatcherism in England, Reaganomics in
the United States and Rogernomics in New Zealand. In Japan, NPM is known as the theory of policy evaluation to
public administrators.

One of the aims of this discussion is to ascertain to what degree NPM influences evaluation in Japan. After
that, we will discuss about the new phase which is called plural control. These are new types of problems with
developing NPM in Japan.

Keywords

NPM, performance measurement, evaluation bureaucracy, plural control
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はじめに

新公共管理（NPM: New Public Management）と
いう概念は「多くのOECD諸国における官僚制改
革アジェンダを支配してきた一群の共通もしくは
類似の行政上の諸原理を総括する言葉である」
（Hood 1991）と定義される。この定義からわかる
ように、新公共管理は曖昧な概念であり、その曖
昧さゆえに、様々な解釈が存在している。たとえ
ば、公的部門における市場メカニズムの導入を主
な特徴とする意見もあれば、民間企業流の経営概
念の導入に重きをおく主張もある。そして、具体

的な方策についても、「エージェンシー制度」、
「市場化テスト」、「バウチャー制度」、「民間委託」、
「疑似契約制度」、「業績測定」など様々なものが
新公共管理の範疇にあるとして紹介されてきたの
である2。
しかし、これらの新しい行政活動をすべて新公
共管理と見なすことに対しては、疑問が呈されて
いる（武藤 2004）。
確かに新公共管理が1970年代以来行われてきた
行政改革の総称であるとすれば、ここに列挙され
た各種の改革策を新公共管理の範疇として位置づ
ける意見にも一理ある。

【研究論文】

政府開発援助評価にみる新公共管理の影響

要　約

新公共管理に対する解釈は定まっていないが、本稿では、新公共管理の特徴の一つとされている業績測
定に着目し、新公共管理が日本の政府開発援助評価に与える影響について考察する。
日本の政府開発援助評価でも、業績測定の前提となる指標の導入が進められてきたが、この取組は一部

のプロジェクトに限定され、モニタリングの導入はすすんでいない。そして、政策レベルにおいては、測
定指標を伴う目標設定すらなされていない状況である。
また、業績測定のように、目標によって行政組織を管理しようとする動きはすでに1960年代に存在して

いることから、そもそも、業績測定を新公共管理の本質的な特徴とすることに対する疑問もある。我々は
新公共管理のような曖昧な概念にとらわれるのではなく、より明確な管理概念の確立に向けた議論を行う
べき時期にきているのではないだろうか。

キーワード

業績測定、指標、モニタリング

清原　剛
外務省国際協力局有償資金協力課事務官1
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しかし、その行政改革の背景にあったのは、公
共部門が国民のニーズに応えていないとか、行政
は競争とコスト意識に欠けており非効率であると
いった批判である。そうであれば、新公共管理の
本質的な特徴は民間部門が培ってきた原則や手法
を行政組織や行政の活動に導入することにあると
いうべきであろう。
このような前提にたって、新公共管理と政府開
発援助（ODA）評価との関係を眺めてみると、
両者に関連があるのは業績測定の導入であろうと
思われる。業績測定はあらかじめ設定された目標
の達成度を測定する手法であり、1990年代以降、
政府開発援助の組織管理に導入されてきたもので
ある。
そこで、本稿では、開発援助をめぐる国際的な
動向も考慮しつつ、日本の政府開発援助評価にお
ける業績測定の導入状況から、新公共管理の影響
について考察したい。

1．政府開発援助評価の概要

日本の政府開発援助に関する評価は外務省と実
施 機 関 で あ る 国 際 協 力 機 構 (JICA: Japan
International Cooperation Agency）が実施している。
外務省の評価ガイドラインによれば、外務省は政
府開発援助の企画立案という役割を担っているこ
とから、政策やプログラムを対象とした評価を行
い、国際協力機構はプロジェクトの実施及び実施
促進を担当していることから、プロジェクトの評
価を重点的に行っているという（外務省 2009）。
しかし、実際には、このような明確な役割分担に
もとづいて評価が行われているわけではないよう
である。
まず、外務省では、表1のように、国別援助計
画や重点課題別の援助政策といった包括的な政策
を対象とする評価、農業、保健といった特定のセ
クターの評価、草の根無償資金協力や緊急援助隊
といった特定のスキームを対象とした評価に加
え、個別プロジェクトを対象とする評価が行われ
ている。
一方、実施機関である国際協力機構では、個別
プロジェクトの評価だけではなく、テーマ別や特

定のプログラムを対象としたプログラム・レベル
の評価も行われている。このように、外務省と実
施機関の評価には重複がみられる。

本来、実施機関である国際協力機構はプロジェ
クトだけではなくプログラムも実施している。し
たがって、国際協力機構が自ら実施するプログラ
ムを評価することは当然のことである。また、プ
ロジェクトやプログラムを実施する上では、ある
程度国別やテーマ別の方針を持つ必要があり、こ
の意味からも国際協力機構がプログラム・レベル
の評価を行うことは何ら不自然ではない。
一方、外務省が個別プロジェクトの評価を実施
することにも相当の理由がある。その第一は、外
務省も政府開発援助の実施者として個別プロジェ
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表1 外務省の評価形態

表2 国際協力機構の評価形態
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クトの実施を担っていたことである。すなわち、
従来、有償資金協力は国際協力銀行が、また、技
術協力については国際協力機構がそれぞれ実施及
び実施促進を担っていた。そのため、これらの評
価も実施機関が行っていた。これに対し、無償資
金協力については、2008年10月に国際協力銀行の
有償資金協力部門と国際協力機構が統合されるま
で、外務省がその実施を担うこととされていた。
そのため、無償資金協力プロジェクトの事後評価
は外務省が行っていたのである。
もっとも、このような評価体制の整理が行われ
たのは2005年のことであり、それまでは、法律上
の業務分担はさておき、国際協力機構が無償資金
協力の一部についても事後評価を実施していた。
国際協力機構によれば、事前の調査という名目な
がら、2001年度には3件、2002年度には35件に対
する事後評価を行っていた3。しかし、2003年度
からはこのような取組も行われなくなり、無償資
金協力プロジェクトに対する個別の評価が行われ
ていない状態に陥った。そのため、このような取
組では不十分との認識が高まり、2005年度から外
務省自身が完成後3年から5年を経過した10億円以
上の無償資金協力プロジェクトを対象に事後評価
を実施するようになったのである。ただし、新国
際協力機構発足後は、国際協力機構が無償資金協
力の実施を担うことになり、無償資金協力案件の
評価も行うことになったため、この部分の重複は
いずれ解消されるだろう。
第二の理由としては、評価法の影響をあげるこ
とができる。外務省では、2002年に施行された評
価法に基づいて、10億円以上の無償資金協力プロ
ジェクトの事前評価、150億円以上の有償資金協
力プロジェクトの事前評価、未着手・未了プロジ
ェクトの事後評価といったプロジェクト・レベル
の評価を実施している。
そもそも、評価法の第1条にあるように、この
法律は行政機関がその所掌する政策を評価し、評
価の結果を政策に反映することを義務づけるもの
である。そして、同法第9条及び同法施行令第3条
は、10億円以上の無償資金協力及び150億円以上
の有償資金協力について事前評価を行うよう規定
している。また、第7条第2項第2号及び同法施行
令第2条では、当該政策が決定されたときから5年

経過するまでの間に、当該政策の効果を発揮する
ために不可欠な諸活動が行われていない政策及び
当該政策が決定されたときから10年が経過したと
きに、当該政策がその実現を目指した効果が発揮
されていない政策を対象として、事後評価を実施
するよう規定している4。外務省ではこの規定を
受けて、閣議決定から5年を経過した時点で貸付
実行開始に至っていない案件を未着手案件とし、
また、閣議決定から10年を経過した時点で貸付実
行が完了していない案件を未了案件として、事後
評価の対象としているのである5。
そして、このことが政策レベルの評価は外務省
が、プロジェクト・レベルの評価は実施機関が行
うという役割分担に思わぬ重複を招いている。確
かに、評価法が制定された当時、無償資金協力に
ついては外務省が実施機関であったため、評価法
によって外務省に個別プロジェクトの評価を義務
づけることも根拠があった。しかし、新国際協力
機構の発足後は、同機構が無償資金協力の実施を
担うのであるから、その評価も同機構が実施すべ
きであろう。また、有償資金協力については、評
価法制定以前から国際協力銀行が個別プロジェク
トの評価を実施していたにもかかわらず、評価法
は外務省にも150億円以上のプロジェクトの評価
を義務づけており、外務省と実施機関の評価に重
複が生じている。現時点でも、国際協力機構が事
前評価、中間モニタリング、事後評価を一貫して
実施しており、外務省と国際協力機構の評価対象
が重複している状況なのである。
本来、評価法第3条の政策評価のあり方にある
ように、行政機関が適時に政策効果を把握し、評
価結果を政策に反映させるという政策評価の趣旨
からすれば、行政機関に限られている評価法の対
象に実施機関を含ませ、実施機関の行う評価をも政
策評価の傘下に納めるような工夫が必要であろう。
いずれにせよ、現状では外務省と実施機関との間で
評価の内容が重複するという課題を抱えながら、政
府開発援助の評価が行われているのである。

2．初期の定性的評価

では、このような日本の政府開発援助の評価に
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おいて、新公共管理の影響はみられるのであろう
か。
そもそも、政府開発援助は欧州諸国による植民
地支援や第二次世界大戦直後に米国が欧州諸国に
対して行った経済支援などを原点とするといわれ
ている。しかし、1969年に開発援助委員会が行っ
た援助条件勧告により、政府開発援助は開発途上
国の経済発展や福祉の向上を目的とする概念であ
ると明確に定められ、1972年の一部修正を経て、
現在では次のように定められている。

政府開発援助は国および地方政府を含む政府
機関によって開発途上国および国際機関に対
して拠出される資金であり、（a）開発途上国
の経済開発や福祉の向上を主な目的としてい
ることおよび、（b）少なくとも25%のグラン
ト・エレメント6を持つこと、という条件
（test）に合致するもの

この定義によれば、政府開発援助は政府機関に
よって拠出される資金であり、民間資金による支
援は含まれない。また、開発途上国の経済開発や
福祉の向上を目的としない軍事支援のような形態
もこの概念には含まれない。さらに、グラント・
エレメントが25%に満たない非譲許的な資金も政
府開発援助の概念からは除かれることになる。
また、政府開発援助にはいくつかの形態がある。

国や機関によって多少の違いはあるが、一般的に
は、二国間援助と国際機関に対する出資・拠出に
分類することができ、さらに二国間援助は無償資
金協力、有償資金協力および技術協力に分類でき
る。ここでいう無償資金協力とは、返済を伴わな
い資金、財およびサービスの提供のことであり、
有償資金協力とは返済を伴うものをいう。技術協
力は、途上国における人材の教育および訓練のた
めに行われる支援である7。そして、政府開発援
助は経済成長やベーシック・ヒューマン・ニーズ
のように時代の要請に応える形で重点分野を変え
ながら実施されてきたのである。
日本の政府開発援助も無償資金協力、有償資金
協力、技術協力という形態で行われており、その
目的も時代によって変化している。
まず、日本の政府開発援助が開始された当初は

開発途上国への支援と同時に日本の輸出振興とい
う目的を持っていたようである。
そもそも、日本の政府開発援助は、戦後復興の
さなかにあった1954年10月、コロンボ・プランに
参加して技術協力を行ったことにより開始され
た。その直後の11月には、日本とビルマ連邦との
間で「平和条約」と「日本とビルマ連邦との間の
賠償及び経済協力に関する協定」が締結され、戦
後賠償と平行して無償資金協力を行うことになっ
た。さらに、1958年には、インドに対して初めて
の円借款が供与され、有償資金協力がスタートし
た。この当時の援助活動をみると、援助資金によ
って調達される物資やサービスは日本製に限定さ
れる、いわゆるタイド援助が中心となっており、
この意味で、日本の輸出振興を主な目的としてい
たことが窺える。
しかし、高度成長期には、経済協力の目的を輸
出振興と結びつける動きが次第に影を潜めるよう
になり、タイド援助は徐々に減少していった。こ
れは、1969年に政府開発援助の目的が開発途上国
の経済発展と福祉の向上に定められたことや同年
の開発援助委員会対日援助審査によってタイド援
助の撤廃が勧告されたことなどが影響していると
いわれている。そして、70年代からはベーシッ
ク・ヒューマン・ニーズの分野に対する支援が積
極的に行われるようになっていった。こうした経
緯からわかるように、日本の政府開発援助はその
目的を変えながらも、プロジェクトを中心に展開
されてきたのである。
一方、日本の政府開発援助に対する評価活動が
開始されたのは、政府開発援助が開始されてから
20年以上経過した1970年代のことである。外務省
の評価ガイドラインによれば、1975年に当時の海
外経済協力基金（現、国際協力機構）が個別プロ
ジェクトの事後評価を開始し、1981年には外務省
が、そして1982年には国際協力事業団（現、国際
協力機構）がそれぞれ事後評価を開始したのであ
る（外務省 2005）。
奇しくもこの時期は新公共管理と呼ばれる行政
改革が行われていた時期と重なるのだが、その影
響は必ずしも明確になっていないようである。
そもそも、この当時、外務省では、次のような
種類、内容による評価が行われていたが、いずれ

清原　剛
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も個別プロジェクトを対象とした事後評価であっ
た。

●評価の種類（外務省 1982）
①本省が関係省庁、海外経済協力基金及び国際
協力事業団の協力を得て派遣する調査団によ
る評価
②在外公館を通じて実施する評価
③経済技術協力実施機関である海外経済協力基
金及び国際協力事業団が実施する評価
④民間の団体、有識者等に委託あるいは委嘱し
て実施する評価

●評価の内容（外務省 1982）
①経済協力案件が当初目的に即して効果をあげ
ているか
②プロジェクトの規模、内容等当初計画は適正
であったか
③プロジェクトを適正に維持、管理、運営して
いく体制は整備されているか
④案件から学ぶべき教訓は何か

確かに、これらの評価は、プロジェクトの効果
や貢献度、実施体制など幅広い内容を対象として
おり、プロジェクトの効果も検証していたことか
ら、一見、定量的な目標達成度の測定が行われて
いたようにもみえる。
しかし、当時の評価報告書を詳しく見ると、評
価の客観性が重要であるという認識はあったもの
の、あらかじめ目標を設定していたわけではなく、
また、評価の基準を明確に定めていたわけでもな
かったことがわかる。むしろ、「評価にあたって、
個別プロジェクトの目標達成度ないし成功度を何
を基準として考えるかという問題が意外にむずか
しいことに気付く。」（外務省 2005）とあるよう
に、具体的な目標も評価基準もない中で評価を模
索している様子がうかがえる。これらの点を考慮
すると、当時の評価において、業績測定は行われ
ていなかったであろうと思われる。
一方、実施機関の評価においては、個別プロジ
ェクトを対象とした事後評価が行われていた。実
施機関の評価報告書が公表されたのは1990年代に
入ってからのことであるため、評価の詳細は不明
である。しかし、外務省の「経済協力評価報告書」

（外務省 1982）をみるかぎりでは、実施機関が電
力プロジェクトにおいて電力供給量を測定した
り、橋梁建設プロジェクトにおいて交通量を測定
したりしている。これらの例をみると、当時から
可能なものについては、当該案件による効果を定
量的に測定していたものと思われる。
しかし、こうした定量的な評価においても事前
に設定しておいた指標を継続的にモニタリングし
ていたわけではない。また、技術協力の多くは定
性的な評価にとどまっていた。したがって、政府
開発援助の評価が開始された当初には、プロジェ
クトのレベルにおいても、新公共管理の想定する
ような業績測定は行われていなかったといえよ
う。

3．プロジェクトにおける定量化の試み

これまでに論じたように、日本の政府開発援助
が開始された初期の段階では、新公共管理のいう
ような業績測定が実施されていたわけではなかっ
た。しかし、その後、実施機関において、目標に
よるプロジェクトの管理制度を構築する取組が進
められてきている。
1994年、国際協力機構は、プロジェクト管理に
おいて、いち早く「PCM手法（Project Cycle
Management）」を導入した。このPCM手法とは、
「プロジェクト・デザイン・マトリックス」
（PDM: Project Design Matrix）を用いてプロジェ
クトを管理する手法であり、以下のように、計
画・立案とモニタリング・評価の段階をもってい
る。

●PCM手法の基本プロセス8

①計画・立案段階
・関係者分析：誰がどのようにプロジェクト
に関わるか
・問題分析：問題は何か
・目的分析：問題が解決された望ましい状態
は何か
・プロジェクトの選択：どのようなアプロー
チをとるか
・PDM：プロジェクトの概要表作成

政府開発援助評価にみる新公共管理の影響
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・活動計画表（PO）：詳細な活動計画の作成
②モニタリング・評価段階
・モニタリング・システム：モニタリングの
実行計画
・5項目評価：プロジェクトの評価

しかし、国際協力機構はこのPCM手法をすべ
てのプロジェクトの管理に適用しているわけでは
ない。むしろ、国際協力機構が重視しているのは、
PDMを作成することである。
ここでいうPDMとは「ロジカル・フレームワ
ーク」（Logical Framework、通称ログ・フレーム）
とも呼ばれるもので、もともと米国国際開発庁
（USAID）によって開発された管理ツールである。
ここでは、プロジェクトの投入、アウトプット、
アウトカム、インパクトにいたる因果関係、さら
にはプロジェクトの成否に影響を与える想定やリ
スクが明示されている。すなわち、一定の前提条
件がクリアされれば、投入がなされて特定の活動
が行われる。そして、活動のレベルにおける前提
条件がクリアになれば、特定のアウトプットが生
まれる。さらに、アウトプット・レベルの外部条
件がクリアされれば、アウトカムであるプロジェ
クト目標が達成される。そして、アウトカムレベ
ルでの外部条件がクリアされれば、上位目標が達
成され、さらにこのレベルの外部条件がクリアさ
れれば、プロジェクトの効果が持続する。このよ
うに、ログ・フレームには、投入から効果の発現
にいたる因果関係の流れと条件とが示されている
のである。
そして、国際協力機構では、1億円以上の技術
協力プロジェクトに限定されているものの（国際
協力機構 2007）、プロジェクトの計画や事前評価
の段階でこのPDMが作成され、中間評価、終了
時評価、事後評価において、PDMに示されたプ
ロジェクト目標の達成状況が確認されている（国
際協力機構 2004）。また、必ずしも明示されてい
ないが、無償資金協力においても同様にPDMが
作成され、評価に役立てられているようである。
仮にこのような枠組の下で設定された目標の達成
度がモニタリングされているのならば、新公共管
理でいわれるような活動が行われているというこ
ともできよう。

しかし、国際協力機構におけるこれらの評価活
動はモニタリングとは峻別されるべきものであろ
う。なぜなら、プロジェクトによっては、その目
標が必ずしも定期的なモニタリングに耐えうるも
のとは限らないためである。すなわち、測定指標
が設定されていなかったり、成果ではなくプロセ
スを重視した目標設定になっていたりする場合が
あるのである。
たとえば、2002年度に行われた「スラウェシ地
域保健所強化計画」の事後評価をみると、プロジ
ェクトの成果として設定されているのは、「医師、
看護士、助産師および村落部助産師は、予防可能
な死亡を減少するための基礎的医療を行うための
知識と技術を向上させる」や「県保健サービスの
研修方法およびモジュールを向上させる」といっ
た内容である。これらの成果にはいずれも定期的
な測定に必要な指標が設定されておらず、定期的
なモニタリングに適応していない。これでは、新
公共管理の想定するような業績測定は行われてい
ないといわざるを得ない。
一方、旧国際協力銀行の経済協力部門（現国際
協力機構）でも、有償資金協力案件に、成果目標
を設定してそれをモニタリング・評価するという
取組が行われている。その方法は国際協力機構と
は異なり、ログ・フレームを一部使用するにとど
まっている。むしろ、有償資金協力では、各プロ
ジェクトに定量指標を設定することが重視されて
いるようである。
もともと有償資金協力プロジェクトに関する定
量指標は技術協力プロジェクトと比較して多く存
在していたが、旧国際協力銀行は2000年に「運
用・効果指標リファレンス」9を導入し、19セク
ターの業績指標を採用した。そして、2001年から
プロジェクトに指標の基準値とプロジェクト実施
後2年目を目処とした目標値を設定することにし
たのである。
この運用・効果指標リファレンスにおける業績
指標には、「事業の運営方法を定量的に測る指標
である『運用指標』と事業の効果発現状況を定量
的に測る指標である『効果指標』がある」が、い
ずれも定期的に測定が可能な定量指標であること
が特徴である。たとえば、インドの「チェンナイ
地下鉄建設事業」についての事前評価書では、事
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業完成2年後の目標として、「稼動率92%／年」、
「運行数409本／日」、「乗客輸送量620万人・km／
日」といった定量目標が設定されている。
そして、これらの指標は借款契約締結後5年目
に行われる中間レビュー、案件完成後2年目に行
われる事後評価、案件完成後7年目に行われる事
後モニタリングにおいても測定されている。
確かに、モニタリングとはあくまで継続的なプ
ロセスによるものであることからすると、完成後
2年目と7年目というのは定期的というにはやや間
隔が開き過ぎている感があり、これらを新公共管
理のいう業績測定と同義に扱うことには疑問の余
地がある。
しかし、有償資金協力に関しては、少なくとも
モニタリングに耐えうるような定量的指標をプロ
ジェクトの目標に導入しており、この限りにおい
て、新公共管理との共通点があるといえよう。

4．政策におけるNPM型評価の影響

では、政策レベルの評価においても新公共管理
の影響は見られるのであろうか。
そもそも、新公共管理と総称される一連の行政
改革が行われた1970年代終盤から90年代という時
代は、欧米諸国がいわゆる「援助疲れ」にあって
供与額を減少させる時代であった。
1990年代の開発議論においては、それまで行わ
れてきたプロジェクト中心の援助のあり方を見直
し、より包括的な政策の下で援助を実施するべき
だという機運が高まっていた。そうした中で、セ
クター・ワイド・アプローチ、DAC新開発戦略、
包括的開発フレームワーク（CDF: Comprehensive
Development Framework）や貧困削減戦略（PRS:
Poverty Reduction Strategy）のような包括的な枠
組みが開発されてきた。
1996年5月に行われた第34回DAC上級会合で採
択されたDAC新開発戦略では、それまでに個々
の国際会議で採択されてきた国際的開発目標、た
とえば貧困人口の削減や就学率の向上といった具
体的目標の実現が提唱されることになった。そし
て、政府開発援助をよりよいものとするため、個
別プロジェクトのみならず開発途上国ごとに国別

レビューをおこなうといった新しい試みに取り組
んでいく方針が示されたのである（OECD DAC
1996）。
さらに、このDAC新開発戦略が原型となり、
ミレニアム開発目標が策定されることになった。
このミレニアム開発目標とは、2000年のミレニア
ム・サミットにおいて採択された国連ミレニアム
開発宣言において示された具体的目標をまとめた
ものである。そして、ミレニアム開発目標には具
体的な数値目標が掲げられているだけでなく、そ
のターゲットの達成度を測定するための指標が設
定され、その進捗状況がモニタリングされるとい
うメカニズムが採用されている。このように、国
際的な開発援助の世界では、中長期的な目標設定
とモニタリングという業績測定の手法が試行され
てきたといえる。
一方、日本においても1990年代終盤から政府開
発援助改革の議論が積極的に行われるようになっ
ており、評価の対象もセクターや国へと拡大して
いった。DAC新開発戦略において国別レビュー
の実施が提案された1996年の時点で、日本ではす
でに国別やテーマ別の評価が行われており、この
意味では国際的な議論に先立って包括的な評価を
実施してきたと見ることも可能であろう。
しかし、この時点における外務省の評価は特定
の国またはテーマに関連するプロジェクト評価を
集約したものにすぎず、国別やテーマ別の援助政
策そのものを評価するものではなかった。むしろ、
外務省が政策レベルの評価へと本格的にシフトし
たのは2002年度以降のことであり、その背景には
「ODA評価の改善・強化」を求める国際的及び国
内的な要請があったものと思われる。
まず、国内的な動きとしては、財政構造改革の
議論の影響をあげることができる。この財政構造
改革では、政府開発援助の予算を1998年度予算か
ら前年度比10%減を上限とする閣議決定が行われ
た。外務省はこの決定を受け、外務大臣 の下に
「21世紀に向けたODA改革懇談会」10を設置し、
政府開発援助の改革について議論を開始した。そ
して、この懇談会において、国民参加、情報公開、
開発教育、人材育成・活用、実施体制に加え、成
果重視型の国別援助計画の策定、実施機関の業務
運営、事務手続きの合理化・簡素化などが提言さ
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れたのである。
また、2000年3月には、外務省経済協力局長の
私的諮問機関である援助評価検討部会が評価の改
善に関する報告書を外務大臣に提出し、日本の政
府開発援助評価制度について以下のような提言を
行った（外務省援助評価検討部会・評価研究作業
委員会 2000）。

「国際的な流れとしては、ODA評価は個々の
プロジェクトやプログラムに限らず、政策レ
ベルの評価も行うべきとの方向に向かいつつ
ある。現在、多くのドナー国・国際機関は援
助実施に際して、個々の具体的なプロジェク
トの実施だけでなく、関連する複数のプロジ
ェクトを有機的に組み合わせて実施するプロ
グラム・アプローチを取り入れるようになっ
てきている。これに呼応して、ODA評価も
プロジェクト・レベル評価（英語のProject
Evaluationに対応）に加えて、プログラム・
レベル評価（英語のProgram Evaluationに対応）
を導入するようになってきている。」

こうした提言が契機となり、2002年、外務省は
評価形態の見直しを行った（外務省 2002）。そし
て、従来は、国別評価、援助実施体制評価、特定
テーマ評価、シンクタンク評価、国際機関との合
同評価、有識者による評価、在外公館評価という
分類であった評価形態を大きく政策レベル、プロ
グラム・レベル、プロジェクト・レベルの3つの
レベルに分類し、政策レベルの評価において初め
て国別やテーマ別の政策そのものを評価すること
としたのである。
このように日本の政府開発援助においても政策
やプログラムを対象とした評価が実施されるよう
になった。しかし、こうした変化に新公共管理の
影響があったといえるのだろうか。残念ながら、
少なくとも政策レベルにおける取組に関しては、
その答えは否であろう。
たとえば、外務省の行っている国別評価では、
①政策の妥当性、②結果の有効性、③プロセスの
適切性という観点から評価を行うことになってい
る。政策の妥当性の観点からは、日本の開発援助
政策が相手国のニーズや日本の上位政策と整合し

ているかを検証する。また、結果の有効性では、
インプットからアウトプット、アウトカムに至る
流れをふまえ、実際の効果を検討する。さらにプ
ロセスの適切性という観点からは、政策の妥当性
や結果の有効性を確保するような適切なプロセス
がとられていたのかを検証している。
仮に結果の有効性を検証する際に、インプット、
アウトプット、アウトカムについての指標の動向
を把握するのであれば、定期的とはいえないまで
も目標達成度を測定することは可能であろう。
しかし、日本の政府開発援助政策には、モニタ
リングに耐えうるような測定指標が設定されてい
ない。これは国別援助計画に限った話ではなく、
上位政策においても同様である。たとえば、政府
開発援助大綱には、貧困削減、持続的成長、地球
規模問題への取組、平和の構築といった重点課題
が定められているが、そこには具体的な測定指標
をともなう目標はない。また、政府開発援助大綱
には、重点地域という項目が設けられているが、
そこにも具体的な指標は設定されていないのであ
る。さらに、政府開発援助大綱をより具体化した
政府開発援助中期政策にも測定指標は設定されて
ないし、国別の援助政策である国別援助計画でも、
重点課題や重点分野が設定されているものの、具
体的な目標はない。このように日本の政府開発援
助政策では、政策目標の達成度をモニタリングす
ることは実質上不可能となっている。したがって、
政策レベルでは、業績測定の導入が進んでいない
と理解すべきであろう。

おわりに

本稿において考察してきたように、日本の政府
開発援助ではプロジェクト・レベルの一部を除
き、指標やモニタリングといった業績測定に耐え
うる仕組みが導入されていない。
しかし、そもそも業績測定が新公共管理の登場
する以前から存在していたことに着目すれば、果
たして、業績測定が新公共管理の特質であるとい
えるのかという根本的な疑問が存在する。
すでに、明確な目標を設定することにより組織
を管理しようとする概念は1960年代の英国や米国
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における行政改革や予算制度に見いだすことがで
きる。
英国では、1966年、当時のウィルソン労働党内
閣が公務員制度の改革に関する提案を求めるた
め、フルトン卿の下にフルトン委員会11を設置し
た。この委員会は、1920年代にアメリカのジェネ
ラル・モータース（General Motors）が行ってい
た「責任管理」（accountable management）という
組織管理の考え方を参考にし、行政の組織管理に
関する改革策を提言した。これは、トップの管理
者の権限を下部組織の管理者に委譲させ、組織目
標の達成状況をモニターして、組織の個々人にそ
れぞれの業績に対する責任を持たせようとする戦
略的な管理概念を行政組織に導入しようとしたも
のであった。確かに、フルトン委員会の報告書は
当時の英国行政にはほとんど採用されることはな
かったが、そこには、目標によって行政組織を管
理しようとする概念がすでに表明されていたので
ある。
また、米国のPPBS（Planning Programming

Budgeting System）もある。これはもともとケネ
ディ政権においてマクナマラ国防長官が初めて導
入し、その後、1965年のジョンソン大統領の決定
により、1968年の予算から米国の全省庁に導入さ
れたものである（小島 1984）。
このPPBSの下、各省庁はプログラムの要綱

（program memorandum）、プログラムの分析であ
るSAS（special analytic study）、これらを実施する
ための予算計画であるPFP（multi-year program
and financial plan）を策定することになっていた。
そして、プログラムは目的別の階層からなる体系
を持つこととされ、最上位にはプログラム・カテ
ゴリーと呼ばれる各省庁の目標が、その下にこの
プログラム・カテゴリーをより具体化したプログ
ラム・サブカテゴリーが、さらにその下にプロジ
ェクトに該当するプログラム・エレメントが設定
されていた。
PPBSにおける予算編成過程では、こうした体
系的なプログラム構造を前提として、プログラム
の目標達成に必要な活動を特定し、個々のプロジ
ェクトに関する費用と効果を事前段階で相当厳密
に分析して、プロジェクトの取捨選択を行うこと
になっていたのである。ジョンソン大統領の言葉

によれば、PPBSの導入によって、国家の目標を
明確に示してもっとも緊急な目標を選択すること
ができ、また最も効果的に目標を達成するための
手段を探求すること、さらにはプログラムや予算
を適切に管理することができるという12のである。
結局のところ、PPBSはその厳密さ故に分析や
ペーパー作成作業が膨大な規模になり、予算編成
という意志決定のタイミングに参考資料が間に合
わないという事態が多発して失敗に終わったとい
われているが、プログラム目標によって行政組織
の活動を統制しようとした試みであることは間違
いないだろう。
このように、測定指標を伴う具体的目標による
組織管理の試みはすでに1960年代から存在してお
り、新公共管理によってはじめて業績管理が導入
されたわけではないといえるであろう。
これまで、日本の行政活動においては、公的部
門における市場メカニズムの導入や民間企業流の
経営概念の導入の重要性とともに、新公共管理の
導入が提案されてきた。しかし、本稿のはじめに
指摘したように、新公共管理は、その概念の曖昧
さのために、具体的内容に関する解釈が一定して
いない。
確かに、新公共管理は市場メカニズムと管理主
義を特徴とする当時の行政改革の諸原理の総括で
あるが、必ずしも新公共管理において採用されて
きた手法が新公共管理に起源をもつものとは限ら
ない。新公共管理の影響とされているものでも、
実は新公共管理より前から存在する概念の影響を
受けていたのかもしれないのである。仮にそうだ
とすれば、日本の政府開発援助の評価に対する新
公共管理の影響を論じることの意義さえ失われか
ねないことになる。
したがって、新公共管理が日本の政府開発援助
にどのように影響したのかを論じるのであれば、
まずは新公共管理という概念の特徴、すなわち、
他の概念にはない新公共管理の本質を明確にする
必要がある。そうした作業をしないまま、新公共
管理の影響について議論を進めるのはいかにも危
険であるといわざるをえない。
新公共管理という名称の下に行われた行政改革
からすでに20年が経過しようとしている。しかし、
新公共管理の概念は明確になるどころか、ますま
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す混迷の度合いを深めてしまっている。我々はこ
のような曖昧な概念にとらわれるのではなく、よ
り明確な管理概念の確立に向けた議論を行うべき
時期に来ているのではないだろうか。

注記

1   本稿に記載されている内容は筆者の個人的見解であ

り、所属する組織の見解を反映したものではない。

2   新公共管理に関する諸説については、田辺（2001）、

大住（1999）、上野（2005）を参照した。

3   国際協力機構ホームページhttp://www.jica.go.jp/evalu

ation/after/kobetsu.htmlから過去の評価書を参照した。

4   行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年

6月29日法律第86号）最終改正：平成15年4月9日法

律第23号参照。

5   外務省ホームページhttp://www.mofa.go.jp/mofaj/annai

/shocho/hyouka/index.htmlの政策評価実施計画参照。

6   グラント・エレメントとは、援助条件の緩やかさを

示す指標のことである。商業条件（金利10%と仮定）

と同じ条件の場合には、グラント・エレメントは

0%であるが、金利、返済期間、据置期間といった

諸条件が緩和されるに従って数値が高くなり、贈与

である無償資金協力の場合には、グラント・エレメ

ントが100%となる。

7   政府開発援助の分類については、後藤（2004）およ

び、西垣昭、下村恭民（1993）を参照した。

8   国際協力機構（2007）を筆者が一部修正。

9   運用効果指標については、国際協力機構（2003）お

よび国際協力機構（2008の2）に詳しい。

10 「21世紀に向けたODA改革懇談会」については、

外務省ホームページhttp://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko

/oda/seisaku/kondank ai/sei_19.htmlに概要が掲載され

ている。

11 フルトン委員会については、山谷（1990）、Fry

（1990）および（1991）を参照した。

12 PPBSの意義については、小島（1990）および山谷

（1997）を参照した。
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政府開発援助評価にみる新公共管理の影響

An impact of New Public Management on Japan’s ODA Evaluation

Tsuyoshi Kiyohara

Ministry of Foreign Affairs
kiyozo@hyper.ocn.ne.jp

Abstract

New Public Management is a“loose term”and vaguely defined. Despite the vagueness, I attempt to gauge
the impact of New Public Management has had on Japan,s Official Development Assistance (ODA) Evaluation
with a focus on Performance Measurement, which is one of the key features of NPM.

In Japan,s evaluation of ODA, the impact has not been significant. An indicator which is an essential element
of Performance Measurement has been poorly introduced in Japan,s ODA projects. Furthermore, monitoring has
not progressed so far in the Evaluation system in Japan.

Moreover, it remains in doubt whether Performance Measurement is truly a feature of a New Public
Management.  Some tools to control a public organization by its objective have already existed since 1960,s. It is
time to escape the spell of NPM as a“loose term”and discuss a new management system.

Keywords

Performance Measurement, Indicator, Monitoring
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1．課題設定

（1）分析視角

本稿のテーマは公共部門評価とNPM型ガバナ
ンス改革（以下、NPM型改革）について、教育
政策を題材に議論することである1。このテーマ
にはいくつかアプローチが考えられる。一つめは、

従属変数に評価制度を、独立変数にNPM型改革
を設定した上で、評価の在り方や技法、あるいは
評価業界の状況がNPM型改革の進展によってど
のような影響を被ったかを明らかにするアプロー
チである。これは評価に主たる関心を示す場合に
有効なアプローチである。二つめは、従属変数に
教育政策の内容や教育政策に関わるアクター間の
関係を、独立変数にNPM型改革と評価を設定し

【研究論文】

評価制度と教育のNPM型改革

要　約

本稿の目的は本人－代理人理論と政策共同体論を援用し、1990年代以降のわが国の教育領域における評
価制度の制度化過程と評価制度の特徴を明らかにした上で、その改革の推進主体が教育の政策共同体を外
部から統制する戦略を析出することである。

評価制度の制度化過程の特徴は、従来の教育改革の推進主体（中央教育審議会・文部科学省）とは異な
る主体が主導したことである。

評価制度の特徴は、教育領域で進められているNPM型ガバナンス改革に適合的であり、公共サービスの
コスト削減に寄与するものであった。評価制度はNPM型改革の主要なツールとして位置付いた。

新しい改革推進主体とは、教育改革国民会議、規制改革・民間開放推進会議のような官邸に直属した会
議体である。これらの主体は教育の政策共同体を外部から統制するために評価制度に着目した。特に児童
生徒や保護者というディマンド・サイドが関与する評価制度の導入を求めた。この改革戦略の背景には、
財政危機、サプライ・サイドのパフォーマンス低下があった。

以上の帰結として、地方政府における初等中等教育の政策過程では、首長をはじめとする教育界外部の
アクターが教育界に対して影響力を行使するようになった。

キーワード

NPM型ガバナンス改革、本人・代理人理論、政策評価、学校評価、教員評価
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た上で、評価の導入によってそれらがどのように
変容を遂げたかを明らかにするアプローチであ
る。これは個別政策の政策過程やアクターに関心
を持つ場合に有用である。本稿では公共政策論を
参照するため、後者のアプローチを選択する。な
お、本稿ではNPM型改革には適合的な評価制度
が選択されていると考え、両者を一体のものとし
て把握する（青木 2009、青木 2008a）。これはガ
バナンス改革にはいくつかの類型があり、それぞ
れに適合的な評価制度が存在するという先行研究
の指摘を踏まえたものである（山谷 2006）。以下、

（2）から（4）で先行研究をふまえつつ、教育政
策、教育に関するアクター、改革動向の特徴を概
観する。

（2）教育の政策共同体

教育政策は従来自律的な政策運営を行っており2、
教育の政策共同体が存在していたとされる（小川
2003、ショッパ 2005、徳久 2008）。教育政策の場
合、首長と異なる執行機関である教育委員会があ
るため、政府間関係において文部科学省と地方教
育委員会の間に縦割り行政が形成されていると論
じられていた（荻原 1996）。これは地方自治論の
文脈でいえば、首長による総合行政の推進にとっ
て、教育の政策共同体の存在が障碍となっている
ことを意味する（伊藤 2002）。義務教育が提供さ
れるのは公立を中心とする小中学校であり、それ
を所管するのは市町村の教育委員会である。先行
研究において教育政策は文部科学省が立案、決定
し、それを教育委員会によって実施するという役
割分担が指摘されていた（荻原 1996）3。

これまで教育の政策共同体に関わる指摘が主と
して教育学と政治学・行政学から提出されてき
た。教育学における問題関心は文部科学省の指導
に基づき、全国画一の政策実施が行われるという
点にある。これは縦割り行政構造内の集権システ
ムを批判するものであり、文部科学省の行政スタ
イルに対するネガティブな評価である。この見方
には地方政府全体の政治・行政に対する関心が欠
けている。これを補うのが政治学・行政学の分析
である。首長による地域における総合行政という
認識枠組みをもつ政治学・行政学では、教育の政

策共同体の存在により、住民のニーズから乖離し
たサービスが提供されているという問題関心を持
つ（伊藤 2002）。首長の教育政策に対する影響力
が制約されるという帰結が明確に認識されてい
る。このほか、文部科学省と教育委員会が構成す
る関係を「タテ系列の政策実施チャンネル」とし
た指摘がある（新藤 2004、182p）。これは文部科
学省の初等中等教育局―都道府県教育委員会―市
町村教育委員会という縦割りの行政構造によっ
て、上意下達の政策展開がなされ、結果的に地方
政府の総合行政にとっての障碍となっていると結
論づけている。本稿では、教育政策において政策
共同体が存在してきたことを前提として、それが
NPM型改革とそれに適合的な評価制度の導入に
よって、どのように変容したかを明らかにする。

教育の政策共同体が存在することについて、実
証的な分析としては青木（2008b）がある。これ
は教員経験のある教育委員の割合の推移を時系列
に分析したもので、都道府県教育委員会では教員
経験のある教育委員の割合が低下傾向であるこ
と、市町村教育委員会では依然として教員経験の
ある教育委員の割合が高水準であることを明らか
にした。これにより、アクターの属性からみれば、
市町村教育委員会では政策共同体の構成要素が存
続していることが示唆された。その一方で、分権
改革以降、首長と議会が教育政策に対する影響力
を行使するようになったことも指摘し、教育の政
策共同体が地方政府のなかで、同質性は保持しつ
つも、その政策運営上の自律性は失いつつあるこ
とを明らかにした。

公立小中学校の教職員給与に関する財源問題が
三位一体の改革で議論されたが（北村 2009、北
村 2007）、中央教育審議会義務教育特別部会で一
般財源化を主張した地方六団体側の委員からは、
教育行政の政府間関係を「円筒型行政」であると
の指摘があった4。これは中央政府が定めた方針
がそのまま地方政府や学校にまで浸透するという
意味である。

これらの議論から、教育の政策共同体とは文部
科学省と地方政府の教育委員会・公立学校とい
う、政府間を貫通したものであることが理解でき
る。この政策共同体が存在しているために、首長
や議会といった執行機関や議決機関の公選された
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アクターの影響力行使が制約されてきたとされ
る。ここで留意しておきたいのは分権改革の影響
である。わが国で行われた2000年代の分権改革の
うち教育政策に限っていえば、中央政府の定めた
基準を最低基準としたうえで地方政府の判断で追
加的サービス（上乗せ・横出し）が可能となった

（金井 2005）。これは地方政府間での政策のバリ
エーションを許容することを意味する（青木
2008b）。追加的サービスをめぐって、地方政府間
での政策導入競争が起こり、公選のアクターの影
響が増す。こうした政策は、ほとんどの場合、追
加的な財政投入を必要とする。その意味で住民に
対して政策導入の必要性やその効果を説得する必
要がこれまで以上に必要となる。評価の必要性は
このような側面からも指摘できる（青木 2009、
青木 2008a）。

（3）本人―代理人理論

ところで、経済学や政治学では、本人（プリン
シパル）・代理人（エージェント）理論が注目さ
れている（ラムザイヤー・ローゼンブルース
1995、ディキシット 2000=1996、南 2009、Moe
2005）。首長部局と教育委員会との関係を分析す
る際にもこの理論は有用である。なかでも、情報
の非対称性、エージェンシー・スラックの考え方
は本稿にとっても特に参考になる。プリンシパル

（たとえば首長）はエージェント（たとえば教育
委員会）に対して委任を行い、エージェントがよ
り多くの情報を保有する。その結果、エージェン
トとプリンシパルの間に情報の非対称性が生じる
ことになる。エージェントは自らの利益を追求す
るためにこの情報の非対称性を活用することがあ
る。そのためプリンシパルはエージェントの行動
をモニタリングするための戦略をもつが、大きく
分けるとパトロール型と火災報知器型がある

（McCubbins and Schwartz 1984）。前者は恒常的に
モニタリングを行うものであり、モニタリングの
精度は高いが、コストがかかる。後者はモニタリ
ングのコストを低減させることができる。

首長のプレゼンスが上昇した結果、教育政策に
対する影響力が強化され、首長による教育の政策
共同体の監視手段として評価制度が重視されるよ

うになったと推測できる。首長のプレゼンス上昇
の要因は制度改革によるものと社会経済状況の変
化に区分され、前者については分権改革そのもの
であり、後者については財政危機である。

（4）NPM型ガバナンス改革

筆者が別稿で明らかにしたとおり、1990年代以
降に観察される教育におけるガバナンス改革は
NPM型である（青木 2008a）。ガバナンス改革に
は複数の類型があり、わが国で選択されたものが
財政危機に対応したNPM型ガバナンス改革であ
った。これは教育領域でも同様である。そして、
それぞれの類型のガバナンス改革には対応する評
価制度があり、NPM型改革では目標管理型評価
や業績測定が重視される（山谷 2006）。

さて、本稿ではNPM型改革のメニューを以下
のようなものとして認識する5。この改革は財政
危機に対応している。第1に、効率性の重視と資
源の有効利用である。これは公共サービスの提供
にあたり、提供主体を小ユニットへ分割する（下
位レベルへの権限委譲）ことと、競争と選択の拡
大を行う。第2に、納税者重視である。業績重視
によるアカウンタビリティの確保と応答的なサー
ビスの強調である。もちろん、ダイレクトに納税
者を重視する以外にも、管理部門（例えば地方政
府の本庁）によるサービス提供主体（例えば学校）
の規律付けという意味もある。元来、NPM型改
革は行政組織の内部改革という意味合いが強い。
そのため、納税者を重視するという改革原理が直
接に浸透するのはサービスの提供主体に限定され
管理部門には及ばない。

先述したとおり、NPM型改革にも適合的な評
価制度が存在する（山谷 2006）。NPM型改革は財
政危機への対応を目的としたものである。第1に、
評価制度もその目的を達成するための手段である
から、望ましい公費投入水準を明らかにするとい
うものではなく、現在の公費投入水準をどれだけ
削減できるかという視点となる。具体的には、そ
れは費用対効果分析である（窪田 2005）。この視
点は、あくまで行政によるサービス提供が前提の
発想である。その意味ではサプライ・サイドの改
革手法である。第2に、あらかじめ設定されたサ
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ービスの量自体が達成すべき政策評価指標とな
る。これもユーザーに焦点を当てるものではなく、
サプライ・サイドに注目したものである6。第3に、
ユーザーの満足度に着目する指標も設定されるこ
とがある。これは納税者重視の改革原理に対応す
るものである。しかし、この満足度調査の持つ意
味は実際にはそれほど単純ではない。このことに
ついては後述する。

（5）分析枠組み

本稿は個別政策領域内において評価制度がどの
ような影響を及ぼしているのかに関心を持つ。教
育は自律的な政策展開をしてきたとされる領域で
ある。このような領域で評価制度を新たに導入す
る際には次のような反応が考えられる。第1に、
形式的適応である。具体的には外形基準の移入で
ある。求められる評価制度について、さしあたり
外形基準を満たすようにするのである。こうすれ
ば評価制度を導入しないことを挙証する必要もな
く、導入コストさえ負担すればよい。第2に、過
大評価である。これまで評価制度が実質的に導入
されていなかった領域では起こりうることであ
る。評価の経験がないために評価制度に過大な期
待を寄せる主導者が現れる。これは評価万能論、
評価自体の目的化、評価コストの無視、そして評
価バブルという帰結をもたらす可能性がある。一
方、過小評価という逆の反応もあり得る。教育サ
ービスの提供主体である学校や教員は専門職であ
るという自意識が強い。そのため、他者に評価さ
れること自体への否定的反応が根強い。個別政策
領域である教育政策内部のアクターにとって評価
制度の導入は大きな影響をもたらす。従来とは全
く異なる仕組みを導入しなければならないことの
帰結である。

次に、評価制度の導入を促す立場に着目する。
地方政府についていえば、首長や評価制度の担当
部門がこれにあたる（以下、首長と略す。）。政治
学・行政学の指摘の通り、教育委員会制度の存在
が首長による総合行政の桎梏となるのであれば、
教育委員会制度の廃止は無理としても、教育政策
の自律性を弱める方向性が首長にとってのメリッ
トとなるはずである。本人－代理人理論の指摘に

あるとおり、個別政策領域の自律性も情報の非対
称性から説明できる。個別政策領域のアクターは
当該領域の情報に精通している。少なくとも首長
よりは多くの情報を保有している。個別政策領域
のコントロールを意図する首長にとってはこの情
報の非対称性を克服する必要がある。

教育政策についていえば、対人サービス（ヒュ
ーマン・サービス：田尾 1995）であることから、
顧客情報は教員や学校には質量ともに多く保有さ
れるが、それを所管する教育委員会ですら十分な
情報をもっているとは限らない。まして首長が十
分な情報をもっているとはいえない。首長が教育
の政策共同体を改革のターゲットにする際、用い
る手段としてはこの情報の非対称性を打破するも
のを選択する7。つまり情報の標準化であり、そ
のために評価に注目する。評価は数値や評点に代
表されるように情報を縮約することが特徴であ
る。そこまでの水準に到達しなくても、評価を行
うこと自体、教育の政策共同体にとっては大きな
インパクトを与える。なぜならば、評価をする以
上、他者に理解可能な形式にまとめなければなら
ないからである。そうでなければ、お手盛り評価
といったネガティブな反応を招いてしまう。たと
えば、情報の非対称性の意味するものとして、ジ
ャーゴン（業界用語）の多用による情報障壁があ
る。政策共同体のアクター間では常識的な用語法
であっても、共同体外のアクターには理解不能で
ある。評価制度が導入されるということは、教員
というサービス提供の最前線から首長に至る情報
ルートが開通することを意味する。

評価制度の導入は、地方政府における個別政策
領域アクターと首長との関係でいえば、首長にメ
リットをもたらす。評価を通じて情報の非対称性
が改善されるからである。ところが、個別政策領
域内部についていえば、内部の調整コストが増大
する。教育領域でいえば、導入時には教員に対す
る説得コストが膨大なものとなる。また実際に評
価活動を行う際には、評価情報を収集するという
これまでにない労力が求められる。学校には児童
生徒の出席記録をはじめ、学習の状況などの膨大
な情報が集積されているはずであるが、評価に活
用できる形式ではない。評価制度を導入せざるを
得ない戦略的立場に置かれた時点で、教育の政策

青木　栄一
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共同体は評価導入に伴うコスト負担から免れな
い。

2．実証

1990年以降導入が進められつつある教育の評価
制度は、教育の政策評価、学校評価、教員評価の
3類型に分かれる。教育の政策評価についていえ
ば、首長部局の政策評価の一貫として実施されて
いることが多く、政策評価フォーマットが個別政
策領域に侵食しているといえる。学校評価につい
ていえば、対象となる施設数の多さが特徴である。
病院、保育所、福祉施設の評価も行われるように
なっているが、公立の小中学校だけでも32,301校
であり（平成20年度学校基本調査）、施設数の多
さや収容人員は群を抜いている。

（1）教育の政策評価

教育の政策評価が導入された意義は各首長部局
と共通のフォーマットで評価が行われることにあ
る。たしかに教育政策では評価に際して数値化し
にくい事柄が多いかもしれないが、それでも可能
な限り数値化を試みることになる。そのため、数
値目標という外形基準を満たすことが優先される
ことにもなる。例えば、少人数学級の導入学年、
あるいは学校評議員を設置する学校数が数値目標
となる。これらはサプライ・サイドの評価指標で
あり、ユーザーに立脚した指標ではない。もちろ
ん、少人数学級や学校評議員の導入がユーザーに
対してメリットを与えるものであるという因果関
係が証明されているならば、こうした形式的な指
標を採用するのも合理的である。しかしながら、
政策の目的と手段の連関が不明瞭であるから、形
式的な指標の設定が合理的とまではいえない。

政策体系における教育の位置づけは地方政府に
よって多様である（青木 2005）。第1に、政策、
施策、事務事業という政策体系で教育がどの階層
に位置付くかの違いがある。第2に、同じ事務事
業であっても、そこに至る階層数が異なる場合が
ある。第3に、施策と事務事業の関連が多様であ
る。たとえば、ある地方政府では「学校と地域の

関係」という施策に対応して学校評議員の設置が
事務事業に位置づけられるのに対して、別の地方
政府では「特色ある学校作り」という施策と学校
評議員の設置という事務事業が対応関係になって
いる。これは、ある政策手段（学校評議員の設置）
が地方政府によって異なる政策目的と関連づけら
れることを意味する。論理的に政策の目的と手段
が組み合わされているとはいえない。このように、
教育領域での政策評価ではあくまで外形的な要件
が満たされるにすぎない。

ところで、首長部局のフォーマットに準拠した
教育の政策評価とは別の政策評価の仕組みが存在
する。これは地方教育行政の組織と運営に関する
法律の改正に伴ってつくられた仕組みであり、中
央政府での制度改正の実例である。この改正は平
成20年4月1日に施行され、同法27条に「教育委員
会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執
行の状況について点検及び評価を行い、その結果
に関する報告書を作成し、これを議会に提出する
とともに、公表しなければならない。」と規定さ
れた。これは未履修問題やいじめ自殺への対応を
めぐり教育委員会の当事者能力、政策遂行能力に
否定的な見方が拡がった時期に行われた改正であ
る。

教育再生会議では第一分科会が平成19年2月5日
に発表した「教育委員会制度の抜本的見直しにつ
いて～地方教育行政の組織及び運営に関する法律
の改正の方向性～」のなかで、「4．教育委員会の
自己点検評価の実施と第三者評価の導入」を提言
した。第2回学校再生分科会では義家委員が、い
じめ自殺に関して当該地域の教育委員会からの報
告が依然としてまとめられないことを取り上げ、
小規模町村の多くの教育長が元校長であることが
背景にあるとの見解を示している8。このように、
教育の政策共同体の特質の一つは主たるアクター
である教育長が校長OBによって占められている
という同質性にあり、それが閉鎖性につながって
いるという認識がうかがえる。

教育再生会議の提言をうけ、地方教育行政法が
改正されたが、従来の政策評価の教育政策版と新
たに制度化された議会報告用を比較してみよう。
ここでは千葉県の例を取り上げる9。両者には明
らかに重複している箇所が目立つ。いずれの評価
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書にも「個性が輝く教育の推進」「心と体の教育
と健やかな青少年をはぐくむ環境づくり」という
施策が掲載されている。前者についていえば、評
価指標として「学力状況調査において学校が『好
き』及び『どちらかといえば好き』と回答する児
童生徒の割合」「各学校が行う保護者等による評
価において、『学校運営』や『学習指導』に関す
る項目について肯定的な回答が80%以上得られる
学校の割合」がどちらの評価書にも使用されてい
る。そのため、当然のことであるが現状を示す数
値も同様であり、達成目標も同じ数値が使用され
ている。ただ、それぞれの評価書は異なるフォー
マットで作成されるので、評価書の各項目には相
違点がある。政策評価の教育政策版では、施策の
目的、目的を達成するための施策展開、施策の目
標達成状況、残された課題と今後の対応、施策の
成果を測る指標の達成状況という欄がある。一方、
議会報告用の資料には施策の基本的な考え方、

「施策の基本的な考え方」に対応した指標、指標
の説明（施策の基本的な考え方と指標の関係、目
標の達成状況に影響を及ぼす施策以外の要因と程
度、施策展開の説明という欄がある。

前者の目的の欄には「（前略：筆者）人と人が
かかわる中で行動力、実行力を身に付けた子ども
たちの育成を目指します。」とあり、後者の施策
の基本的な考え方には「（前略：筆者）人と人が
かかわる中で行動力、実行力を身に付けた子ども
たちの育成に努めます。」とある。このように類
似のフォーマットで似通った表現を用いている箇
所も散見される。

教育再生会議の提言の背景には教育の政策共同
体の打破という目的があり、その手段として議会
報告が位置づけられた10。ここからいくつかの示
唆を得ることができる。まず、教育委員会改革を
志向する側には、教育委員の属性や事務局職員の
出自などから判断して教育委員会が教育の政策共
同体の中核であるという認識がある。さらに議会
への提出を求める背景には、教育委員会が地方政
府内においては首長のコントロール下に置かれて
いないという認識もある。住民からみれば、教育
委員会は教員出身者や教員経験者から構成されて
いるという意味で住民からは遊離しているし、公
選された首長のコントロールにも服していないた

め、二重の意味で住民から離れた存在であると受
け止められる。そこで、二元代表のもう一方の議
会に期待することになる。制度設計や現行制度の
中での意味合いについても議論はあるかもしれな
いが、本稿が指摘したいのは教育の政策共同体の
存在が明確に認識され、法改正という大きな制度
改革にまで発展したという事実である。それがた
とえ、従来行われてきた政策評価の教育政策版と
類似したものであっても、また議会答弁でこれま
で報告用の評価書程度の内容は以前から報告され
てきたものであっても、教育委員会の当事者にと
っては公式の仕組みができあがったこと自体が外
部からの影響力行使の可能性を意識させるものと
なる。

（2）学校評価

わが国で制度化された学校評価は目標管理型で
あり、資源配分の材料となる方向性で制度設計さ
れている。この意味でNPM的改革の発想を踏ま
えたものである。学校評価の制度化にあたり、教
育の政策共同体の外部からの改革提言が大きく影
響した。教育改革国民会議、経済財政諮問会議、
規制改革・民間開放推進会議である。

まず教育改革国民会議の議論を紹介する。この
会議は2000年12月22日に「教育改革国民会議―教
育を変える17の提案―」をまとめ、学校評価につ
いては「各々の学校の特徴を出すという観点から、
外部評価を含む学校の評価制度を導入し、評価結
果は親や地域と共有し、学校の改善につなげる。
通学区域の一層の弾力化を含め、学校選択の幅を
広げる」と提言された。つまり、学校に対する権
限委譲を行い特色ある学校運営を志向させるとと
もに、学校選択制と学校評価情報をリンクさせユ
ーザーの選択の余地を拡大することが目指され
た。この報告がまとめられたのは学校教育を扱う
第二分科会であった11，12。第二分科会における学
校評価の論点は、第1に学校評価の結果の公表の
是非、第2に学校評価の類型や主体、第3に学校評
価と学校選択制の関連、第4に評価結果の活用策
である。

第1の論点については、評価を積極的に捉える
委員からは公表を推進する意見が出された。議論
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の前提として、田村委員は公立学校自身の改革能
力に疑問を呈しているし、今井委員は学校がこれ
まで教育委員会や教育行政に顔を向けており保護
者や住民を考慮していないことを強調した（いず
れも第2回）。田村委員は公表に賛成し、藤田委員
は公表による序列化を危惧した（第4回）。第2の
論点については、イギリスのオフステッドのよう
な第三者評価機関や保護者や住民による外部評価
の是非が議論された（第4回）。まとめの段階に至
っても第三者評価の具体像が委員の間で共有され
ていなかった（第7回）。第3の論点については、
金子主査が学校評価と学校選択の連動を念頭にお
いた制度アイディアを提示している（第4回）。た
だ、反対意見や慎重論もあり、「第2分科会のこれ
までの議論の内容」（第5回配付資料）では「評価
と選択制の関係に積極的に触れるかは賛否両論」
と慎重な表現に留めた（第5回）。第二分科会のま
とめでも約半数の委員から両者の関係について強
い懸念が表明された（藤田委員、石原委員、河合
委員：第7回）。第4の論点については、藤田委員
が評価結果に基づいた資源配分への危惧を提示し
た。オフステッドによる評価が低い学校は特別改
善プランを作成し再評価を受け、そこでも低い評
価だった場合には廃校あるいは教職員の総入れ替
えを強制されるという。そこで、高い評価を得る
ために問題児を追放する学校が増加していること
を紹介した（第4回）。

なお、分科会全体の議論を通じてみると、論点
が徐々に評価制度導入の是非から評価制度の具体
的設計に移行している。当初は、地域や保護者と
の連携や情報共有のためのツール、学校改善のツ
ールの側面が強調され導入が前提となっていった
が、第5回頃から学校設置の規制緩和と学校運営
の水準確保の手段としての側面が強く意識される
ようになった。これはまさにNPM的改革の発想
である。最終報告に関する議論については、第12
回の親会議では中間報告についての議論を踏まえ
て、最終報告に向けた修正案が企画委員から提出
された。藤田委員らの学校評価と学校選択制との
関連づけ、評価結果の公表、外部評価の必要性と
いった論点に関する意見が消極的ながら反映され
た。

経済財政諮問会議による骨太の方針2005では、

教育改革の項目に「評価の充実、多様性の拡大、
競争と選択の導入の観点をも重視して、今後の教
育改革を進める。このため、義務教育について、
学校の外部評価の実施と結果の公表のためのガイ
ドラインを平成17年度中に策定するとともに、学
校選択制について、地域の実情に応じた導入を促
進し、全国的な普及を図る。」という提言が盛り
込まれた。

規制改革・民間開放推進会議の答申でも学校評
価に言及されている。規制改革・民間開放の推進
に関する第1次答申（追加答申）（平成17年3月23
日）では、「2．学校の教育活動に関する評価及び
情報公開の推進（1）学校の自己点検評価等及び
情報公開の促進」で「自己点検評価の実施・公表
の義務化や、生徒や保護者、地域住民等による外
部評価の在り方について、授業内容及び教員の質
の評価を含めて学校評価をより多面的に行う観点
から検討し、速やかに結論を得るべきである。」
と盛り込まれた。規制改革・民間開放の推進に関
する第2次答申「『小さくて効率的な政府』の実現
に向けて－－官民を通じた競争と消費者・利用者
による選択－－」（平成17年12月21日）では、「（3）
学校に関する情報公開・評価の徹底（全国的な学
力調査の実施を含む）」に「学校評価ガイドライ
ンに盛り込むべき学校の情報の例示」が掲載され
た。「規制改革・民間開放の推進のための重点検
討事項に関する中間答申」（平成18年7月31日）で
は、学校評価ガイドラインについて、評価者の匿
名性の担保、各学校が公開すべき情報として職員
会議録を盛り込むよう（第2次答申「各学校が公
開すべき情報項目」）、提言し、平成18年中の可能
な限り早期に措置することが求められた。すでに
策定されたガイドラインの修正を促す内容であ
る。規制改革・民間開放の推進に関する第3次答
申（平成18年12月25日）では、学習者のニーズ、
学習者による学校評価、教員評価を学校運営に反
映する制度設計を求めた。「児童生徒・保護者に
よる教員評価制度・学校評価制度の確立」の項目
では、「規制改革・民間開放推進3ヵ年計画（再改
定）」（平成18年3月31日閣議決定）における「授
業や学級経営、生徒指導等を含む、学校教育活動
に関する児童生徒・保護者による評価をその匿名
性の担保に配慮しつつ、学校評価の一環として実
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施し、その評価結果を適切に取りまとめ、個人情
報に配慮した上でホームページ等で公表するよう
促す。校長は児童生徒・保護者による具体の評価
結果を教育委員会に報告し、教員評価や教員研修
を行っている市町村や都道府県の教育委員会が学
校教育の改善のため、適切に活用できるよう促す」
という提言が実現していないことを指摘した。以
下、これらの答申に関わる議論の展開をまとめる。

平成17年11月2日第31回教育WGでは、骨太の
方針2005において平成17年度内に学校評価ガイド
ラインの策定が求められたことを受け、文部科学
省としての対応が説明された。中央教育審議会の
義務教育特別部会の答申も紹介された。これに対
して、福井専門委員・安念専門委員から、学校評
価をする以上、ユーザー評価が絶対条件であると
の意見が表明され、児童生徒や保護者による学校
評価の必要性が強調された。さらに、福井専門委
員からは納税者の観点から監査の重要性が指摘さ
れた。その一方、学校の教職員の行う自己評価を
中心とする制度設計に対しては冷淡な反応が示さ
れた。

平成18年3月29日第33回教育WGでは第2次答申
のフォローアップが行われ、学校評価ガイドライ
ンの内容について文部科学省に対するヒアリング
が行われたが、ガイドラインの発出は翌日という
タイミングであった。福井専門委員は児童生徒の
アンケートの匿名性の担保を強調した。これはユ
ーザーによる評価をする上で必要不可欠なことで
あるとの認識から出されたものである。戸田専門
委員は評価に関する情報として職員会議の議事
録、児童生徒による授業評価と満足度評価がガイ
ドラインから抜け落ちていることを指摘した。

（3）教員評価

わが国の教員評価の特徴は次の通りである。第
1に自己申告に基づく目標管理型評価が組み込ま
れていることである。第2に業績評価、能力評価
を行う点である。第3に能力開発が目的である。
いずれもNPM型改革メニューに適合的である。

教員評価の議論についても教育改革国民会議か
ら振り返る。学校評価と同様に、教員評価につい
ても第二分科会で議論された。教員評価に関して

は不適格教員の扱いが論点となった。当初は不適
格教員の対策の必要性や処遇のあり方といった論
点が提示された（第2回）。教員の現状についても
意見が出され、教員は個々人で勤務時間が大きく
異なり、熱心な教員とそうでない教員の差が激し
いことが議論された。ただし、教員評価のデザイ
ンについては困難さが浮き彫りとなった（第3回）。
評価制度が具体的にデザインされるようになって
からは、教員の評価制度の導入自体については委
員のほぼ全員の意見が一致し、処遇への反映もほ
ぼ一致して賛成された。議論が分かれたのは評価
結果の公表の是非についてであった。田村委員は
処遇への反映の仕組みを強化することで教員への
インセンティブ構造を作り出すことを主張した

（第4回）。最後の分科会では教員評価の必要性自
体に反対意見はなかったが、評価結果の活用の仕
方や公表の是非については議論が分かれた（第7
回）。分科会の議論は親会議に報告され、教員評
価を教員の力量向上に活用する（フィードバック）
こと、処遇への反映を行うことが盛り込まれた。

経済財政諮問会議では、「経済財政運営と構造
改革に関する基本方針 2002」（平成14年6月21日）
において、「（1）人間力戦略（個性ある人間教育）」
で「文部科学省は、早期に新たな教員評価制度の
導入を促進する。また、教員の一律処遇から、や
る気と能力に応じた処遇をするシステムに転換す
る。」と提言された。「経済財政運営と構造改革に
関する基本方針 2003」では「（3）義務教育改革
等　1）義務教育改革」で「教員の一律処遇から
やる気と能力に応じて処遇するシステムへの転換
を進める」ことが提言された。

規制改革・民間開放の推進に関する第2次答申
（平成17年12月21日）でも「平成17 年度中に55 の
教育委員会が、教員の能力や実績を評価するため
のシステムに取り組んでいるところであり、その
システムにおける結果を配置や処遇、研修等に反
映するよう、取り組みを促すべきである。」と盛
り込まれた。

これを受けて文部科学省の対応が始まり、平成
15年度から3年間、全都道府県と全政令指定都市
に委嘱し「教員の評価に関する調査研究」を行っ
た。中央教育審議会では初等中等教育分科会教育
行財政部会学校の組織運営に関する作業部会で教
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員評価システムの改善に関する取組事例が紹介さ
れた（第5回：平成16年7月29日）。そこでは、神
奈川県（目標管理手法と5段階絶対評価を導入し
た人事評価）、埼玉県（目標による管理手法を取
り入れた自己申告制度）、三重県（目標管理を通
じた能力開発型の勤務評価の試行）、大阪府（目
標管理手法を導入した教職員評価）、広島県（自
己申告による目標管理も踏まえた勤務評定）の5
府県が紹介され、いずれも目標管理型の人事評価
の導入が報告された。

その後、教員評価の検討と導入が進展した。中
央教育審議会初等中等教育分科会教職員給与の在
り方に関するワーキンググループ（第8回）で平
成18年10月現在の新しい教員評価システムの取組
状況について報告された。新しい評価システムと
従来の勤務評定との関係、評価システムと給与制
度の連動、知事部局の評価制度との連動性につい
て報告があった。勤務評定との関係では、新しい
評価システムを法令に基づく勤務評定として実施
したのが都道府県と政令市のうち27県市、新しい
評価システムと従来の勤務評定を併用（試行含む）
が33県市、新しい評価システムを実施していない

（検討中含む）が2県市であった。半数以上が勤務
評定との併用であり評価システムが重複してい
る。評価システムと給与制度の連動については、
導入に前向きなのが4県市にとどまっており、導
入に否定的ではないものの導入には問題点の解決
が必要という回答が18県市、その他の回答が23県
市あり、導入に向けての課題の存在が浮き彫りと
なった。一方、知事部局（市長部局）の評価制度
との連動性については、知事部局と歩調を合わせ
ているのが6県市、知事部局が先行しているが6県
市、教育委員会が独自に進めているが18県市であ
った。公務員制度改革の進捗がさほど円滑でない
ことを考えると、教員評価システムは一般の公務
員よりも先行しているといえる13 ，14。

3．考察

（1）教育の政策共同体の環境変化

教育の評価制度の導入過程を検討してきたがそ

こで明らかになったのは、いずれの仕組みも教育
の政策共同体の外部によってアジェンダが設定さ
れたことである。教育の政策共同体の外部の現状
認識とは、教育業界には自浄作用が働かない構造
的な問題があり、自ら改革に着手することができ
ないというものである。さらにいえば、教育業界
の中心的な位置を占める義務教育段階の公立学校
とそれを所管する教育委員会は、サプライ・サイ
ドの発想に固執しており、ディマンド・サイドの
視点が欠如しているという認識である15。

ところで、中央政府における教育政策のアジェ
ンダ設定については、1990年代後半以降は文部科
学省や中央教育審議会以外のアクターが行う傾向
が強まっている。義務教育費国庫負担制度の廃止
をめぐる三位一体の改革がその典型であり、官邸
主導の政策過程が観察された（北村 2009、北村
2007）。規制改革の議論では学校の設置者の多様
化をめぐって総合規制改革会議、経済財政諮問会
議主導のアジェンダ設定がみられる（荒井 2008）。
文部科学省や中央教育審議会はそれらの決定した
方針を前提に、その枠内で具体的な制度化につい
て技術的な議論を行うことが常態化している。さ
らにいえば、文部科学省は自ら所管する制度や推
進すべき政策の正当性についての挙証責任を負う
ことが明確になった。これはいわば制度や政策の
事後的な評価を当然に行わなければならなくなっ
たことを意味する。現行制度は現行制度であるか
ら正当性があるのではなく、ユーザーにとってメ
リットをもたらすからこそ正当性があるという論
理構造に転換したのである。規制改革・民間開放
会議第14回教育WGの福井専門委員の発言はそれ
を象徴している16。

（2）教育の評価制度の特徴

教育領域の評価制度は政策共同体の外部による
アジェンダ設定により制度化された。教育領域の
評価制度に共通するその背景を踏まえ、以下では
各評価制度の特質をまとめる。

教育の政策評価制度には首長部局のフォーマッ
トで行われるものと議会報告用のものがある。前
者は首長部局の一部局としての位置づけを教育委
員会事務局に与えるものでもある。いずれの評価
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制度も政策の廃止を前提としない点を指摘でき
る。これは義務教育が典型であるが、サービス提
供自体が地方政府に求められているため、政策の
必要性を考える契機がないためである。しかし、
わが国で行われているのは事務事業評価（窪田
2005）であり、たとえ義務教育が地方政府にとっ
て必要不可欠な政策であっても、それぞれの事務
事業は改廃の余地は十分にあるはずである。

教育の政策評価制度が導入された背景の一つに
教育の政策共同体を外部から規律付ける目的意識
がある。その制度的表現が議会報告制度である。
首長部局フォーマットについても、その機能は同
様である。2つの政策評価制度は事務事業評価の
一部門として教育政策を位置づけることに成功し
た。フィクションとはいえ、政策―施策―事務事
業の連関が構成され何らかの評価指標が設定され
る。事務事業評価の範囲内ではあるものの、教育
政策の特殊性という教育の政策共同体が好んで用
いる表現は使用しにくくなる。

学校評価も、本来評価制度に期待されるコスト
分析の機能が組み込まれていない。端的に言えば
学校運営に要する財務分析を行うものではなく、
およそ公会計改革の方向性とは一致していない。
学校評価では教育活動を主たる評価対象としてい
るからである。この背景には構造的要因がある。
公立小中学校の教員給与は設置者である市区町村
ではなく、都道府県が支出しているからである

（県費負担教職員制度）。そのため、人件費を含む
個々の学校のコストを分析し、その運営に寄与さ
せるには自ら限界がある。

学校は職員のほとんどが教員で占められている
という特殊な職場であり、教育の政策共同体の論
理が貫徹しやすいという点では、教育委員会や教
育委員会事務局よりも、同質性・閉鎖性が強い。
教育の政策共同体の外部アクターは学校の情報を
公開させ、学校の運営状況を評価することで規律
付けることが不可欠という問題関心を持つ。学校
評価の現状は必ずしも改革推進主体にとって満足
すべきものではないかもしれないが、少なくとも
一定のフォーマットで行う制度化が実現したとい
う意味では、これまでより学校の活動内容が外部
に伝わりやすくなったといえる。学校と保護者や
地域住民の間に情報ルートが開通したといえる。

教員評価は、地方公務員の他領域（行政職）よ
りも導入・試行が早いという見方もできる。これ
は地方公務員という労働市場のなかで教員の占め
る割合が大きいという事実が影響している。平成
20年地方公共団体定員管理調査結果の部門別職員
数データによれば、全地方公共団体の職員
2,899,378人のうち、教育部門の職員は1,090,713人
で、全体の37.6%である。教員は国の法令によっ
て定員が比較的厳密に定められているため、地方
政府が定員自体を削減することは困難である17。
財政危機下においては、地方政府にとって教育部
門の人件費を削減するか、効率的に運用すること
が喫緊の課題となる。人件費の削減は直接的な歳
出カットの手段であるが、それだけでは職員のモ
ラールを低下させる可能性が高い。そこで、評価
情報に基づいて個々人の処遇に差をつけることも
志向される。新しい教員評価システムが導入され
つつある背景もこれである。先述したとおり、教
員が全公務員に占める割合が大きいことが教員評
価導入を進める改革圧力となっている。

（3）政策共同体から本人―代理人関係へ

教育における評価制度の導入はパトロール型モ
ニタリングの要素を注入したといえる。以下、本
稿が明らかにしたことをまとめる。

まず、改革の一般モデルが個別政策領域である
教育政策でどの程度合致するかが判明した。教育
政策ではNPM型改革メニューをおおむね適用し
ている。もちろん、一部適用されないメニューも
ある。外部委託や民営化である。学校はもともと
教育委員会という本庁組織からは切り出されてい
るため、エージェンシー化は行われようがない。
また、私学が認められており、一定の役割を果た
しているため、官から民へというスローガンも効
果的ではない。もちろん、設置者の多様化に関す
る議論は展開し、学校法人とは異なるNPO立学校、
株式会社立学校が制度化されたが、実際に設立さ
れた学校数は少ない18。このような前提条件の下、
教育領域のNPM型改革で最も注力されたのは、
公的部門の効率化であった。政策の正当性を根本
から見直すのではなく、既存の政策体系を前提と
して、サービス提供に必要なコストの圧縮という
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改革の方向性である。政策の正当性を見直すので
はないという点では、教育の政策評価の制度設計
がそれを反映している。サービス提供に必要なコ
スト圧縮という点では、それは教員評価とその評
価結果の処遇への反映という制度設計に反映して
いる。学校評価にはコスト圧縮の発想は見受けら
れないが、教育の政策共同体に対する外部からの
規律付けのための情報ルートを開通させる手段と
して位置付くという点では他の2つの評価制度と
同じである。

教育の評価制度の制度化過程の特徴をまとめ
る。第1に新規性の喧伝である。PFIと簡保融資に
は大差はないにもかかわらず、PFIが大きな注目
を集めたのと同様に新しいタイプの教員評価制度
と従来行われてきた教員の勤務評定との間にそれ
ほど大きな差があるわけではない。従来の勤務評
定においても5段階で勤務成績をつけるのが一般
的であり、職務の状況、特性・能力、勤務状況の
3つの観点から評価された（都道府県教育長協議
会 1957）。そのほかには適性・性格、特記事項、
総評について評価されるのが一般的である。これ
らを厳格に行えば、処遇への反映も可能なはずで
ある。第2に海外モデルへの強い関心と同化圧力
も指摘できる。教育の評価の場合、イギリス型の
評価制度に対する関心が強い19。第3に資源配分へ
の関心が強い。しかし、先述したとおり、既存制
度でも資源配分は可能な場合もあり、新規の評価
制度でなければ資源配分ができないというわけで
はない。第4に資源の有効活用を重視する。これ
は学校や教員のパフォーマンスが低いという認識
が背景にある。投入されている資源がタブついて
いるという認識もそれを強化する20。第5に評価の
ためのコストを議論しないことが指摘できる。そ
のため、評価を全国化する際にクリアーすべき課
題が具体的には議論されない。学校評価で第三者
評価が試行されているが、現在の財政状況で許さ
れる範囲内の予算措置で実現可能な制度構想は必
ずしも積極的に展開されていない。以上をまとめ
ると、評価という単一の手段に数多くの目的達成
を期待するという構図が浮かんでくる。これは評
価万能論、評価制度導入の目的化につながるし、
評価バブルを引き起こす危険性もある。

1990年代以降、教育領域に評価制度がどのよう

に位置づけられてきたかを振り返ってきた。これ
は個別政策領域にNPMとそれに対応する評価制
度がもたらす影響を検証したことになる。端的に
いえば、評価制度の導入は個別政策領域のエゴを
崩すための装置作りである。具体的には政策共同
体が改革ターゲットとなる。政策共同体は、共同
体であるがゆえに一気に構成員を変えることはで
きない。そこで次善の策として採用されるのが外
部からの規律付けである。評価制度はそのための
手段の一つである。評価制度が果たすのは政策共
同体内外の情報の非対称性を緩和することを目的
とする情報の標準化である。これは業界特有のジ
ャーゴンの翻訳と情報を共同体内外で流通させる
情報ルートの開設を目指すものである。教育領域
はたしかに政策共同体が成立しているが、元来自
律的な政策領域ではなかったはずである。制度上、
教育委員は首長が議会の同意の下に任命するし、
教育長は教育委員の互選で任命される。学校は地
方政府の所管する公共施設であるし、教員は地方
公務員である。いわばこれらのアクターは本来エ
ージェントであるにすぎない。評価制度の導入は
制度上成立していたはずの、しかし現実に機能し
てこなかったプリンシパル・エージェント関係を
再構築する試みであったと結論づけることができ
る。

付記

本稿の一部は筆者が2006年10月15日に日本教育
行政学会第41回大会課題研究Ⅱ（於：国立オリン
ピック記念青少年総合センター）において報告し
た際の提出論文「NPM型教育ガバナンス改革と
評価制度－－政策共同体からプリンシパル・エー
ジェント関係へ－－」に大幅に加筆修正を加えた
ものである。本稿の意見にわたる部分は筆者の私
見であり、所属機関ならびに文部科学省の公式見
解ではない。

注記

1   本稿が扱うのは主に中央政府が設計する評価制度で

ある。もちろん、その地方政府に対する影響につい

ては言及する。後述するように、従来の教育政策は

評価制度と教育のNPM型改革



52

中央政府（文部（科学）省）が立案、決定し、それ

を地方政府（教育委員会）が実施するという基本構

図があった。

2   他の政策領域では厚生行政、建設行政（広本 1996-

97）、福祉行政（新藤 2004）についての研究がある。

これらの政策領域では教育のように地方政府に行政

委員会が置かれることはないものの、中央地方を通

じた政策共同体が成立しており、その外部からの影

響力を遮断しているという指摘がなされた。この要

因の一つにはいずれの領域も専門性の高い職員を必

要としている点がある。そのため、外部が政策内容

に影響を及ぼすことが困難となるのである。この点

は教育政策とも共通する。

3   もちろん、地方政府の自律性は存在していることを

指摘した研究も存在する（青木 2004）。さらにいえ

ば、2000年の地方分権一括法に象徴される1990年代

後半以降進展した分権改革によって、地方政府の自

律的政策運営がこれまで以上に観察されている（小

川 2006）。

4   円筒型の意味するのは文部科学省の指導助言が都道

府県、市町村、学校へとそのまま伝達される（足さ

れもしない、引かれもしない）様子である。中央教

育審議会義務教育特別部会審議経過報告（その1）

平成17年7月19日参照。

5   山谷 2006、Hood 1991、Lynn 2006を参照し財政危機

への対応を軸に筆者が再構成した。

6   たとえば学校評議員制度の評価指標に、学校評議員

を置く学校の率を設定するようなことである。

7   ここでは文脈の都合上、地方政府に焦点を当てた。

評価制度導入段階の制度設計は中央政府で行われる

が、そこでも同様に教育界外部（規制改革・民間開

放推進会議など）が強力な推進主体となっている。

8   「狭い地域の元校長先生ですから、学校と完全につ

ながってしまっているわけです。」（平成18年11月30

日の議事録）

9   千葉県の政策評価については県のホームページ「千

葉県の政策評価制度」の「平成19年度事後評価結果」

を参照した。議会報告用の資料は千葉県教育委員会

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律第27条

第1項に基づく教育委員会の点検・評価（平成19年

度対象）」平成20年9月を参照した。

10  観察可能な範囲でいえば、制度化の帰結は教育委

員会事務局の書類作成負担の増加であったとみる

こともできる。

11  第一分科会は人間性、第三分科会は創造性を扱っ

た。

12  主査は金子郁容である（敬称略、以下同じ）。第2

分科会は7回開催され（第1回（平成12年5月19日）、

第2回（平成12年6月2日）、第3回（平成12年6月9日）、

第4回（平成12年6月22日）、第5回（平成12年7月3

日）、第6回（平成12年7月10日）、第7回（平成12年

7月17日））、審議の報告は平成12年7月26日に行わ

れた。

13  地方公務員人事・評価制度研究会編集（2003）に

よれば地方政府における新しい人事評価の試みは

端緒についたばかりであり、本書も先進事例の紹

介が主な内容である。

14  一般の公務員の改革については、公務員制度調査

会「公務員制度改革の基本方向に関する答申」（平

成11年3月16日）、中央省庁等改革推進本部決定

「中央省庁等改革の推進に関する方針」（平成11年4

月27日）、地方行政運営研究会第15次公務能率研究

部会報告書「地方公務員の評価システムのあり方

に関する調査研究－－勤務評定の現状と課題－－＜

概要＞」（平成12年2月）、人事評価研究会（総務庁

長官主催）「人事評価研究会報告書～国家公務員の

新たな人事評価システムの基本的指針について～」

（平成12年5月）、人事院能力、実績等の評価・活用

に関する研究会報告書「公務員の新人事評価シス

テム」（平成13年3月30日）、地方行政運営研究会第

18次公務能率研究部会「地方公共団体における人

事評価システムのあり方に関する調査研究　新た

な評価システムの導入に向けて」（平成16年3月）、

「今後の行政改革の方針」（閣議決定）（平成16年12

月24日）を参照した。いずれも業績、能力に着目

した評価制度を志向しており、評価結果の処遇へ

の反映も想定している点で共通している。地方公

務員に限っても、教員評価の取組の方がやや先行

しているという印象を受ける。というのも、一般

の公務員の改革論議がいまだ実践段階に入ってい

ない平成15年度の段階で文部科学省の委嘱による

調査研究が開始しているからである。

15  前節（2）で紹介した規制改革・民間開放推進会議

において、学校評価を教職員の自己評価を主体と

する文部科学省案に対して、会議メンバーから児

童生徒や保護者の評価を中心にするように要望が

青木　栄一
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あったことが象徴的である。

16  「文科省は教育に責任を持つ中央官庁です。教育

について自らやっていることについて論証してい

ただくのはあなた方の責任であって、我々は説明

を伺う権利がある。」

17  ただし、教員の場合、地方政府による増員には制

約がない。

18  2004年以降開設されたのは高等学校19校、中学校1

校だが、全日制の朝日塾中学高等学校を除き、全

て通信制の高等学校である（2009年2月時点）。学

校設置会社連盟のホームページよりhttp://www.jaemo.

net/02about/index.html最終閲覧日2009年4月24日。

19  学力向上政策の観点ではフィンランドに強い関心

を示していることから分かるように、改革の推進

主体の関心によってモデルとなる国や地域は適宜

可変する。

20  少子化に伴い、児童生徒数は急減しているため、

教員一人あたりの教育費は上昇を続けている。さ

らに教員の高齢化のため人件費も高止まりしてい

ることも影響している。学校の統廃合は進まず、

ランニングコストもその分高いという認識がある。
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Abstract

The purpose of this paper is to identify the strategies of reform that effectively gave control over the
education policy community of outsiders and to clarify the features of the institutionalization process of the
evaluation system in Japan after the 1990s by adopting the principal-agent theory and the policy community
theory. A major characteristic of the reform process was that this reform was driven by outsiders of the education
policy community not by an insider such as the Central Council for Education or the Ministry of Education,
Culture, Sports, Science and Technology. The features of the evaluation system are congruent with advanced NPM
governance reform in an educational area, and contributed to the cost reductions in the public service. The new
reformers were the organizations under the immediate control of the Prime Minister that is the National
Commission on Educational Reform and the Council for the Promotion of Regulatory Reform. These
organizations used the evaluation system to control the education policy community from the outside. The
background context to the reforms included a financial crisis and a supply side failure of the education system.
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NPM type governance reform, Principal-Agent theory, Policy Evaluation, School Evaluation, Teacher Evaluation
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1．はじめに

中央省庁等改革の柱のひとつとして創設され
た独立行政法人制度は、そもそも1997年12月の
行政改革会議最終報告において、企画立案部門
と業務執行部門とを分離し、業務執行部門のう
ち一定の事務・事業について、独立の法人格を
有する「独立行政法人」を設けることが提言さ
れたものである1。この制度設計は、ニュー・パ
ブリック・マネジメント（NPM）の一形態であ
る英国の執行エージェンシー（Ex e c u t i v e
Agency）を参考にしたといわれる2。そして、独
立行政法人の目標設定・評価、財務、組織・人

事管理、透明性、そして役職員の身分といった
制度の基本となる共通の事項を定めた独立行政
法人通則法（平成11年7月16日法律第103号。以
下、単に「通則法」という。）が1999年に成立
して以来、今年で10年の節目を迎える。この間、
2001年4月にはじめて国の事務・事業の一部を
担う独立行政法人（先行独法）が発足し、同年
12月の特殊法人等整理合理化計画（平成13年12
月19日閣議決定）3 にしたがい特殊法人や認可法
人（以下、特段の必要がない限り「特殊法人等」
としている。）から移行した独立行政法人（移行
独法）も多数設立している4。また、独立行政法
人制度の体系外に位置づけられるものの、広義
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の独立行政法人の範疇に含まれる国立大学法人制
度や地方独立行政法人制度が導入されている。さ
らには、独立行政法人日本高速道路保有・債務返
済機構（以下、個別の法人名については「独立行
政法人」の表記を省略している。）や郵便貯金・
簡易生命保険管理機構といった民営化の枠組みの
一環としての独立行政法人が設けられている。こ
のように、独立行政法人制度を用いた組織は広範
にわたっている。

その一方で、独立行政法人制度の運用の実態か
ら、すでに様々な課題が明らかになってきている。
例えば、山谷（2005）は、独立行政法人を所管す
る各府省の独立行政法人評価委員会（以下、「府
省委員会」という。）や総務省の政策評価・独立
行政法人評価委員会（以下、「政独委員会」とい
う。）における委員の中立性や専門性等の問題点
を明らかにしている。また、独立行政法人評価に
伴う評価する側・評価される側双方のコンプライ
アンス・コストの増大（西山 2003、pp.115-116）
や独立行政法人評価を実施することによるメリッ
トが感じられない一方で、これによって現場の負
担が増えているだけという（福井・横澤 2008、
p.116）、いわゆる「評価疲れ」については普遍的
な見解といえる。加えて、政府の経済財政諮問会
議等から、独立行政法人全体が統一的に予算や随
意契約削減の大枠をかけられたり、人件費の削減
率が決められたりして、政府からの財政的拘束が
強まっており、独立行政法人の自主性が必ずしも
高まっているとはいえないとの指摘がある（東田
2008、p.125）。そこで、本稿では、2007年に策定
された独立行政法人整理合理化計画（平成19年12
月24日閣議決定。以下、特段の必要がない限り、
単に「整理合理化計画」という。）5やこれを具現
化した独立行政法人通則法改正法案（以下、特段
の必要がない限り「通則法改正法案」という。）6

を踏まえたうえで、独立行政法人評価について論
じる。

2．NPMと独立行政法人制度

周知のとおり、NPMの定義は、論者により諸
説があるが、Barzelay（2001、p.159）は、次の3

つに分けてNPMを説明している。第一は、ニュ
ージーランドで提言された政府のマネジメント

（Government Management）である。第二は、
Osborne and Gaebler（1992＝1995）が提唱した政
府の再創造（Reinventing Government）とこれに
沿ってOECDが唱えた行政改革である。そして第
三は、NPMを名付けたといわれるHood（1991）
がこれらを包摂するものとして呼称した講学上の
カテゴリーである。これは、概ね「1970年代末以
降、多くのOECD諸国における官僚制改革のアジ
ェンダを支配してきた広範囲に共通もしくは類似
している行政上の教義を総括する簡略な名称」

（Ibid.，pp.3-4）として1980年代末から用いられる
ようになったものである。この概念の核心部分は、
民間における経営理念・手法、さらには成功事例
等を可能な限り公共部門に導入することを通じ
て、この部門の効率化を図ることとされている

（大住 1999、p.1）。
NPMが最初に我が国の政府公式文書に登場し

たのは、2001年の「今後の経済財政運営及び経済
社会の構造改革に関する基本方針（骨太の方針
2001）」（平成13年6月26日閣議決定）であった7。
ここでは、NPMが公共部門においても企業経営
的な手法を導入し、より効率的で質の高い公共サ
ービスの提供を目指すという革新的な行政運営の
考え方であり、その理論は、①徹底した競争原理
の導入、②業績／成果による評価、③政策の企画
立案と実施執行の分離、という概念に基づくもの
と説明されている。そして、民間でできることは、
できるだけ民間に委ねるという原則のもとに、公
共サービスの提供に市場メカニズムを活用し、そ
のサービスの属性に応じて、民営化、民間委託、
プライベート・ファイナンス・イニシアティブ

（PFI）の活用、そして本稿の対象である独立行政
法人化の方策の活用に関する検討を進めるものと
している。

ここまでの包括的な議論とは異なり、一面的に
も見受けられるものの、独立行政法人制度をこの
文脈にあてはめると次のとおり説明できる。

①徹底した競争原理の導入
⇒民間開放できない事務・事業に限定し、公

共サービスを民間のように効率的に実施。
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②業績／成果による評価
⇒業務実績評価と中期目標期間終了時におけ

る業務・組織の見直しを実施。
③政策の企画立案と実施執行の分離

⇒行政内部の企画立案部門と業務執行部門を
分離することにより、可能なかぎり業務執
行部門に権限を委譲し、自立した組織体と
して運営。

この整理については、Pierre and Peters（2000，
pp.64-65）の指摘が参考になる。ひとつは、政府
が組織に対する直接的な統制の一部を放棄し、そ
の組織による「管理の自由」（letting the managers
manage）を前提としていることである。つまり、
目標設定の役割は政府に任せるものの、組織によ
る公共サービスの提供はできるだけ市場メカニズ
ムに近い形で行われるべきであると考えられてい
る。そして、これによって一層の効率化を図れる
ことが期待されている。もうひとつは、政府によ
る事前の統制を弱めるかわりに、業績や成果の評
価を重視していることである。つまり、「結果に
よる管理」（managing for results）が求められてい
るのである。

このように、独立行政法人制度は、NPM型改
革の潮流においてより効率的な公共サービスの提
供を目指し、事前統制から事後評価への移行を企
図したものである。

これを現行の通則法に照らすと、次のとおり独
立行政法人評価の枠組みが整備されている。まず、
主務大臣は、3年以上5年以下の期間において、独
立行政法人が達成すべき業務運営に関する中期目
標を設定し、これを独立行政法人に指示する。独
立行政法人は、この中期目標に基づき、これを達
成するための措置を盛り込んだ中期計画を作成す
る。また、独立行政法人は、主務大臣の認可を受
けた中期計画に基づき、年度ごとに年度計画を定
め、これらの計画に沿って業務を執行する8。

次に、毎年度及び中期目標期間ごとの業務実績
評価については、府省委員会が評価（一次評価）
を行い、その評価結果を政独委員会が二次評価と
して「評価の評価」（meta-evaluation）を実施する。
この「評価の評価」は、評価情報の適切性、評価
分析手法の適否やそれから導き出された結論の妥

当性、そしてこの結論に基づき下された業務の中
止・継続・廃止等の判断の説得性を検証すること
が役割である（山谷 2005、p.237）。これにより、
評価の客観性を保ち「評価のお手盛り」を排する
二重の評価システムが構築されている。

そして、中期目標期間終了時には、主務大臣が
独立行政法人の業務を継続させる必要性や組織の
あり方等について見直しを行い、次期の業務全般
や組織運営等に反映すべく所要の措置を講ずるこ
ととなっている。具体的には、業務の継続（民営
化、業務の改廃等を含む。）、業務運営の方法（中
期目標の設定、中期計画の認可等）、組織のあり
方（組織の存廃等）、役職員の身分のあり方（公
務員型独立行政法人の非公務員化）、そして独立
行政法人の長等の人事や給与への反映、をあげる
ことができる（箕浦 2006、p.86）。

独立行政法人制度は、この評価サイクルによっ
て効率性や有用性に対する議論を高めることに資
するものとなるが、その一方、導入や運用方法次
第では、これを低下させる要因ともなりかねない

「両刀の剣」としての性格をもっている（宮脇・
梶川 2001、p.42）。企画立案部門と業務執行部門
を分離すれば、目標や計画に沿って実施したかど
うかの評価が必要となるものの、その評価を行政
における管理統制の仕組みと考えれば、行政内部
には統制機関が質量ともに増大する傾向があると
考えられているからである（Hood et al.，1999；
古川・北大路 2004、p.158）。特に、独立行政法人
制度における評価の運用については、経済財政諮
問会議、行政改革推進本部、行政減量・効率化有
識者会議といった内閣レベルのトップダウンによ
る判断が大きく影響している。そのため、業務実
績評価の結果如何に必ずしも立脚しない形で、あ
る意味政治的な判断に基づいて、独立行政法人の
見直しが実施されている（福井・横澤 2008、
p.116）。また、会計検査院の検査、財務省の予算
執行調査、政策評価の一環としてのプロジェクト
評価等、重層的な事後統制が独立行政法人に対し
て付加されている（山本 2008、p.25）ことも統制
機関の増加という観点からは無視できないもので
ある。
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3．独立行政法人評価の実際の運用

（１）業務実績評価

府省委員会による独立行政法人の業務実績評価
は、1999年の「中央省庁等改革の推進に関する方
針」（平成11年4月27日中央省庁等改革推進本部決
定）に基づき、「委員会が設定する客観的な評価

（例えば、中期目標の達成度合に応じた数段階評
価）基準による」こととなっている9。これに沿
って、原則、府省委員会別に評価基準が設けられ
ており、それぞれ相違する点があるものの、基本
的な考え方は類似している10。具体的には、中期
計画や年度計画に掲載した項目ごとの業務の進捗
状況等を評価する「項目別評価」とこれをもとに
独立行政法人の業務全体を総合的に評価する「総
合評価」で構成されている。項目別評価について
は、業務の達成状況に応じて3から5段階の評定を
行うことが通常であるが、総合評価はこれに加え
て記述式により評価結果を記載するものもある。
また、政独委員会は、2002年に「政策評価・独立
行政法人評価委員会における独立行政法人評価に
関する運営について」（平成14年3月22日政策評
価・独立行政法人評価委員会決定）にて、「評価
の評価」の基本的考え方を明らかにしている11。
第一は、府省委員会が定めた評価基準に適合した
形で適切に評価が行われているか、また評価基準
を踏まえた評価の内容は妥当なものとなっている
かを点検することである。第二は、評価結果を全
体的に把握し、評価の実効性向上に資すると考え
られる手法や視点等を発見し、検証の結果、肯定
される場合には、府省委員会に対して情報提供を
行うことである。このように、府省委員会は中期
計画や年度計画であげている業務の達成度を評価
すること、また政独委員会はその評価の妥当性を
確認し、ベストプラクティスあるいはグッドプラ
クティスの発見に努めることが求められている。

しかし、実際運用してみると、独立行政法人の
業務が多岐にわたり、また組織の統合等により
個々の独立行政法人の業務がさらに多様になった
ことから、表面的あるいは細部重視的な評価に陥
る傾向がみられている。確かに、岡本・高崎

（2002、p.176）が指摘するように、独立行政法人

評価は、法令的な観点から通則法等において大枠
が規定されているものの、実際の運用に委ねられ
ているところが多く、この運用を積み重ねること
によって、より良い成果をあげることが期待され
ている。また、「業務実績評価の結果についての
評価における関心事項」12、あるいは2007年7月の

「独立行政法人の中期目標期間終了時の見直し及
び業務実績評価に関する当面の取組方針」13にお
いて示されているように、政独委員会は運用の共
通化に努めている。それでも、独立行政法人評価
は、中期目標期間終了時の見直しにおける政治的
な関与を強く受けることから、相対的に業務実績
評価の意義が希薄化し、その運用負担に相応しい
効果が得がたい状況にある。このことが業務実績
評価のインセンティブを阻害しているといえる。

（２）中期目標期間終了時の見直し

では、中期目標期間終了時の業務及び組織の見
直しについてはどうか。これについては、2003年
度末にはじめて中期目標期限が到来した教員研修
センターが運用の試金石となった14。現行の通則
法上、見直しの具体的な手順や基準についての規
定は置かれていないからである。そのため、2003
年の「中期目標期間終了時における独立行政法人
の組織・業務全般の見直しについて」（平成15年8
月1日閣議決定）において、次期中期目標期間の
開始時から独立行政法人が見直し結果を反映して
業務を執行可能なように、次のとおり、この見直
しの仕組みが設計されている15。

①政独委員会は、見直しの視点等、具体的な検
討に資するチェック事項を「勧告の取組方針」
として概算要求前に作成する。

②見直し結果を次期中期目標期間の開始年度に
おける国の予算に反映させるため、以下の手
続を実施する。
ア）主務大臣は、勧告の取組方針を踏まえて、

事務・事業の改廃や組織形態の見直しを
含む具体的措置を盛り込んだ見直し当初
案を作成し、予算を概算要求する。

イ）政独委員会は、「勧告の方向性」という形
で指摘事項を取りまとめ、主務大臣に通
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知する16。
ウ）主務大臣は、政府原案確定までに再検討

した見直し内容を行政改革推進本部に説
明し、その了解を得て（行政改革推進本
部は、これを了解する際に、政独委員会
の意見を聴取する。）、見直し内容を実質
的に決定する。

③主務大臣は、実質的に決定した見直し内容を
踏まえて、中期目標（独立行政法人は中期計
画）を策定し、必要があれば国会に法律案を
提出する。

④主務大臣は、これまでの決定や必要に応じて
行われる政独委員会の勧告を踏まえて、見直
し内容を正式に決定する17。

中期目標期間終了時の見直しについては、この
手順にしたがって運用されているが、その内容は
年度によって大きく異なる。ここでは整理合理化
計画策定までの大きな事象として、次の2点を指
摘しておく。第一は、2004年の「経済財政運営と
構造改革に関する基本方針 2004（骨太の方針
2004）」（平成16年6月4日閣議決定）である。これ
により、独立行政法人の相当数について前倒しで
見直しを行うことが決められた18。見直し対象の
独立行政法人が2005年度末に集中していただけで
なく、2003年10月に特殊法人等から移行した独立
行政法人が多数設置されたことから、中期目標期
間終了時の見直しの厳格化が要請されていたから
である。また、特殊法人等改革での経験を生かす
ため、「特殊法人等改革推進本部参与会議」の参
与等の有識者を参集した「独立行政法人に関する
有識者会議」が新たに設置されることになった。

このように、特殊法人等の独立行政法人化を契
機とし、「骨太の方針 2004」によって独立行政法
人の見直し方針が内閣のトップレベルから発せら
れ、しかも見直しの対象法人や統制機関が拡張さ
れたのである。こうして、2004年12月には、①国
の事務・事業の一部を担う独立行政法人を廃止・
統合により再編、②公務員型独立行政法人の役職
員の非公務員化、といった見直し内容が決定され
た19。

第二は、2005年の「行政改革の重要方針」（平
成17年12月24日閣議決定）である。ここでは、

2006年度の見直しについて、次のように決定して
いる20。

①2006年度末に中期目標期間が終了する9つの
独立行政法人に加え、2007年度末に中期目標
期間が終了する31法人の相当数についても、
見直しを実施する。

②融資業務等を行う独立行政法人については、
2008年度末に中期目標期間が終了する法人を
含め、2006年度中に見直しを行う。

これには、特殊法人等から移行して設立された
独立行政法人の中期目標期間の終了時期が2006年
度末に初めて到来することと関係がある。また、
2005年、郵政民営化法（平成17年10月21日法律第
97号）の成立を受けて、既に方針が決定していた
住宅金融公庫を除く国際協力銀行等の政策金融8
機関の見直しについて、同年11月に経済財政諮問
会議が「政策金融改革の基本方針」を取りまとめ
たことが影響している21。政策金融改革に付随し
て、独立行政法人による政策金融機関に類似した
金融業務についても、前倒しで見直すことになっ
たからである。これにより、たとえ中期目標期限
が2年度先の2008年度末であったとしても、融資
業務等を実施している独立行政法人は、見直しの
対象法人として俎上にのせられることとなった。
また、国家公務員の純減目標（今後5年間で5%以
上の純減）という総人件費改革を踏まえて、独立
行政法人に対しても、今後5年間で5%以上の人件
費の削減を基本とする取組みを行うことが決めら
れた22。

こうして、中期目標期間終了時の見直しはます
ます内閣レベル主導となった。独立行政法人の見
直しだけでなく、政策金融改革や総人件費改革の
プロセスについても併せて議論するため、「独立
行政法人に関する有識者会議」を「行政減量・効
率化有識者会議」に改組したのがその証左である。

こうした経緯を経て、2006年12月には、①業務
の廃止・縮小・重点化、②融資業務等の見直し、
③非公務員化、を柱とした見直し内容が決定され
た23。とにかく、これで独立行政法人の見直しに
関する議論は一段落つくはずと思われた。

独立行政法人制度にみるNPM型改革の影響
―独立行政法人評価の実際と独立行政法人整理合理化計画を踏まえて―
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4．独立行政法人整理合理化計画の策定

ところが、2007年5月に開催された経済財政諮
問会議において、現行の独立行政法人が制度本来
の目的にかなっているか、また制度創設後の様々
な行政改革と整合的なものとなっているか見直し
を行い、年内を目途に整理合理化計画を策定する
ことが議論された24。そして、翌月の「経済財政
改革の基本方針 2007（骨太の方針 2007）」（平成
19年6月19日閣議決定）にこの方針が盛り込まれ
た25。この背景には、独立行政法人が発注した業
務委託や物品購入等に関する契約の大半が随意契
約であることが表面化し、その随意契約先がいわ
ゆる「天下り」の温床になっていると批判の的に
なったこと、また、これ以上に影響が大きかった
のは緑資源機構が発注する林道調査入札をめぐっ
た、いわゆる「官製談合事件」が社会的問題にな
ったことがあげられる。特に後者は、緑資源機構
が特殊法人から移行して設立された独立行政法人
であったことから、独立行政法人評価において、
廃止や民営化にまで踏み込んでおらず、独立行政
法人が特殊法人等からの単なる看板の架け替えで
はないかという批判につながった。

このように、特殊法人等の動向が独立行政法人
評価の政治化を発現させていること、また、これ
を契機に特殊法人等から移行した独立行政法人だ
けでなく、国の事務・事業の一部を担った独立行
政法人を対象とした展開に発展していることにつ
いて、これまでの中期目標期間終了時における見
直しの経過と共通していることが確認できるので
ある。

この見直しに際しては、次の3原則が示された。

①「官から民へ」原則
民間に委ねた場合には実施されないおそれが
あるものに限定し、それ以外は、民営化、民
間委託または廃止する。

②競争原則
独立行政法人による業務独占については、民
間開放できないものに限定し、それ以外は、
民営化、民間委託または廃止する。

③整合性原則
他の改革との整合性を確保する。

ここでは、従来からの「官から民へ」原則や競
争原則に加え、これまでの行政減量・効率化有識
者会議や政独委員会といった独立行政法人評価を
担うアクターだけではなく、例えば都市再生機構
や緑資源機構、そして日本貿易振興機構をとりあ
げた「規制改革会議」、独立行政法人の市場化テ
ストに関与する「官民競争入札等監理委員会」、
そして独立行政法人が所有する資産の処分や圧縮
を提言した「資産債務改革の実行等に関する専門
調査会」といったそれぞれの改革の動向と整合性
を確保することが求められた。

この見直し3原則を踏まえて、全101法人の整理
合理化計画の策定が決定されるとともに、現行の
通則法に基づく中期目標期間終了時の見直しにつ
いて、2007年度対象の23法人に加え、2008年度対
象の12法人に対しても前倒しで実施することにな
った。つまり、35の独立行政法人については、整
理合理化計画のための見直しと並行して、府省委
員会や政独委員会による見直しも行われることを
意味している。こうして、内閣レベルの見直しと
通則法に基づく見直しといった2つの評価プロセ
スが混在し、しかも評価サイクルとして制度化し
ている法令上の見直しが政治主導の見直しに追随
するという事態を招くことになった。

同年8月には、行政減量・効率化有識者会議が
「独立行政法人整理合理化計画の策定に係る基本
方針」を策定し、これを踏まえて各府省が作成し
た独立行政法人整理合理化案を公表した26。その
後、行政減量・効率化有識者会議は、独立行政法
人に対するヒアリングを行い、また整理合理化計
画策定に向けた国民からの意見や要望を求めた。

注目された廃止や民営化の対象となる独立行政
法人については、同年11月、「独立行政法人整理
合理化計画の策定に関する指摘事項」にて、検討
対象となる11法人が一度明らかにされたものの、
最終的にその法人名の発表は行われなかった27。
その後の大臣間の交渉を経て最終的に廃止・民営
化の実施対象となった独立行政法人は、次頁の表
1のとおり6法人であり、発表予定であった当初の
法人数より概ね半減している28。他方、2004年の
見直しの際に廃止が決定された独立行政法人は、
国の事務・事業の一部を担った消防研究所と農業
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者大学校の2法人であったが29、今回の廃止・民営
化の対象法人をみると、半数以上が特殊法人等か
ら移行した独立行政法人である。

この交渉過程から読み取れることは、組織の存
廃の議論は、独立行政法人評価の枠内ではなく内
閣レベルの交渉で進められたことであった。現行
の通則法上、府省委員会や政独委員会が独立行政
法人の業務や組織の見直しに関与するものとされ
ているが、少なくとも組織の存廃は、通則法にお
ける見直しの結果ではなく、極めて強い政治の調
整による決定であったことは明らかである。

こうして同年12月に整理合理化計画が策定され
たわけであるが、その概要は次のとおりである30。
まず、独立行政法人の事務・事業や組織の徹底的
な縮減を図ることが求められている。独立行政法
人の廃止・民営化や独立行政法人に対する国の財

政支出の大幅な削減といった、いわゆる「目に見
える成果」を生み出すことで、政府の行財政シス
テム全体の見直しの第一歩として相応しい改革を
実現することが唱えられていたからである。その
ため、整理合理化計画では、独立行政法人の廃
止・民営化に加え、統合、非公務員化や事業の見
直しの結果による支出削減を強く意識している。
また、効率化についても、随意契約の割合の削減
や独立行政法人が有する土地や建物等を処分・売
却し、その収入につき国庫への返納を図ること、
事務・事業について官民競争入札を実施すること
が指摘されている。そして、評価機能のあり方に
関連する自律化に関しては、独立行政法人の監事
機能の強化に加えて、一元的な評価機関により評
価する仕組みに改める方向となっている。この背
景には、経済同友会が現行の二重の評価システム
を問題視していたことがある31。

そこで、2008年4月に閣議決定された通則法改
正法案では、次頁の図1のように、従来の府省委
員会や政独委員会を廃止し、新たに総務省に置く
独立行政法人評価委員会（以下、単に「評価委員
会」という。）に評価機能を一元化することが企
図されており、内閣総理大臣がその委員を任命す
るものとしている。独立行政法人は、業務実績

（中期目標期間終了時においてはその見込み）や
中期計画の進捗状況等について、自己評価を行っ
たうえでその報告書を主務大臣経由で評価委員会
に提出する。その際、主務大臣は、必要な意見を
つけ加える。そして、評価委員会は、評価結果や
勧告内容を内閣総理大臣に報告し、また勧告した
場合は、必要に応じて内閣総理大臣の指揮監督が
とられるように意見を述べることが可能となって
いる。このように、通則法改正法案では、評価委
員会の権限強化が図られている。

しかしながら、今回の整理合理化計画やこれを
具現化した通則法改正法案が独立行政法人評価の
諸課題を克服すべく策定されているかについては
議論の余地がある。「評価のお手盛り」を排する
ために設けた府省委員会と政独委員会という二重
の評価システムを解消することにより、内閣レベ
ルの関与をますます高めようとしている方向性が
垣間見られるからである。確かに、業務実績評価
の評定が各府省委員会で異なるため統一的な相互
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教員研修センター 

メディア教育開発 
センター 

メディア教育開発 
センター 

廃止（2008年度末に 
法人を廃止。事業の 
一部を放送大学学園 
において実施） 

国立健康・栄養研究所 

労働政策研究・研修機構※ 

緑資源機構※ 

日本貿易保険 

海上災害防止センター※ 海上災害防止センター※ 

都市再生機構※ 

住宅金融支援機構※ 

民営化（公益法人化） 

日本貿易保険 

緑資源機構※ 廃止（2007年度限り 
で廃止） 

民営化（政府全額出 
資の特殊会社化） 

（注）※は特殊法人等から移行した独立行政法人。 
（出所）筆者作成 

－ － 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

「独立行政法人整 

理合理化計画の策 

定に関する指摘事 

項」時点（11法人） 

2007年11月 2007年12月 

「独立行政法人整理 

合理化計画」時点 

（6法人） 

「独立行政法人整理 

合理化計画」における 

廃止・民営化の概要 

 民営化（特殊会社化） 通関情報処理センター※ 通関情報処理センター※ 

廃止（大阪府の納得 
が得られれば、2010 
年度までに独立行政 
法人としては廃止） 

日本万国博覧会 
記念機構※ 

日本万国博覧会 
記念機構※ 

表1 独立行政法人整理合理化計画における廃
止・民営化の対象法人一覧
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（注）破線は、現行の通則法における枠外の流れを示している。 
（出所）総務省行政評価局『平成20年度評価・監査中央セミナー』資料をもとに筆者作成。 
 

現行の評価機能 

1．業務実績評価 

2．中期目標期間終了時の見直し 

通則法改正法案における評価機能 

評価結果通知 評価結果の評価 

実績報告 評価／勧告 

独立行政法人 独立行政法人 

独立行政法人 独立行政法人 

府省委員会 

府省委員会 

政独委員会 

政独委員会 

評価委員会 

評価委員会 

内閣総理大臣 

内閣総理大臣 

主務大臣 

主務大臣 主務大臣 

行政改革 
推進本部 

行政改革 
推進本部 

行政減量・効率化 
有識者会議 

報告 報告 
意見具申 

報告 
意見具申 

意見添付 

意見添付 

評価 勧告 

勧告 

指示 

措置 措置 

実績報告 
（自己評価） 

実績見込報告 
（自己評価） 

実績見込報告 

意見聴取 

意見聴取 

勧告 

勧告の方向性 

意見提示 

説明 了承 

見直し案 

図1 独立行政法人通則法改正法案における評価機能の一元化
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比較ができず予算編成への反映が困難になってい
るとの指摘がある（山本 2008、p.23）。また、政
独委員会が各独立行政法人の業務の内容を網羅的
に評価することは、時間的またはその専門性から
も困難であり、その結果、政独委員会は、財務諸
表等のチェックを中心に行っていたという傾向が
散見されていることも否定はできない。しかし、
これらの批判は方法論に属するものである。した
がって、官製談合事件が廃止の実質的な原因とな
った緑資源機構の年度業績評価が最も良い評定で
あったのは、そもそも評価が甘いからであり、現
行の独立行政法人評価は機能していないと結論づ
けるのは早計な感がある。そもそも業務実績評価
は、中期計画や年度計画を達成したかどうかを判
断する「業績測定」であり、社会的事件の発生の
有無に直接連動するものではない。民間の評価と
して一般的である決算においても、いわゆる「不
祥事」は直接決算に反映しない。民間は、不祥事
に対する社会的批判により売上げの低下を伴うか
ら、それが決算に反映するのである。よって、不
祥事に起因して独立行政法人評価の機能不全と判
断するのは主客転倒した議論ではないだろうか。

5．今後の独立行政法人評価機能の構築に
向けて

最後に、NPM型改革と独立行政法人制度との
関係について述べておきたい。制度化という外形
的な基準でみればNPMは浸透しており（大住
2008、p.256）、よって、この思想を公共部門に導
入することを通じて、効率化に資する新たな仕組
みを構築するという視点からはNPM型改革が有
意であるといえる。また、特殊法人等改革の見地
からは、NPM型改革によって、統一的な会計原
則の導入や会計監査人監査を義務づけることによ
る公会計の透明化、また独立行政法人から積極的
に評価結果を含めた情報が公開されることによる
業務の可視化が図られており、積極的な公共サー
ビスの提供という観点からは改善されたといえよ
う。稲継（2006、p.52）が指摘するように、それ
だけ国民の目に触れる情報が公開されるからであ
る。

その一方で、従来からの検査や調査との漠然と
した併用や過大な事後統制、政治化による評価機
能の混乱、そして評価に対する過度な期待が
NPM型改革によって顕在化したと考えるならば、
独立行政法人化による負の影響は少なくない。本
来、NPM型改革で期待されている評価は、政策
や組織のあり方を決定するものではなく、決定の
前提となる有益な情報を形成するものだからであ
る（宮脇・梶川 2001、p.42）。実際、独立行政法
人評価では、政府の政策の必要性にまでさかのぼ
ることは困難であり、これは国会、つまり政治の役
割であるという指摘がある（櫻井 2006、p.25）32。そ
れゆえ、独立行政法人評価における政治化は必ず
しも否定されるものではない。独立行政法人の事
務・事業の確実な実施を担保するために国から運
営費交付金等が交付されている以上、政治が関わ
ってくることはある意味で当然のことだからであ
る。また、政治的外圧が存在することも独立行政
法人評価が有効に機能させるための一要因といえ
る（縣 2008、p.1）。

それでも、特殊法人等から移行した独立行政法
人の動向に応じて、独立行政法人評価の方向性が
決定されるという実情は、評価機能の課題ばかり
をあえてクローズアップさせることとなり、結果
として評価の本質がみえなくなってしまっている
のではないだろうか。つまり、目先の動向にとら
われて評価そのものが機能しなくなっているので
ある。評価と政治的な関与との相違を理解し整理
することで、独立行政法人評価の合理性や効率性
が高まる可能性があることを看過することはでき
ない。そして、この点を踏まえて、新たな独立行
政法人評価機能やその運用方法を構築し、そして
活用していくことが肝要であろう。
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Abstract

The Incorporated Administrative Agency system, based on the idea of Executive Agency in UK, is regarded
as a part of the New Public Management (NPM) movement. This system is designed to reform inefficiencies in
activities and an absence of management clarity, and achieves some positive effects. There are, however, some
negative effects if the NPM movement causes the combination of evaluation with conventional audit and survey,
ex post facto regulation, politicized overall review and over-expectation of the evaluation. This paper shows it may
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はじめに

地方自治体における評価の取組みは、1996年の
三重県の取組みから始まった。日本の地方自治体
においては、得てして国から政策がおろされる形
で取組みが進められることが多いが、評価の取組
みは国からではなく、地方から始まった。それは、
同時期における地方分権改革等の運動とあいまっ
て、自治体改革が熱を帯びて叫ばれたことが後押
ししている。そして、この自治体改革の標語的存
在として、「NPM（New Public Management）型改
革」が地方自治体から普及し始めたのである。

NPMとの関係から、結果による統制を中心とし
て地方自治体で実践された評価が「行政評価」1

であるが、本格普及から10年あまり経ち、この
「NPM型行政評価」は転換期にあると認識されて
いる（田中 2008b、p.39）。市・区における取り組
みでは、事務事業評価を見直そうという考えや、
行政評価制度導入を保留してその意義について見
極めようと、評価のための積極的な姿勢は無くな
りつつあると指摘されている（田中 2008a、p.26）。
後に詳述するように、評価の主要な問題・課題点
は、第1に「評価の導入目的」、第2に「評価の運
用・活用面」、第3に「評価を担う人材」に関する

【研究論文】

NPM型行政評価に翻弄される小規模自治体
－現状の認識と今後の展望－

要　約

町村を中心とした小規模自治体は、市町村合併の流れが一段落したところで、財政的な危機感を背景と
して行政評価導入を本格化しつつある。これらの団体は、小規模であるが故の特性を生かして評価をうま
く回していくことができるのであろうか。その実態を明らかにしていくことが実践・研究両面より求めら
れている。
本論は上記のような問題意識から、おおよそ人口2万人程度の小規模な自治体を研究材料として取り上
げ、その実態を明らかにする。考察を通じて、NPM型行政評価に翻弄される小規模自治体の実態が浮き彫
りにされるであろう。しかし、それはあくまで現状における実態である。本来小規模自治体においては、
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点に集中している。特に、先行自治体で実践され
たNPM型行政評価は、トップマネジメントによ
る意思決定機能とボトムアップによるパフォーマ
ンスメジャーメントを中心とした改善機能を意図
した仕組みの運用・活用が目指されているが、多
くの困難を抱えているのが実態である。
このような状況の中で、人口5万人未満の町村
を中心とした小規模自治体においては、市町村合
併の流れが一段落したところで、財政的な危機感
を背景として評価に取り組み始めようというとこ
ろである。評価導入を本格化しつつある小規模自
治体は、すでに実績を積みつつある自治体と同じ
轍を踏むことになるのであろうか。あるいは小規
模であるが故の特性を生かして評価をうまく回し
ていくことができるのであろうか。その実態を明
らかにしていくことが実践・研究両面より求めら
れている。
本論は上記のような問題意識から、おおよそ人
口2万人程度の小規模な自治体を研究材料として
取り上げ、その実態を明らかにする2。本論の考
察を通じて、NPM型行政評価に翻弄される小規
模自治体の実態が浮き彫りにされるであろう。し
かし、それはあくまで現状における実態である。
本来小規模自治体においては、「首長のリーダー
シップが発揮しやすい」、「官僚組織的傾向が低い」
といった小規模ゆえの特性を生かした、政策評価
の実践が可能である。本論では今後の展望として、
自治体における政策評価の姿を素描し結語とす
る。

1．NPM型行政評価の特徴と問題点

（１）NPM型行政評価の特徴

地方自治体で実践されたNPM型行政評価には
どのような特徴があるのか。自治体で実践された
NPM型改革の特徴について言及しながら、その
輪郭を描いてみよう。自治体におけるNPM型改
革の大きな特徴は、「地方分権改革」を媒介にし
て進行し、財政的危機感を背景としながら行政改
革の標語・スローガンとして普及したことであ
る。この文脈に沿ってNPMの主要骨子を整理す

るならば、「顧客主義、住民志向」「業績主義、成
果志向」「市場メカニズムの活用（政府立案部門
と執行部門の分離を含む）」「公会計改革（複式簿
記、発生主義会計の導入等）」「行政組織のフラッ
ト化、分権化」等となる3。特に、実際に実践さ
れたNPM型改革と行政評価の接点は、「顧客主義、
住民志向」「業績主義、成果志向」という点に集
約されるだろう。NPM型行政改革は、その基底
に成果主義を掲げ、その成果・業績を測定する尺
度として、顧客満足度などの顧客が求める価値と
の対比により効率化を目指そうとするものであ
る。特にこのような観点からは、評価（パフォー
マンスメジャーメント）の仕組みは不可欠なもの
とされた。成果・業績を測定する際に有効とされ
る手段が「パフォーマンスメジャーメント」であ
り、合意形成によりあらかじめ目指すべき目標を
設定する仕組みが戦略計画とされた（大住 2003、
p.6）。このような考え方に基づき、現場レベルの
改善を意図するパフォーマンスメジャーメントを
中心とした事務事業評価、管理者の意思決定を補
助する施策評価（プログラム評価とは異なる）、
顧客満足度を中心とした目指すべき目標を定めた
総合計画の仕組み、評価に基づく効率的な資源配
分を意図する予算編成改革が多くの自治体で実践
された。このようなNPM型行政評価の現実は、
行政機関が自らを評価する内部評価により、行政
のマネジメントを改善するという技術的合理性の
志向が強いという特徴を有する（山谷 2006、
pp.192-194）。
一方、我が国における行政改革はNPM型では
なく、既存の行政管理方式に基礎を置きながら
NPM型改革の表層に対応するに過ぎない「歪曲」
されたものであるとの指摘に耳を傾ける必要もあ
ろう（新川 2002、p.146）。このことは地方自治体
で実践された改革にも当てはまる。パフォーマン
スメジャーメントを中心にした事務事業評価にし
ろ、「戦略計画」と見立て数値目標を設定した総
合計画にしろ、これまでの「事務事業の見直し」
や「総合計画による進行管理」といった既存の行
政管理の仕組みと大差はないのではなかろうか。
既存の行政管理と異なる点があるとしたら、それ
は公務員の意識改革、つまり「標語・スローガン」
程度の改革運動にとどまるのではなかろうか。
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実践は、「節約」という「歪曲」ももたらした。
1990年代後半に実践された三重県などの行政改革
では、分権時代にふさわしい自立した地方政府を
目指す意図がもたれていたが（梅田 2008、p.5）、
2000年代以降財政的危機感を背景として、より少
ないインプットでより多くのアウトプットを出す
「節約」の議論にNPM型改革は傾斜しがちであっ
た。
つまり、自治体において実践されたNPM型評
価は、スローガンとして「顧客志向」「成果志向」
を掲げ新しさを装いつつも、その実これまでの合
理的な行政管理手法の延長にすぎないとの仮説が
成り立ちうる。
以上、NPM型行政評価の特徴を整理した。で
は実践された行政評価が直面している問題・課題
点の所在はどこにあるのか。先行自治体の動向を
先行研究のレビューにより明らかにする。

（２）NPM型行政評価の主な課題・問題点

地方自治体における評価の主要な問題・課題点
は、第1に「評価の導入目的」、第2に「評価の運
用・活用面」、第3に「評価を担う人材」に関する
点に集中している。
「評価の導入目的」に関しては、評価導入によ
って実現しようとする目的が複数であったり、あ
いまいである点が様々な識者から指摘されている
（窪田 2007、p.27、田中 2008a、p.33）。例えば、
北大路（北大路 2008、p.149）は、積極的な取り
組みが進まない地方自治体での評価について、そ
の導入目的が抽象的であいまいである現状を指摘
し、評価の行き詰まりの原因を「支出カット目的
の評価」に求めている。また、地方分権改革や市
町村合併等の時代背景に影響された側面が、評価
導入の目的を行政改革の一手法として方向付けた
のは間違いがないであろう。
次に、「評価の運用・活用面」では、自己評価
にあたる行政職員の負担が過大であり、自己評価
であるがゆえに客観性に乏しく、そうであるがゆ
えに予算等の政策決定や改善策に活かされていな
いと指摘されている（窪田 2007、p.27）。田中
（田中 2008b、p.53）による調査では、職員の意識
変化や事務事業レベルにおける改善等に関しては

一定の成果を上げているが、全庁的な資源（予算、
人員）配分面では成果を認識している自治体は少
ないと報告されている。また、評価手法に関して
も、評価指標や目標値の質、評価のチェック体制、
職員の能力について問題を抱える自治体は少なく
なく、業績測定型のアプローチの限界が示唆され
ている。いずれにしても、現在の事務事業評価と
業績測定を中心とした評価のあり方には、実行可
能性や手法の面から疑問が投げかけられ、現状の
ままでは適切な発展は難しいとされている。
「評価を担う人材」に関して、当然のことでは
あるが、評価を行う自治体には評価を導入し運用
していく人材が必要であるし、予算措置も必要と
なる。自治体の規模（人口規模）によって評価の
成果の認識は明確でないとされているが（田中
2008c、p.191）、しかし、評価に従事する職員数、
職員能力、なかでも評価に関する専門能力の欠如
が問題状況の悪化を招いていると考えられる。ま
た、評価を行う職員の意識面では、職員の能力を
上回る評価業務により、やらされ感や評価疲れが
蔓延している状況で、本来業務にまわすべき労力
を大きく侵食するアカウンタビリティのジレンマ
がみられる。

2．小規模自治体の選定と分析の視点

（１）小規模自治体の実態

以上、NPM型行政評価の特徴と問題点を実践
動向及び主要先行研究レビューより見た。では、
このような姿は導入がこれから進む小規模な自治
体においても該当することなのであろうか。以上
見てきた特徴及び問題点、なかでも「スローガン
として「顧客志向」「成果志向」を掲げ新しさを
装いつつも、その実これまでの合理的な行政管理
手法の延長にすぎない」という仮説を主軸に、
「評価の運用・活用面」の問題点を手がかりに人
口2万人以下程度の小規模自治体の実態を見てい
く。
なお、町の研究事例はまだ少ないことから、町
の中でも平均的な団体であるX町4を事例として取
り上げ分析対象とする。X町が行政評価に取組み
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始めた2006年には、地方自治体の評価はすでに行
き詰まりをみせ始めていた。現場には評価疲れが
蔓延し、評価ブーム絶頂期であった2000年前後に
おける熱の入れようは薄れつつあった。X町が評
価に取組んだいきさつは、多くの自治体と同様、
市町村合併、三位一体改革等の制度改革、行財政
改革による要請に基づくものである。その導入目
的は財政状況の悪化を背景とした歳出削減のため
の評価であった。

（２）分析の視点

前述のようにNPM型行政評価は、行政マネジ
メントの改善を意図する技術的合理性の志向が強
い。そのため、評価をマネジメント・ツールとし
て捉え、トップマネジメントによる意思決定機能
とボトムアップによる改善機能を意図した仕組み
の運用・活用が目指されている。トップマネジメ
ントによる意思決定機能は具体的な仕組みとし
て、予算や総合計画など全庁的な資源配分機能と
連動した評価の仕組みが目指される（図1参照）。
一方、ボトムアップによる改善機能は、業績測定
を中心とした事務事業評価の仕組みにより、有効
性や効率性による分析を行いながら改善活動につ
なげていくことが目指されている。このような評
価の運用・活用面の実態に着目したとき、事務事

業評価の仕組み（ミクロレベル）、資源配分機能
としての仕組み（マクロレベル）からNPM型行
政評価の分析を行うことが可能であろう。以降、
ミクロレベル、マクロレベルを分析視点としてX
町の実態を見ていきたい。

3．ミクロレベル
－事務事業評価の仕組みー

NPM型行政評価の多くは、三重県の事務事業
評価を範に制度設計が行われている。先行自治体
の取組みを踏まえたX町においても同様である。
X町の評価制度の概要を明らかにするため、①事
前評価－事後評価、②判決型評価－分析型評価、
③内部評価－外部評価、④全数評価－重点評価の
4点の基本概念に沿って評価制度の概要を描いて
みる5。
X町で行われた評価は、事後を基本とし、内部

（事業担当職員が自己評価する事務事業評価、課
長級職員が自己評価する施策評価）において行わ
れ、すべての事務事業を対象として行われた。ま
た、公表を前提としているものの評価シートは内
部の自己評価によるものであり、外部評価の仕組
みは導入されていない。そのため、客観性の観点
から問題を抱えていると考えられる。さらに、
500近くの全事務事業に関して全数評価を行って
いることから職員の負担感は過大なものと考えら
れる。全数評価としたのは、全職員が全業務につ
いて評価することにより「市民志向」「成果志向」
へと職員の意識改革が行えるとの意図からである
が、この意図が負担感を増大させるという逆機能
をもたらしている可能性もある。
事務事業評価に関しては多くの先行研究が積み
重ねられてきた6。ここでは、X町における平成19
年度に行われた事務事業評価の結果について取り
上げ、分析型評価と判決型評価の両側面の特徴を
有すると措定し、その問題点をみていく。

（１）事務事業評価結果からみる問題点

事務事業評価は、法令等で定められた義務的な
事業、内部業務も含めた全事業について行われた。

内田　真

１．行政評価の取り組み  ３．予算編成の取り組み  

２．実施計画  

の取り組み  

  
  

  
1－②  

基本施策   

評価 シ ート   

  
1－①  
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図1 X町における評価による資源配分の仕組み

（出所）平成19年度X町行政評価構築業務結果報告より筆者作成
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ここでは義務的・内部業務を除いた271（事業類
型a～d）の事務事業について取り上げる。「総合
評価結果」は、指標値の測定を行い、「必要性」
「有効性」「効率性」の観点から分析した結果、A
～Dの評価が得られる7。「必要性」といった項目
別分析に対しては、批判が多い8。また、それぞ
れの分析項目は点数化されることにより、A～D
の判断が下される。点数化による評価に関しても、
評価者の思考停止が懸念される。評価手法に関し
て問題を有していると考えられる。
事業類型別の総合評価結果によると、約6割の
事業がA評価であるものの、約3割程度の事業に
おいて改善が求められる結果となっている（表1-
1参照）。一方、総合評価結果を受けて所属長によ
る「今後の方向性」が示される。「今後の方向性」
は、事業の分析による評価結果を受けて、当該事
務事業をどのような形で実施していくかという方
向性を示すものである。いわば現場での業務改善

の方針となるものである。この「今後の方向性」
結果によると、拡大継続や現状維持は約7割であ
り、縮小継続（効率）、事業目的や手段の見直し、
統合・連携、休止・廃止などの何らかの改善や見
直しが必要な事業は約25%となっている（表1-2
参照）。「総合評価結果」で約3割の改善事業が
「今後の方向性」では約2割強と、わずかではある
がその割合は減っている。この結果から、事務事
業評価を行うことにより事業の問題や課題点はあ
る程度発見されるが、改善が今後の進め方に反映
されにくいのではないかということが考えられ
る。特に、改善・改革案が提示されても、意思決
定レベルで分析結果が採用され、それが課におけ
る方針とされることは少ないと考えられる。もち
ろん、「総合評価結果」にいたる分析項目につい
て欠陥があったとも疑うべきである。また、「総
合評価結果」が現場の判断と食い違っていたとも
考えられる。さらに、「総合評価結果」をさらに

NPM型行政評価に翻弄される小規模自治体
－現状の認識と今後の展望－
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表1-1 事業類型別の総合評価結果

表1-2 事業類型別の今後の方向性

（出所）平成19年度X町事務事業評価結果より筆者作成
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深く掘り下げるための議論の場や評価主担当の総
務課によるヒアリングが十分には行われなかった
ことも問題である。

（２）判決型評価としての事務事業評価
－ソフトな統制手段？－

判決型の事業カット評価と捉えた場合、事務事
業評価による分析が廃止・休止といった判決には
あまり役立っていない状況がみられる。X町職員
対象アンケートの結果によると、評価結果により
「休止・廃止」となったもののうち、「休止・廃止
された」という回答はわずか1割程度であった。
また、その内、「評価結果とは関係なく休廃止と
なった」との回答は5割となっている（「X町平成
20年度実施職員アンケート調査結果」を参照）。
そもそも、カットしなければならない事業につい
て、現場担当者はおおよそ判断がついている場合
が多い。例えば、X町においても、「休止・廃止」
とされているものは、「地域子育て支援組織活動
関連事務」「ベンチャー農業者支援リース事業」
「休養観光施設の管理運営事業」などであるが、
これらは利害関係者の説得・同意をすでに終えて
おり、残るは理事者の最終意思決定にゆだねられ
ているといったものなのである。導入等当初にあ
る程度の成果（事務事業をカットできたという成
果）が出るのはあたりまえであろう。評価が廃止
の流れに棹差したといった体である。しかし、意
思決定段階ではやめられないといった事業も出て
くる。利害関係者の反対に合い、事業の見直しは
先送りされる。そのため事業カット型評価はうま
くいかない。また、X町では、企画、財政、総務
の3課長、トップを巻き込んだ形で評価結果に最
終意思決定を下す議論の場がもたれていないこと
も問題であった。
X町に特徴的であったことは、事業カット型評
価といっても、判決型評価のように最終意思決定
者が廃止・継続の決定を下すといったものではな
い。むしろ、現場からの自主的な削減や改善を促
す、予防薬としての役割を果たしていると考えら
れる。各課が予算編成に向けて作成する予算要求
調書の段階で予算要求側が自主的に事業分析を行
い、無駄な事業を予算査定の場に上げるのを防ぐ

ことが期待されているのである9。これを組織構
成員に向けたソフトな統制手段とみることも可能
であろうが、職員対象アンケートによると、予算
要求前に評価結果を活用しているとの回答は約3
割にとどまっていた。そのため、ソフトな統制手
段はあまり機能しているとはいえない（「X町平
成19年度実施職員アンケート調査結果」を参照）。

（３）分析型評価としての事務事業評価
－現場レベルにおける自主的な業務改善－

事務事業評価が意図している分析型評価による
業務改善は、現場レベルでの自主的な取組みには
一定成果をもたらしているものの、組織的な取組
みには至っていない。それは以下の理由による。
X町職員対象アンケートによると、「仕事の進め
方、あり方についての認識」では、約8割の職員
が問題に対する解決姿勢を持っていたり、問題が
あることに気付いている（「X町平成20年度実施
職員アンケート調査結果」を参照）。自分が日ご
ろ行っている業務を改めて評価することにより、
問題点が明らかになったといった声も聞かれた。
評価を行ったことにより、日ごろから感じていた
問題点を形に残すことができたのである。その点
において成果が得られているのである。しかし、
前述したように、評価結果を議論し現場へフィー
ドバックする意思決定の場がないことにより、組
織的な取組みには至っていない。事実、X町職員
対象アンケートでは、評価を行ったことにより現
場の業務改善が「進んだ」との回答はわずか2割
弱にとどまっている。約7割近くの職員が「以前
と変わらない」と答えているのである（「X町平
成20年度実施職員アンケート調査結果」を参照）。
公開を伴わない内部評価である点が、さらに分析
型評価の可能性を狭めている。外部からのプレッ
シャーが無いため、例えばこれまでの慣行から手
間とコストがかかる仕事のやり方を直さないとい
った組織の理論が優先されてしまっている。
X町における分析型評価としての事務事業評価
は、客観性には乏しい自主的な業務改善にとどま
っている。

内田　真
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（４）職員の意識改革と負担感

後発自治体では、先行自治体の導入例やマニュ
アル本、他自治体の公開用行政評価ホームページ
などを参考にすれば、庁内職員により十分評価制
度や手法の設計は可能である。しかし、先行自治
体においてもいまだ手探り状態、あるいは停滞状
態がみられるため、導入のインパクト－例えば職
員意識の改革など－には一時的効果がみられるも
のの、導入後の継続運用の段階になると問題に突
き当たることとなる。例えば、P町においては、
外部のコンサルタントなどに評価制度の設計を委
託せず庁内で評価を実施しているが、他の自治体
と同様、事業カットを目的としたものであった。
導入1年目には、事業カットの成果を得て評価担
当者、評価実施者ともに成功の高揚感を味合った
との事である。しかし、2年目に至って、同様の
目的で評価を実施したところ、事業担当部門から
大きな抵抗にあっている。評価シート記入には膨
大な時間と労力を必要とするためである。そのた
め、現在導入3年目であるが評価シート記入は形
式的なものとなっており、総合計画の策定を契機
に見直しを進めているところである。では、X町
ではどうであったか。職員意識の改革が行えると
の意図から約500のすべての評価を行ったが、こ
の意図が負担感を増大させるという逆機能をもた
らしていたであろうか。結論から述べると、仕事
に忙しさを感じているほど評価に負担感を感じて
いるという、ごく常識的な結果がアンケートから
得られたのみで、職員の意識の変化と評価実施の
負担感に有意差は無かった（「X町平成20年度実
施職員アンケート調査結果」を参照）。つまり、
逆機能が起こっているとは言えない。しかし、X
町では導入からの日が浅い。そのため、P町同様
に導入3年目程度以降から評価疲れは発生してく
るのかもしれない。

4．マクロレベル－資源配分機能としての
仕組みー

X町の制度設計では、マクロレベルでは、「基
本施策評価」を中心として事務事業の優先度の評

価が行われる（図2参照）。理想的なマネジメント
の仕組みをつくるため、新しい総合計画は、評価
体系と政策体系を一致させる取組みが行われた。
図3にあるように、「政策」「上位施策」「基本施策」
「事務事業」という4つの階層を目的－手段体系と
見立て実践された。
このようなマネジメントの仕組みは、X町独自
のものではない。先行する自治体では、多少の差
異はあるものの、行政経営システムと呼ばれ、計
画、予算、評価の連動による取組みは行われてき
た。そして、全庁的な資源配分面で成果を認識し
ている自治体は少ない。多くの自治体が試行錯誤
しながら取組んでいるところである。
X町の取組みは制度の形式上は整合性がとれて
いるようにみえるが、運用面、活用面では資源配
分機能は十分に機能していない。問題状況は3点
に集約される。すなわち、第1に基本施策評価の
仕組み自体に問題がある。第2に総合計画におい
てこれまで指摘されてきた課題を依然として克服

NPM型行政評価に翻弄される小規模自治体
－現状の認識と今後の展望－
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（出所）平成19年度X町行政評価構築業務結果報告より筆者作成
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できていない。そして第3に予算への活用は限ら
れた機能しか果たさない点である。以下、これら
の問題点について分析を行いたい。

（１）基本施策評価の仕組み

基本施策評価の仕組みは、目的－手段関係を模
して制度設計されているが、事務事業のかたまり
を形式上括っているのみで事務事業と施策間に因
果関係が構築されていない。そのため、抽象的な
施策という単位を具体的な目標に落とし込む「操
作化」は困難である。また、事務事業の優先度を
判断するといっても、ほとんど機能していない。
例として、「市場競争力の高い農業の推進（農業
経営体質の強化及び、担い手の確保育成）」とい
う基本施策についてみてみよう（表2参照）。この
施策は6つの事務事業から構成される。基本施策
は、農業経営強化と担い手育成を狙いとしており、
そのための手段として「農業資金利子補給事業」
「担い手育成総合支援事業」などの事務事業が構
成されている。利子補給やリース事業、担い手育
成などは、確かに経営体質強化などに役立ってい
るかもしれないが、それのみが経営強化の条件で
はない。例えば、高齢化が進むなかで介護予防と
連携した取組みや若者定住促進との連携も求めら
れよう。このように既存の事務事業ありきで地域
特性に応じた問題解決策を基本施策の手段として
提示できていない点に、基本施策評価の限界が指
摘できる。

（２）総合計画の課題

地方自治体では、個別計画が簇生し（打越
2003、p.153）、プラン偏重の行政体質10は強まる
一方である。このような状況のなかで、総合計画
の意義は、行政管理手法、市民をはじめとした諸
アクターの統合機能という2つの側面から整理で
きる。行政管理手法としての側面からは、計画の
本来的な目的である合理性や調整性、総合性、予
測可能性を発揮できていないという問題を克服
し、本来の機能を発揮することが期待されている。
また、総花的であり政策の優先順位付けができな
い、あるいは職員に総合計画の進行管理意識や日
常行政運営における応用意識が薄いといった問題
点が指摘できる。さらに、総合計画は、既存事業
の追認や事業実施の保障機能にしかすぎず、計画
を作ること自体が目的化する手段の目的化が散見
される。また、補助金獲得、予算獲得の正当手段
へと形骸化している側面もみられる11。成長を前
提とした時代の計画であれば、一定機能したかも
しれないが、しかし、社会変革が劇的に進みつつ
ある現在においては、機能不全が著しい。このよ
うな課題に対して、評価がすべて解決できるわけ
ではもちろんない。しかし、企画サイドの現場は
過剰な期待感を評価に寄せ、上記の懸案課題を解
決すべく試行錯誤を重ねた。X町総合計画は、
「分野」「施策」「施策の成果」から構成され、そ
れぞれの階層は評価における政策体系図の「政策」
「上位施策」「基本施策」と一致している。「施策
の成果」には、基本施策評価における「成果指標」
の「数値目標」が掲げられ、計画と評価のつなが
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表2 X町政策体系図　－基本施策と評価対象事務事業の関係－

（出所）X町政策体系図より筆者作成
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りが意識されている。形式上は、この「数値目標」
が優先順位付け、そして職員の進行管理意識や応
用意識を象徴するものとなっている。つまり、職
員が仕事を進める上で何を目標にして何を優先的
に取組んだら良いかが、数値目標の状況により分
かるという仕組みとなっている。
このような仕組みは、公務員の意識改革や進行
管理意識には一定機能を果たすものの、成果主義
的な傾向から効果が出るものだけを取組み、行政
が本来的に有する公平性・公正性が失われること
が懸念される。また、目標管理が過大な負担とな
り職員による目標操作の可能性も指摘できる。例
えば、表4では「認定農業者数」が施策の成果を
具体化したものとなっているが、目標年度におけ
る認定農業者数を達成することのみを取組む傾向
から、認定農業者以外の農業経営者を軽視するこ
とにつながる危険性をはらみ、既存の農業団体の
動員により数合わせを行うといった目標の操作化

が懸念される。
行政における成果は、多様なものであることは
論を待たないであろう。NPM型行政評価が意図
する「成果志向」は、公平性や公務員倫理の問題
を等閑視することにより、職員の意識改革のイン
パクトを強調していると考えられる。いずれにせ
よ、行政管理手法としての総合計画の側面におい
て評価が担う役割は、成果志向という意識改革と
進行管理意識の醸成といったものに限られ、資源
配分がゆがめられるという危険性が指摘できる。
アウトプット指標を「顧客志向」のもと、アウ
トカム指標や住民アンケートの数値に置き換えた
としても話はたいして変わらない。特にアンケー
ト調査結果による施策の満足度をベンチマークと
して目標数値を掲げる総合計画がわが国において
も多数みられるようになったが、住民が行政自体
や行政が行う施策について十分理解していない状
況では、「行政による住民の誘導」（山谷 2006、

NPM型行政評価に翻弄される小規模自治体
－現状の認識と今後の展望－

施 施 策 策 の の 成 成 果 果 

１－１ ： 住民が農業経営の担い手として育つとともに、農業従事者が安定した経営を行っている。 

１－２ ： 優良農地の保全と適切な農地活用が行われ、生産性が向上している。 

１－３ ： 良質な農林産物・特産品の開発が行われ、地域ブランドとして産地化が進んでいる。 

１－４ ： 美しい緑のまちとして、住民が農林業を通じて身近な自然に親しみ、農林業への理解を深めている。 

１－５ ： 農林業経営者が安心して生産活動が行えるよう、環境整備がなされている。 

２－１ ： 住民参加による魅力的な集客事業の展開により交流人口が増加している。 

２－２ ： 集客施設の集客力向上により交流人口が増加している。 

２－３ ： 様々な観光資源を地域内外に積極的に発信している。 

２－４ ： 地場産業の拡大が進み、町内事業者の経営が安定している。（地場産業の拡大に向けた環境整備がなされている） 
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表3 X町総合計画の体系図（農林業分野のみ）

（出所）X町総合計画より筆者作成

＜施策の成果１－１＞　住民が農業経営の担い手として育つとともに、農業従事者が安定した経営を行っている 

成果指標 指標の説明 現状値 目標値 
平成 19 年 平成 24 年 平成 29年 

認定農業 
者数 

効率的かつ安定的な農業経営の指標を定め、これら 
目標計画に沿った認定農業者の確保を図ることによ 
り、農業経営者の育成が図られていることがわかり 
ます。 

123 人 136 人 141人 

表4 総合計画における「施策の成果」の数値目標例

（出所）X町総合計画より筆者作成
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p.156参照）が懸念される。しかし、一方でこれ
を、市民をはじめとした諸アクターの統合機能の
側面から総合計画をみたとき、評価のはたす役割
に希望が見出される。計画策定過程において市民
参加による目標数値の討議が行われ、実施段階に
おいても継続的に市民による評価が行われた場
合、民主的な統制による計画の推進と評価が可能
かもしれない。X町においても、理想的な「市民」12

が存在すれば可能であろうが、現実的には難し
い13。総合計画の策定において、市民参画が当た
り前となりつつあるが、参加が行政によるアリバ
イ作りに過ぎず、協働が行政の掛け声のみであれ
ば、総合計画はその意義を急速に失う。

（３）予算への活用

事務事業評価、基本施策評価結果は総務課によ
る評価チェック後、予算編成過程14において活用

される。前述したように事務事業評価結果は、ソ
フトな統制手段として各課の予算要求前に現場で
活用される。一方、基本施策評価は、事務事業評
価結果と併せて財政課において活用される。財政
課における活用方法は、図4-1にあるように、縦
軸に施策評価結果の「優先度」を、横軸に事務事
業評価結果の「総合評価結果」をとり、「a b c d」
の4つの類型を抽出することにより資源配分の基
礎資料としている。
aは資源配分が最も高く、b c d と順に低くなる。
しかし、実際は図4-2にあるようにほとんどの事業
がa b であり、資源の優先配分には失敗している。

予算編成過程は、予算要求者と査定者の激しい
交渉と取引の過程でもある。おそらく、評価結果
が予算へ反映されることをルールにした場合、a
b の件数は評価結果を曲げてでも多くなることが
予想される。評価シートは事業の改善という意図
を無視した予算獲得のツールへとなり、ますます
資源配分は機能不全に陥ることになる。そのため、
評価結果の予算への反映は限られた機能しか果た
さないであろう。

5．分析のまとめ

事務事業評価の仕組み（ミクロレベル）は、客
観性や実効性を確保する仕組みの欠如により、
「ソフトな統制手段」「自主的な業務改善」といっ
た極めて限られた機能しか果たしていないのが現
状である。
一方、資源配分機能としての仕組み（マクロレ
ベル）は、全庁的な資源配分にはあまり役立って
いない。ここでみられるのは、行政経営システム
と言いつつも、既存の行政管理手法をつなぎ合わ
せたものにすぎない。評価が果たす役割は限られ
たものであった。NPM型行政評価という万能薬
により、予算や計画が抱えていた問題点が一気に
解決されるという、評価への過剰な期待と楽観的
な幻想を抱きすぎているのが現状である。我々は、
PPBSの失敗15という過去の教訓からより多くを学
ばなければならないだろう。
以上の考察から小規模自治体では、その特徴を
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図4-1 資源配分のためのａｂｃｄ分析

図4-2 ａｂｃｄ分析による評価件数

（出所）平成19年度X町行政評価構築業務結果報告より筆者作成

（出所）平成19年度X町行政評価構築業務結果報告より筆者作成
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いかして評価をうまくまわせていないというのが
筆者の認識である。小規模自治体はNPM型行政
評価に翻弄されているのが実態である。では、こ
の問題状況を解決し小規模自治体がその特徴をい
かして評価をうまくまわしていくためにはどのよ
うな方策があるのか。既存の仕組みの改善も求め
られようが、ここでは、今後の展望として自治体
における政策評価の試みを素描してみたい。

6．自治体における政策評価の試み

地方自治体は、法令等で位置付けられた義務的
な事業が大半であり独自の財源は乏しいという意
味において実施官庁であり、それゆえ政策は不在
であると言われてきた。そのため、政策の見直
し・改善を意図する「政策評価」は必要とされな
かった。しかし、例えば、市町村合併をどのよう
に進めて行くかといった問題は、自治体の政策と
して扱うべきである。市町村合併の際に全国的に
みられたのは、旧市町村における行政サービス水
準の維持が約束されていたにもかかわらず、結果
として、最も高い地域のサービス水準に引き上げ
られるといったことである。過疎地を含む町村が
合併により、例えば、赤字路線バスを複数抱える
ことになり、また無駄な施設が増えその有効利用
が課題となり、合併特例債を新たな箱物に注ぎ込
み財政的に行き詰るといった事例は枚挙に暇がな
い。本来、合併により適切な財政規模のもと、適
切なサービス基準に下げていくことが求められて
いた。しかし、多くの小規模自治体は合併により
サービス水準と財政規模の膨張を招き、新たな課
題を抱え込む事態となった。このようなことにな
らないよう、合併によるメリット・デメリットを
事前に評価し、事後にもその効果を検証し政策の
改善につなげていくといった取組みが必要であっ
たはずである。もちろん、各地で設立された合併
協議会により合併効果のシミュレーションはされ
てきたし、建設計画では新市の財政フレームをも
とにし将来像が描かれていた。しかし、自治体は、
合併論議の際、政策評価としてこのような使い方
をしてこなかったように思う。評価するべきこと
を評価せず、評価しなくてもよいことや評価にな

じまないものを評価しているのが現状である。X
町でも同様のことはみられた。町長公約として、
下水道普及率の向上が掲げられていたが、建設工
事費は町財政を圧迫していた。下水道建設後の将
来像を設定し、どのような政策的効果があるのか
といった予測は十分になされているとはいえな
い。こまかい予算費目である事務事業を評価する
まえに、まずは下水道建設によるメリット・デメ
リットを事前評価し、政策が及ぼす社会的効果に
ついて十分議論することが先決であったはずであ
る。本論で見たNPM型行政評価のように行政マ
ネジメントの改善や事務事業単位の効率性を評価
する前に、町長マニフェストあるいは公約の評価
を実施し、行政執行部内部で実行可能性を検討し、
住民に公表していくといった取組みが本来求めら
れていた。さらに、合併により住民に約束したサ
ービス水準について、財政規模に見合った形でサ
ービスが提供できているのかといった観点からの
評価が必要なのである。
特に小規模自治体では、人口規模が比較的大き
な市役所と比べ、官僚組織的傾向は低くより住民
に身近な組織と言う意味でオープンな組織である16。
また、職員数が少ないと言った点においても、首
長のリーダーシップが発揮しやすく、改革が浸透
しやすい。ごく常識的に考えれば、小規模自治体
ほど評価を媒介とした改革が行いやすい組織はな
いであろう。
このように、行政内部の評価は強力なリーダー
シップのもと、自ら問題を発見し自治体における
政策を評価していく姿勢が求められる。その上で、
古典的ではあるが「自己評価する組織」
（Wildavsky 1972）となるのが理想の姿であろう。
そして、何よりも求められるのが「住民による評
価」である。住民が評価に関心を寄せなければ、
行政の評価活動は意味をなしえない。問いかける
主体である住民が無関心であるということは、小
規模自治体における評価活動は結果の公表の有無
にかかわらずアカウンタビリティを確保している
とはとうてい言えない。政策評価は、成熟した多
元主義的デモクラシー社会に欠かすことのできな
い健全な統治の仕組み（地方分権、情報公開、行
政手続法など）を前提にして初めて機能する（山
谷 2006、p.192）。そしてその前提として、住民が

NPM型行政評価に翻弄される小規模自治体
－現状の認識と今後の展望－
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政策主体となり評価の主体となる必要がある。そ
のためには住民が水平的自律調整機能17を発揮し、
地域の問題に対して自らのこととして関るという
基本的な姿勢が求められる。このような条件がそ
ろったとき、政策が地域に対して生み出すインパ
クトや解決したい地域の課題に対して政策内容・
政策手段が適切に関連しているかといったことを
重視する、真の意味での自治体における政策評価
が実践されるかもしれない。しかし、自治体の現
場においては理想論にすぎないとの反論もあろ
う。そうであるならば実務的な均衡点としてどの
ような評価が立ち現れるのか、それを探求するの
が今後筆者に与えられた課題である。
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注記

1   その内容は業績測定（Performance Measurement）を

中心としており、プログラム評価などの社会科学的

評価とは異なる。（古川 2008、p.134）。

2   これまで都道府県、市区における評価の取り組みを

中心に研究が進められてきたところであるが、町の

事例はまだ少ない。本論は、自治体の規模により評

価の運用実態も異なるのではないかという問題意識

にも基づいている。

3   2004年5月、第一次分権改革を担った地方分権推進

委員会の後を次いで内閣府におかれた地方分権改革

推進会議の最終答申「地方公共団体の行財政改革の

推進等行政体制の整備についての意見」において、

「新しい行政手法」としてNPMを自治体行財政運営

改革に生かしていくことの必要性が説かれた。

NPMの概念整理は同意見書p.26を参照した。

4   総務省による類似団体の類型によると、X町は類型

「V－2」に該当し、平均的な町であることが推察さ

れる。類似団体とは、人口規模や産業状況が類似し

ている市区町村ごとに作成されている類型のことで

あり、平成19年4月1日現在、35類型に分けられてい

る。X町が該当する類型「V－2」は、人口2万人以

上であり第3次産業の割合が55%以上の町村である。

この類型「V－2」に該当するのは、152団体で1,022

全町村数のうち14.9%となっており、町村のなかで

も比較的その数は多い。もちろん、人口、産業区分

から自治体を類型化することについて批判的である

必要もある。たまたま同じような規模になったので

はなく、総務省が同じような規模になるように指導

等を通じて誘導したと考えることもできる。しかし

ここでは行政現場における実務的な要請も考慮し類

似団体概念を採用した。

5   窪田 2005、p.65における分析枠組みを参照した。な

お、判決－分析の概念は、田辺 1999、p.153の「存

廃」「改良」の概念も参照した。

6   特に窪田（2005）では、事務事業評価が多面的な評

価を含んだものとして分析を行っている。本論にお

いても、事務事業評価を業績測定型評価の側面から

のみでなく、多面的な側面からの分析を試みたい。

7   評価Aとは、「現時点では、現状（計画・予定）ど

おり事業（管理運営）を進めることが妥当」と判断

される。また、評価Bは「事業の進め方の改善検討」、

評価Cは「事業規模・内容または実施（運営）主体

の見直しが必要」とそれぞれ解決の必要性が判断さ

れる。評価Dは、「事業の抜本的見直しが必要」と

判断される。

8   「必要性」の分析は、外部からの評価基準としては

効果を発揮するが、内部で自己評価する場合には役

立たない基準と指摘されている。これは「必要性の

わな」として知られている。古川、北大路 2004、

p.105参照。

9   X町財政課職員へのヒアリング調査によると、予算

要求調書に評価結果シートを添付することは求めて

おらず、予算調書作成時に参照するよう通達してい

るのみであるとのことであった。

10  増島 1981、p.19、20参照。近年、福祉分野をはじ

め、個別分野別行政計画が多く策定されるように

なった。ここでは、企画、予算取りへの注力とい

った意味合いでの「プラン偏重」というより、個

別政策分野別においてプランが多くつくられるよ

うになった現状を指して「プラン偏重」と表現し

た。事務事業評価が意図する業務改善が意図した

ほど効果を挙げないのは、個別政策分野別のプラ

ン簇生現象と無縁ではないように思われる。日々

サービス対象者と向き合っている現場部門職員は、

既存スタッフ部門が想定しているよりも、プラン

内田　真
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作りを通じて政策形成能力や改善能力を身につけ

ているのかもしれない。個別政策分野別プランと

事務事業評価の関係については、他日を期し論述

したい。

11  総合計画の課題・問題点については、新川 2003、

新川 1995、pp.235-269、嶋田 2006、pp.265-287など

を参考にした。

12  ここでいう「市民」とは、近代のデモクラシーが

その担い手として予定していた理想的人間像の原

型、つまり、自己の居住する都市の主人であると

自覚している人間であり、自分のことは自分で解

決しなければならないと自覚している人間を指す

（西尾孝司 1979、p.10、11参照）。しかし、規範的

概念であるがゆえに現実的ではない。むしろ顧客

であり市民でありコミュニティ活動の担い手でも

ある「住民」（今川 2005参照）の参加による評価が

現実的には求められる。

13  X町総合計画策定における住民の参加は、審議会へ

の各種団体の参加にとどまっていた。

14  予算の総過程は編成に始まり議決に終わる準備過

程、執行過程、決算過程、政治的統制過程という4

つの局面に区分される（加藤芳太郎 1982、p.19）。

本論でいう予算編成過程は、この予算循環サイク

ルの準備過程のなかでも編成における評価の活用

状況に焦点をあてている。

15  PPBSの失敗の原因として、我が国における行政学

の代表的な教科書では「野心過剰」「あまりに統合

的」「意思決定の合理モデルの適用」「予算の持つ

政治的側面による影響」などと指摘されるが（加

藤他 1986、p.61、村松他 1985、p.111などを参照）、

これらの指摘は行政評価による資源配分機能につ

いても該当する。

16  自治体に対する官僚制モデルの効用と限界につい

ては、田尾 1990、pp.22-26を参照。

17  水平的自律調整機能とは、行政と住民という垂直

的な調整関係ではなく、より望ましい地域社会を

形成するための住民相互による利害調整機能を指

す（今川 2001、p.17、今川 2005、p.64参照）。
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Abstract

While the flow of municipal mergers has calmed down, small-scale local governments are accelerating the
introduction of performance measurement due to increased financial difficulties. The problem is whether these
organizations can manage performance measurement well by making the best use of the tool. This paper analyses
small-scale local government of around 20,000 people as the object of study and clarifies the current state. The
paper finds that small-scale local government is being deceived by NPM-affected performance measurement.
However, small-scale local governments can practice effective program evaluation by making the best use of the
feature. In terms of future prospects, the paper sketches the figure of program evaluation in local government.
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はじめに

NPM（New Public Management）型改革は、成
果主義を掲げ、それを業績評価尺度や顧客満足に
よって測定し、最高のベンチマークを目指す改革
であると考えると、まさに評価をベースとした改
革活動である（新川 2002）。とくに1990年代以降、
「実用的な評価」として、業績の測定を中心とす
る活動が強調されており、「測定なくして管理な
し」とまで言われるように、行政において業績の
測定は重要になっている（Bouckaert and Halligan

2008）。2000年代以降においてもこの潮流はます
ます広がっており、業績に基づく評価は中央政府
であれ、地方自治体であれ、政府レベルを問わず
適用され、実践が行われている。
ところで、政策やプログラムの成果や結果は、
単一の政府のみで生み出されるのではなく、中央
地方の広範な役割分担や官民の協力のもとに生み
出されている1。中央地方関係においては、一般
的に高度に融合的かつ集権的であると言われてき
たように、政策目標の実現には自治体という地方
政府が深く介在していることはよく知られている2。

【研究論文】

地方自治体におけるNPM型評価
－分権化と市場化の改革をめぐって－

要　約

NPM型の評価を、企画立案と実施を分離し、実施部門に権限を与える代わりに、業績の測定や評価を行
い、達成される結果に対するアカウンタビリティを求めることであると考えると、NPM型の評価は地方自
治体（あるいは国の府省）のみで完結する活動だけには限られない。近年の分権化や市場化を進める改革
の具体化に伴い、国から地方自治体に、あるいは、地方自治体から民間へと事業の実施権限を与える代わ
りに、自治体や企業に業績評価を行うことが求められているためである。
本稿では、このような権限委譲と業績評価についての先進的な取組みとして、分権化に伴う中央地方の

業績評価をめぐる関係については「まちづくり交付金」を、市場化に伴う官民関係については「指定管理
者制度」を事例として取り上げ、地方自治体を舞台として行われる業績評価について、これまであまり議
論されてきていない一面を紹介した。複数の政府組織や官民セクターがかかわり行われる業績評価は、役
割や責任の分担、あるいは協力や調整関係の構築が、試行錯誤の状態にあった。

キーワード

業績評価、権限委譲、分権化、市場化
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また近年、市場化テスト、PFI、指定管理者制度
など民営化、民間委託、エージェンシー化が積極
的に進められ、国や地方自治体の政策や施策の実
施にあたっては、民間セクターとの協力がますま
す広範に行われるようになっている。
しかしながら、評価の研究または実務において、
これまで中央と地方との役割分担や官民の協力や
調整の関係はほとんど注意を払われず、検討の中
心は、中央と地方のそれぞれの統治機構内で完結
する評価活動であった。政策を評価する制度が
国・地方ともに定着を見ているものの、中央と地
方の役割分担や官・民の連携やあり方を踏まえた
評価の体制や方法についてはほとんど議論されて
いない。
以上のことを踏まえ、本稿では、中央地方の関
係や官民の連携を踏まえた業績評価の方法等につ
いての議論を行うための準備作業として、現在の
地方自治体を舞台として行われている、中央地方、
官民を越えた「業績に基づく評価」の枠組みが用
意されている制度をとりあげ、その実施をめぐる
地方自治体の活動を明らかにする。この点を考察
することで、これまで言及されてこなかった、地
方自治体におけるNPMの影響の新たな側面にも
焦点が当てられることにもなりうるはずである。
そこで以下では、まず第1節で、NPM型の改革
と強い親和性を持つ業績に基づく評価が、組織内
の管理だけではなく、中央地方の政府を跨り、あ
るいは官民のセクター間においても使用されるも
のであるということを紹介する。そして、第2節
で、わが国における、分権改革議論や市場化の改
革と、業績の評価との交錯について確認する。第
3節で、中央地方関係の改革とあわせて、政府間
を跨るプログラムの業績を評価する制度が適用さ
れた事例として、「まちづくり交付金」をとりあ
げ、制度の概要を紹介し、いかに業績評価制度が
適用されているのかを考察する。第4節で、官民
の関係の改革のうち、地方自治法に明文化された
改革である指定管理者制度を取り上げ、地方自体
と民間との関係の中での業績評価を考察する。こ
の2つの制度の実践の中から、地方自治体と国あ
るいは民間における複数の政府組織やセクターが
かかわり行われる業績評価の現状について明らか
にしていきたい。

1．NPMと業績評価

（1）NPMの特徴と業績評価との関係

NPMは、よく指摘されるように、確立した理
論があるのではなく、「実践」をもとにした活動
の総称である。また本稿の関心も、地方自治体の
政府間や官民を超える業績評価の「実践」におけ
る位置づけや適用にあるため、NPMそのものの
定義を行うことやNPM改革として取り上げられ
るすべての要素を議論する余裕も必要もない。
ここでNPMと評価との関連において、重要な
NPMの要素を指摘するとすれば、「l e t t i n g
managers manage」と「making managers manage」
（OECD 1997）、「まかせる／させる」（山本 2000）、
「遠心性と求心性」（毎熊 2002）などと表現され
る点である。すなわち、企画立案と実施を分離し、
第一線職員や現場に権限を与えて自由に実施する
代わりに、成果や結果である業績の測定や評価を
行い、達成される結果に対する責任（アカウンタ
ビリティ）を求めるという特徴である。
この業績指標による評価は、権限を委ねた先に、
期待する一定の業績達成度をあらかじめ示し、逐
次その達成状況をモニターするという「遠隔操作
手法」でもある。実施部門を分離するエージェン
シーを創設したイギリスのサッチャー政権におい
ては、エージェンシーに対し財政面や組織管理に
関する権限の委譲を進める一方で、サービスに対
する中央統制を強化し直接の監視を行使するとい
う手法として業績評価が導入された。実際の運用
では、数字を通して中央の組織がエージェンシー
に対しておこなう、厳格な「間接統制」の道具に
もなりうるという側面も指摘されている（山谷
1990）。
そこで、本稿においてNPMと評価の関連とし
て着目する点としては、分離された実施部門に権
限を委譲し、その組織に対し、「業績による評価」
が課されるという点である。権限や財源などが委
譲され（あるいは委譲し）、業績測定や業績に基
づくレポートの作成など、成果や結果について報
告をする（あるいは報告される）という関係が、
地方自治体を舞台として、国や民間との関係にお
いていかに構築されているかということが、
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地方自治体におけるNPM型評価

－分権化と市場化の改革をめぐって－

NPMの公共部門における実践の実態を知るうえ
で重要と考えるためである。

（2）業績評価の新たな側面

現代においてNPM型業績評価は、大臣とライ
ンの管理者の間など、明確な組織上の関係におい
てのみ適用されるのではなく、それぞれ公選によ
る長を持つ政府の間を越えて使われるなど、さま
ざまな局面で使われるようになってきている。
たとえば、アメリカにおいては、近年のGPRA
やPARTの試み3において、中央政府の業績評価と
地方自治体で行われている評価との間に衝突が見
られることが指摘され、それらの衝突を回避し、
互いの業績を高めるための中央地方の間の業績の
測定や情報の共有に関する協力や工夫が試みられ
ている（Radin 2000）。また、そのような取組み
に先立ち、職業訓練パートナーシップ法（JTPA）
など個別のプログラムにおいても、地方政府への
権限委譲やプロジェクトの実施主体としての民間
企業のプログラムの参加に伴い、サービスを受け
る個人と資金を供給する組織の間の距離を埋める
手法として、「業績」に対するアカウンタビリテ
ィという新しいメカニズムが導入されてきた
（Heinrich 2002）。
そこで、分権化や市場化がさらに進みつつある
現在、さまざまな組織が政策やプログラムが政府
のレベルを超え、または民間セクターと共に実施
されていることを踏まえ、「業績」の概念自体も
拡張して捉えられるようになってきている。すな
わち、これまで業績は、単一の組織において「イ
ンプット→活動→アウトプット→アウトカム」と
いう水平的な広がりで生み出されると理解されて
きたが、業績を生み出す垂直的なレベルとその連
鎖に着目した「業績の深さ」にも着目した概念も
提起されるようになっている（Peters and Pierre
2006）。
業績の垂直的な深さは、主に、3つの領域から
なる。ひとつは、市民や他の組織と直面している
個々の行政組織であるミクロのレベル、実質的な
政策・プログラムのレベルであるメゾレベル、そ
して特定の領域の政策の中の組織をたばねるマク
ロのレベルである（Ibid.）。これまでのNPMと評

価の議論ではミクロレベルに集中しており、実質
的な政策やプログラムの観点であるメゾレベルか
ら業績をとらえ、組織間の協力や調整から生みだ
される業績についてはあまり議論されてこなかっ
たと言える4。

2．わが国における分権化、市場化と業績
の評価の交錯

（1）分権化と業績評価の交錯
－三位一体の改革とまちづくり交付金－

わが国においても、業績評価は幅広い局面で使
用されてきている。とくに、2000年以降、民間や
地方へ権限を委譲し、併せて業績評価による事後
のチェックを重視するという改革のアイデアが活
発に議論されてきた。
その契機となった考え方は、2001年1月の施政
方針演説及び同年の骨太の方針（「今後の経済財
政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方
針」）に求めることができる。この方針の中では、
「NPMを取り入れた改革」を行うという考えも示
されている5。
地方の権限と責任を大幅に拡大するという考え
方も、先の施政方針演説の中で「地方にできるこ
とは、地方に」というキャッチフレーズにより示
され、国・地方を通じた行政のスリム化、補助金
改革とそれに伴う税源移譲の改革が進められた。
さらに、2003年の「経済財政運営と構造改革に関
する基本方針」においても重点的な取組みとして
位置づけられ、三位一体の改革のひとつとして、
補助金改革とそれに伴う税源移譲が具体化され
た。
その三位一体の改革の中で、「個別事業の実施
を地方の自由裁量に委ね、国はパッケージとして
の計画目標の達成度を事後的に評価する」という
考え方を基にした補助金の改革が提起されるよう
になる（図1）。地方の自主性・裁量性の向上と地
方の使い勝手の向上を図るとともに、地方に対し
て目標の明確化とその測定が求められる制度であ
る。具体的にこのような考え方に基づいた補助金
としては、まちづくり交付金、地域住宅交付金な
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どがある。

（2）市場化と事後評価の交錯
－自治体をめぐる規制改革と指定管理者制度－

民間への規制緩和や市場化の改革についても、
2001年の骨太の方針等に基づき「民間にできるこ
とは民間に」委ねる改革が進められ、事後のチェ
ックや評価の枠組みとともに議論がなされてい
た。規制改革・民間開放推進会議や閣僚で構成す
る規制改革・民間開放推進本部などでは、「事前
規制型行政から事後監視型行政への転換」が議論
されている。
地方自治体の業務の民間開放についても、見直
しが行われ2002年の総合規制改革会議においては
市場メカニズムを積極的に導入する方針がかかげ
られている。なかでも、指定管理者制度は、地方
自治体をめぐる改革において、この考えが貫徹さ

れた制度であると言える。これまで、委託先が市
の出資法人や公共的団体等に限定されていた地方
自治体の「公の施設」の管理運営主体を、民間事
業者やNPO法人、ボランティア団体等幅広い団体
にも管理運営を委ねることが可能となっている。
PFIや市場化テストについては個別法でその枠組
みが定められているが（PFIについては、「民間資
金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関
する法律」、市場化テストについては「競争の導
入による公共サービスの改革に関する法律」）、指
定管理者制度は、地方自治法に規定されているゆ
えに、全国7万ほどの施設が導入している多くの
自治体がかかわっている制度である。
また、「事後的なチェック」も法で求められて
いる。すなわち、地方自治法第244条の2第7項に
おいて「指定管理者は、毎年終了後、その管理す
る公の施設の管理の業務に関し事業報告書を作成
し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に
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個別事業への配分 パッケージへの配分 

目標【新市庁舎への30分到達人口の拡大】 
H15　2万人  →  H19　5万人 

パッケージの目標達成度を事後評価、公表 
（新しい行政手法（NPM）の導入） 

個別事業内容の事前審査 

従来型 目標達成型 

パッケージ 
「合併市町村間の連絡 
を強化する道路整備 
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（個別事業への配分は地方が実施） 
※個別事業の下限値条件（1億円）は廃止 

図1 補助金改革と事後評価の導入イメージ

（出所）：第24回（2003年11月21日）経済財政諮問会議石原国土交通大臣（当時）提出資料
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提出しなければならない」として指定管理者に事
業報告書の提出を義務付けられていること、同条
第10項において「普通地方公共団体の長又は委員
会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適
正を期するため、指定管理者に対して、当該管理
の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地に
ついて調査し、又は必要な指示をすることができ
る」として、指定管理者に対する報告要求、実地
調査、指示について規定がされている。ただし、
法で定める「報告」の中で業績は規定されておら
ず、事後のチェックの中で業績の評価をいかに位
置づけるのかは、自治体によってさまざま異なる
のが現状である。

3．まちづくり交付金の業績評価をめぐる
国と地方自治体との関係

（1）まちづくり交付金制度の特徴

まちづくり交付金は、先にも触れたように、三
位一体改革を通じて創設された制度である。
NPM型の改革としてまちづくりの目標・指標
（例：居住者数、来街者数等）を設定し、事業後
に目標達成状況を評価・公表することが地方自治
体に求められる。具体的な特徴として、①対象事
業を道路、公園、下水道、市街地再開発、公営住
宅等の国土交通省所管施設に限定されず、市町村

地方自治体におけるNPM型評価
－分権化と市場化の改革をめぐって－

市町村 国 

「都市再生整備計画」の策定 
・まちづくりの経緯、現況、課題 
・まちづくり目標の設定 
・目標を定量化する指標、数値目標の設定 
・計画区域の整備方針の策定 
・事業効果の確認 

都市再生整備計画に基づく事業の実施 

「事後評価シート」の作成 

・前段階として「方法書」作成 
・成果および実施過程の検証 
・効果発現要因等の整理 
・今後のまちづくり方策の作成（改善措置を含む） 
・「フォローアップ」による事後評価の確定 

「事後評価シート」の 
評価・検証と助言 
（必要な場合） 

「事後評価シート」にもとづく今後のまちづくり方策 
（改善措置を含む）の実施 

モニタリングの実施（任意） 

フォローアップ 
事業評価の翌年度以降 

「都市再生整備計画」 
等の確認 
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図2 まちづくり交付金の流れと評価における国と自治体の関係

（出所）新潟市（2008）「公の施設目標管理型評価マニュアル」
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の自由な提案により追加可能であるほか、②地方
の使い勝手の大幅な向上、③国の詳細な事前関与
を廃止し、事後評価に重点を移すなど「従来の補
助金とはまったく異なる助成制度」として説明さ
れている。

（2）まちづくり交付金制度の評価制度における
国と地方の役割分担

まちづくり交付金は、事後の評価を重視した制
度として導入されたが、事後の評価は、誰が（国
あるいは地方自治体）が、何を（どのような目標
や業績を）測定し、誰に対して（国あるいは市民
に対して）結果を報告する制度となっているか、
地方自治体向けにつくられた「まちづくり交付金
評価の手引き」（2006）によると、おおよそ次の
とおりである。
まちづくり交付金は、計画の策定の段階からフ
ォローアップまで、制度の全体のPDCAサイクル
を確立することがめざされている（図2）。まちづ
くりの目標や数値目標を達成するために必要な事
業を記載した都市再生整備計画を作成（Plan）し、
成果を意識しながら事業を実施（Do）し、交付
終了年度に成果の達成度を評価（Check）すると
ともに、必要な改善点は速やかに改善されること
となる（Act）。評価に際しては、事業を実施した
ことによる住民や社会への影響度を示す指標（ア
ウトカム指標）によって、まちづくりの目標を定
量化し、数値目標が基準となり目標の達成状況が
検証される。
評価についても、「市町村の主体的な取り組み」
により行われるものであり、地方自治体自らが、
数値目標を達成するために必要な事業を選定し、
自己評価を行い、一方、国は、全国都市再生とい
う政策目標のもと、「国民に対する国費の適正な
執行という責任」という観点から、地方自治体が
評価を行うための評価基準を示すとともに、責任
を果たすために必要最小限の確認を行うという役
割分担が示されている。
このように、まちづくり交付金の評価は、地方
自治体が自ら目標を設定し、評価を自らが行うこ
とが基本となっている。ただし、国も、先にも国
費執行の適正性の確保や次期の計画の国費投入の

妥当性など、国独自の視点から検証が行われる。
この国の検証の具体例としては、「まちづくりに
関する総合的な支援措置」として制度の所管省庁
である国土交通省が政策評価の政策レビュー（プ
ログラム評価）などが挙げられる。

（3）まちづくり交付金の事後評価の現状と課題

まちづくり交付金の評価制度は、地方自治体が
自ら数値目標を設定し、測定をもとにした評価を
行うものであるが、国は制度の全体的なプログラ
ムの評価を行うという点では、制度としての切り
分けは明確であった。
ただし、国が都市再生基本方針等で定めている、

「商業・サービスの再生」「安全・安心の確保」な
どの目標に対し、自治体が交付金制度を活用し、
まちづくりに取り組んだことで、全体として国の
目標がどの程度達成されたのか、あるいは自治体
の業績が、いかに国のプログラムに貢献したのか
などについては、明らかになっていない。国が掲
げている「まちづくり目標」や「都市再生の目標」
は、アウトカム目標となっておらず、重なる内容
も多く体系化できていない。さらに、自治体ごと、
また自治体においても地区ごとに目標や生み出そ
うとする業績の定め方に無数のバリエーションが
存在するため、国として、地方自治体の業績評価
の活用は難しい状況にある。国が「何を」評価す
るのか、地方自治体の業績をいかに国の評価に活
かすのかということは、あいまいである。
また、地方自治体が行った「業績」の測定やそ
の評価は、地方自治体から「住民や市民に対する
説明」であるということが原則として謳われてい
るが、国への報告の一環の域を出ない可能性もあ
る。これまで長く親しんできた、「国が一定の
『行政基準』を設定すると、それがただちに地方
公共団体の拠るべき『業績基準』として受け取ら
れ、ひいてはそれが国の威を借りて地方議会を納
得させる『行政基準』にもなるというメカニズム」
（西尾 1990）という行政計画における中央地方の
伝統的な関係が、新しい考え方の制度においても、
国・自治体双方とも抜け出せているようには見え
ない。地方自治体は、次期の国費投入を見据え、
国の「技術的助言」やマニュアル等で示された方

西本　哲也
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法や様式に沿って評価が行われており、市民のた
めの評価なのか、地方自治体のマネジメントのた
めの評価なのか、国への説明の一環であるのか、
あいまいな状態である。

4．指定管理者制度の運用における地方自
治体と民間セクター間の業績による評
価の関係

先に触れたとおり、指定管理者制度は、地方自
治体の公の施設の管理運営を包括的に民間企業等
に任せることができる制度である。包括的な権限
の委譲を行うため、自治体が「基本的な」仕様を
示し、民間企業等から提案を受け、その後の民間
企業等との協議の中で細かな目標や仕様が定めら
れることとなる。このため、民間企業側が自ら目
標を示すと同時に、行政も必要とする水準に達し
ているか否かを確認・チェックすることが必要と
なる。
標準的に行われる報告の要素としては、①業務
の実施状況に関する事項、②管理施設の利用状況
に関する事項、③料金収入の実績及び管理経費等
の収支状況等、④自主事業の実施状況に関する事
項などである。
また地方自治体は報告や実地調査に基づき、民
間企業等に対して必要な指示をすることができ、
指示に従わないときや適正な管理が継続できない
と認めるときには指定の取り消しや期間限定で施
設管理業務の停止を命令できる。また利用者は利
用の権利に関する不服がある場合は長に審査請求
できる。これらは、指定管理者、自治体、利用者
住民の相互の関係において、報告と監視、それに
基づく改善が求められているということでもあ
る。その日常的実質化ために、指定管理者の活動
についてのモニタリングや客観的な業績評価が試
みられている（新川 2008）。
そこで以下では、この公の施設の管理を包括的
に民間企業等に任せるという指定管理者制度の中
で、事後のチェック、とくに業績による評価が、
どのように位置づけられているのかということを
確認する。具体的には、新潟市と滋賀県の近江八
幡市の2つの市のマニュアルや実際の評価活動を

もとに見ていくこととする。

（1）新潟市における「目標管理型評価」の試み

新潟市では、「評価マニュアル」を作成し、公
開している。評価は、指定管理者に対し、市の考
え方を伝える重要な「メッセージ」であるとの考
えに基づいて行われているためである。評価の基
本的な考え方としては、目標管理（MBO：
Management by Objectives）型の評価であり、目標
項目の数値化・客観化をはかることで達成基準を
明確にすることが謳われている。
具体的な評価目標の作成に際しては、市の担当
課が施設の設置目的を踏まえた上で、①施設運営
に求められる理念、役割の明確化を行い、②その
内容を具体的な目標値を「評価指標」を提示する
ことが求められている。評価にあたっては、評価
指標の内容が確実に実施、実行されたのかという
報告を指定管理者に求め、確認が行われることと
なる。
評価指標は、インプット・アウトプットの指標
のみではなく、アウトカムも定めることになって
いる。アウトカム指標は、アウトプットが施設の
設置目的にどれだけ貢献しているか、あるいは当
該施設が地域にどのような影響をもたらしたかな
ど、単に施設の管理運営上の指標としてではなく、
市の政策やプログラムとの関連したアウトカムに
よって、評価指標を設定しようと意図しているこ
とがうかがえる。ただし、実際の評価指標例とし
てあげられているものの多くは、アウトプットレ
ベルにとどまるものが多い（表1参照）。

（2）近江八幡市の行政評価委員会との連携によ
る業績を含むメタ評価の試み

市の担当部局や指定管理者となる民間企業等が
業績についての評価やモニタリングを行う他に、
評価の評価（メタ評価）を行う機会を設け、そこ
で業績にかかわる評価を行っている自治体もあ
る。
滋賀県の近江八幡市では、指定管理者に関する
評価を、選定に関することの審議を主たる目的と
する指定管理者選定委員会の所掌事務に、審査の

地方自治体におけるNPM型評価
－分権化と市場化の改革をめぐって－
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情報を生み出す作業として、「選定委員会による
評価」も入れられている。
近江八幡市では、さらに外部の有識者による行
政評価委員会の中で、「公の施設の管理運営にお
ける指定管理者制度導入業務の評価」も行われて
いる。行政評価委員会では、選定委員会からの情
報に基づき、施設の管理運営についての有効性
（施設の設置目的の達成・利用者の満足）、効率性
（経費削減の努力・収入増加の努力）、適正性（公
の施設に相応しい適切な管理運営を行っている
か）という観点から、評価の説得力やプロセスに
ついて評価が行われている。
この行政評価委員会による検討を踏まえた「指
定管理者制度導入施設業務にかかる行政評価の総

括」では、指定管理者の評価に際して、施設の所
管課が「何について」評価をするのか、明らかで
ない場合があることが指摘されている。すなわち、
施設の「管理運営」の活用を評価の主な項目とす
るのか、政策やプログラムから目標を設定し、評
価すべきかということが混乱しいているようであ
る。

（3）指定管理者制度における業績評価の官民関
係の現状と課題

2つの自治体の例を見てきたが、公の施設の管
理運営を包括的に委任した民間企業等に対し、
「業績の評価」をどのように位置づけるのかは、

西本　哲也

（出所）新潟市（2008）「公の施設目標管理型評価マニュアル」 

視　点 評価項目 
広報の充実 ホームページ等による情報提供を月X回以上更新 

・施設利用者数　月平均X人以上 
・施設実利用者数　年X人以上 
・スポーツ教室　参加率X%以上 
・プール　定員に対する利用割合　午後X%　夜間X%

・テニス年間平均X%以上 
・ゲートボール年間平均X%以上 

・屋内プール監視体制　夏季常時X名以上、その他の時期X名 
　以上 

・屋内プール有資格者X名以上 
・トレーニングルーム有資格者X名以上 

連絡会議月1回以上 

利用者1人あたりコストをXXX円以下 

管理運営経費を年間XXXXX千円以下 

使用料収入を年間XXXXX千円以上 

業務仕様書等に定める事項の遵守 

・AED研修会開催数　年X回以上 
・健康促進のためのスポーツ教室開催数　年X回以上 
・体育室　個人利用種目の数をX種目以上 

・接客に対する満足度で「満足」以上をX割以上 
・教室や各種プログラムに対する満足度で「満足」以上をX割 
　以上 
・物販サービスに対する満足度で「満足」以上をX割以上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基準利用者数の達成 

基準稼働率の達成 

各種サービス別満足度 

設置目的に合致したサービス提供 

利用者1人あたりのコスト削減額 

管理運営経費の削減 

市の歳入の増加 

事業計画・事業報告の適切さ 

配置人員条件の充足 

配置人員のミッションの理解度とスキルの 
習得度 

業務仕様書等に定める事項の遵守 

仕様書に定められた各種人員配置の有無 

評価指標 

市　民 

財　務 

業　務 

人　材 
屋内プール水上救助訓練実施回数年XX回以上 

表1 スポーツセンターにおける評価指標例
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多くの自治体で試行錯誤の段階である。誰がどの
ようにモニタリングを行うかという点でも、指定
管理者と自治体の間で評価の責任分担は整理され
ていない部分も多い。第三者による評価を行う場
合は、さらに複雑になっている。
また、業績の報告にかかるコストにも留意しな
ければならない。民間企業等が自治体への報告の
作業のために本業遂行を圧迫するというアカウン
タビリティのジレンマ（山谷 2006）に陥ること
がないよう、業績を求める際にも、市と民間企業
等の間で、指標の作成や評価の際の役割分担につ
いても、明確にしておく必要がある。

おわりに

業績評価をめぐる先進的な事例として、分権化
に伴う中央地方の関係については、まちづくり交
付金を、市場化に伴う民間との関係については指
定管理者制度を取り上げ、地方自治体における現
在の業績評価の一側面について紹介をしてきた。
業績評価をめぐる中央地方あるいは地方自治体と
民間との責任の分担や互いの評価についての協力
や調整の関係については、実務上新たな関係が生
まれてきているにもかかわらず、整理不足や課題
も多い。
これまで、評価の連携や調整の議論は、国にお
いては府省間の連携や、府省内あるいは自治体内
の政府・組織間の「横の連携」が指摘されることが
多かった。しかし、業績の評価は、部局単体でア
ウトカムを出すという議論だけではなく、民間と
の連携の中で、また国のプログラムをめぐる中央
地方の指標や業績情報の取得についての協力や調
整が必要である。その際には、業績が垂直的な深
さによっても捉えられることに着目し、政府間、官
民の間の役割や責任の分担についても、今後考え
ていかなければならないのではないだろうか。

注記

1   もちろん、中央あるいは地方のみで政策の実施が完

結するタイプの政策も存在する。真山（1986）の整

理によると、中央の行政機関（府省庁）が、具体的

な執行活動を全面的に担当するタイプ、独立行政法

人や特殊法人などの行政機関を使って執行し、行政

機関はもっぱら独立行政法人などの監督に当たるタ

イプ、また、地方自治体が国の政策を前提とせずに

独自の取組で行う施策・事業が該当する。

2   政策実施の研究においては、政策実施過程と政府間

関係とを関連付けた研究は数多く出されている（た

とえば、真山（1986）、社会保障研究所（1992）、村

松（1998）など。

3   GPRA（Government Performance Results Act)は、連

邦政府の各省庁において、組織の使命、目的及び目

標を体系的に提示し、目標の達成度合いを毎年継続

的に測定し、議会に報告することが義務付けられて

いる制度であり、1993年から取り組まれている。ま

たPART（Program Assessment Rating Tool）は、連邦

政府共通のプログラム評価の手法であり、2004年の

予算編成時から行政管理予算庁により導入されてい

る。いずれも、「連邦政府」の業績目標の達成状況

が測定の対象となっている。

4   わずかではあるが中央と地方との評価の関係につい

て提起されてきた議論は、わが国の政策評価におけ

る中央地方関係の重要なポイントを指摘している。

たとえば、わが国の中央地方関係における過度の融

合性を指摘し、中央政府の場合、政策や事業の効果

を測定することはしばしば地方や補助金対象団体の

レベルでおこなわざるを得ないとの指摘である（古

川 2000）。また、もっともまとまった検討を行った、

2001年の総務省行政体制整備室による研究会の報告

書「行政評価導入上の悩みと解決策－平成12年度地

方公共団体における行政評価についての研究報

告－」があるが、そこでは、同一事業に係る国の政

策評価の結果と、地方の行政評価の結果の整合性、

関連性を検証する仕組みの必要性、国の評価に地方

自治体を利害関係者として関わる仕組みの必要性や

国の評価が他の行政機関等の活動を規制し、強力に

コントロールする道具になるとの指摘がある。

5   ここでNPMは政府の公式的な文書の中ではじめて

言及されている。そこでは、NPMとは、「公共部門

においても企業経営的な手法を導入し、より効率的

で質の高い行政サービスの提供を目指すという革新

的な行政運営の考え方」と示されており、この定義

の中では権限の委譲と業績については直接言及され

ていない。

地方自治体におけるNPM型評価
－分権化と市場化の改革をめぐって－
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NPM Tools for Performance Management in Local Government

Tetsuya Nishimoto

Graduate School of Policy and Management, Doshisha University
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Abstract

Performance measurement and reporting, an important factor of New Public Management, is becoming
widespread in Japan. This chapter discusses the challenges as well as the opportunities for increasing the value of
performance management across multiple levels of administration and public-private relations about local
government in Japan. These processes demand attention to be paid to coordination and cooperation. And these
efforts create an overwhelmingly difficult and complex task.
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1．課題設定

日本の大学評価研究は、第二次世界大戦後の新
たな高等教育制度のもと、相互評価のための独立
組織たる大学基準協会の設立等も牽引となり、教
育の質の向上に資するアクレディテーション型の
評価を中心に展開されてきた。そして昨今では、
金子（2000）などが論じた市場型やエージェンシ
ー型評価など、新保守主義経済学の影響を受けた
大学評価の類型も脚光を浴び、さらには国際的な
マクロ動向（米澤 2006）からIRなどのミクロ的
な経営側面（小湊・中井 2007）に至るまで、研
究対象としての大学評価はその守備範囲を拡大さ

せ、成熟期に入りつつある。
国立大学法人の法人評価（以下、法人評価）に
関する研究も進められている。しかし現段階では、
現場からの問題提起1に論及する必要もあり、（社）
国立大学協会（2007）や黒木（2007）など、実施
上の観点から法人評価制度の課題へ接近する傾向
が強い。よって理論に着目した当該制度の検討は
管見する限り見当たらない。
そこで本研究では、法人評価制度を理論的に考
察することによって、当該制度における制度設計
上の問題について論及する。
概して政策や事業の失敗は、社会保険庁の年金
問題のように実施プロセス上の人為的ミスのみな

【研究論文】

国立大学法人評価制度の理論的考察
－制度設計上の合目的性と機能可能性－

要　約

本研究の目的は、国立大学法人評価制度を理論的に考察することで法人評価における制度設計上の問題
について論及し、当該制度設計上の合目的性の成否およびその機能可能性の阻害要因を明らかにすること
にある。
理論的考察の結果、法人評価における制度設計上の合目的性の成否は、その機能可能性の優劣に依存す

ること、しかしながら、当該制度に内在する三つの評価メカニズムがそれぞれトレード・オフの関係を有
し互いの想定機能を低減させる可能性があることから、その機能可能性は決して優れているとはいえない
こと、よって合目的性の成り立つ可能性も決して高くないことが明らかになった。
したがって法人評価制度の制度設計は脆弱であるとの結論に至った。

キーワード

国立大学法人評価、依頼人－代理人関係、大学自治、行政統制
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岩手県立大学
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らず、後期高齢者医療制度のような制度設計の脆
弱性に起因する場合も多い。現在、国立大学法人
評価委員会では、当該評価手法等の改善について
も議論されており（国立大学法人評価委員会
2008）、第一期法人評価の完了とともに当該制度
の抜本的な再構築がなされるのなら、当該制度を
理論的に考察する意義は決して小さくない。
本研究における理論的考察とは、法人評価の制
度設計が理論的にも制度の目的に適っているのか、
また理論的枠組みから導出される評価のメカニズ
ム（以下、評価メカニズム）、すなわち当該評価設
計に基づくアクションとその期待効果までの因果
連鎖的な想定機能が論理的に担保されているのか、
この二つを問うことにある。ここでは前者を「制
度設計上の合目的性」、後者を「制度設計上の機能
可能性」と定義する。よって本考察の目的は、当
該制度設計上の合目的性の成否およびその機能可
能性の阻害要因を明らかにすることにある。

2．制度設計上の合目的性

本節では、制度設計上の合目的性について論じ
る。第一項では、法人評価制度の法的枠組みを整
理する。第二項では、当該制度の主な規定の趣旨
を検討し、当該制度の理論的枠組みに接近すべく、
それらに通底する当該制度の特性について明らか
にする。第三項では、その特性に親和的な三つの
理論的枠組みである「エージェンシー理論」、「大

学自治論」、「行政統制論」を概観し、同時に当該
制度設計が理論的にも裏付けられることを明らか
にする。最後に、当該制度と理論的枠組みを構成
する各理論との関係性を踏まえながら、その合目
的性について考察する。

（1）法人評価制度の法的枠組み

①制度としての仕組み
法人評価制度の法的根拠は、国立大学法人法

（平成15年法律第112号。以下、法人法）およびそ
の準用による独立行政法人通則法（平成11年法律
第103号。以下、準用通則法）にあり、当該制度
設計上の基本は、独立行政法人の目標管理型評価
にある。よって当該制度の仕組みは、四つの段階、
すなわち「中期目標・計画の設定等」、「中期計画
の実施・評価（年度計画のモニタリング）」、「中
期目標の評価」および「評価結果に基づく所要の
措置」に大別される。各段階の機能が正のスパイ
ラルを描くことで、大学特性への配慮、適切な資
源配分、国民への透明性の確保そして社会への貢
献を謳った当該制度の目的は内実化される（図1
参照）。
次に、法人評価制度の主な規定を概観しながら、
四つの段階ごとに法人評価制度の法的枠組みを整
理する。

②中期目標・中期計画の設定等
中期目標とは、国立大学法人の達成すべきベン

社会への貢献 
適切な資源配分 
透明性の確保 

大学特性への配慮 
 

（出所）文部科学省（2003，2008a）を参考に筆者作成 

中期目標・中期計画の設定等 

中期計画の実施・評価 

中期目標の評価 

評価結果に基づく所要の措置 

図1 法人評価制度の仕組み
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チマークを示したものである。当該目標による事
業期間は6年間で、その設定範囲は教育・研究の
みならず、総務・財務など大学業務全般に及ぶ。
各国立大学法人の中期目標は、財政措置との関係
上（文部科学省 2004）、財務大臣との事前協議の
うえ（法人法第36条第3項）、文部科学大臣が設定
（変更）する（法人法第30条第1項）。但し設定に
あたっては、各国立大学法人および文部科学大臣
の諮問機関である国立大学法人評価委員会（以下、
法人評価委員会）からの意見の聴取等を文部科学
大臣に義務付けている（法人法第30条第3項）。
中期計画とは、中期目標を実現する具体的措置
を示したものであり、その計画が着実に履行され
れば中期目標は達成することになる。中期計画は
各国立大学法人が作成するが、文部科学大臣の認
可を必要とする（法人法第31条第1項）。また文部
科学大臣は当該計画の実施上問題が生じた場合、
その変更を命じることができる（法人法第31条第
4項）。当該計画の認可にあたっては再び財務省へ
の事前協議が行われるが（法人法第36条第2項）、
中期目標同様、法人評価委員会からの意見の聴取
も義務付けられている（法人法第31条第3項）。

③中期計画の実施・評価（年度計画のモニタリング）
中期計画の実施・評価とは、年度計画の策定・
実施・評価というスキームで期間6年の中期計画
を毎年度モニタリングすることである。年度計画
は国立大学法人が策定し、当該年度終了後に法人
評価委員会が評価する（法人法第35条（準用通則
法第32条第1項））。また、当該委員会はその結果
を基に国立大学法人に対して業務運営の改善等を
勧告することができる（法人法第35条（準用通則
法第32条第3項））。
さらに年度評価は、総務省の審議会によっても
実施される。具体的には、総務省政策評価・独立
行政法人評価委員会（以下、総務省審議会）が各
国立大学法人の評価結果を受け、法人評価委員会
に対して必要に応じて意見を述べるという仕組み
になっている（法人法第35条（準用通則法第32条
第3項・第5項））。

④中期目標の評価
中期目標の評価とは、当該目標に係る6年間に

及んだ取組みの成果を検証するものである。評価
は、各国立大学法人が文部科学大臣に報告した達
成状況を基に法人評価委員会が評価する（法人法
第35条（準用通則法第33条・第34条第1項））。但
し、教育・研究評価については大学評価・学位授
与機構（以下、評価機構）へ要請し、当該委員会
はその評価結果を尊重しなければならない（法人
法第35条（準用通則法第34条第2項））。また、法
人評価委員会による文部科学大臣への勧告、総務
省審議会によるメタ評価は、中期目標評価にも準
用されている（法人法第35条（準用通則法第34条
第3項））。

⑤評価結果に基づく所要の措置
当該所要の措置とは、評価結果の具体的な活用
手段を意味する。当該制度では、中期目標の期間
終了後、文部科学大臣が法人評価委員会の意見を
聴取するとともに、当該評価結果に基づき所要の
措置を講ずることになる（法人法第35条（準用通
則法第35条第1項及び第2項））。その具体的内容に
ついては法令上明記されてはいないが、法人化ま
での政治的文脈を顧みると、各国立大学法人に対
する運営費交付金への反映がその代表的な措置と
いえる（文部科学省 2003、経済財政諮問会議
2007ほか）。なお、このような立場にある文部科
学大臣に対しては、総務省審議会が国立大学法人
に対する主要な事業等の改廃について勧告できる
とされている（法人法第35条（準用通則法第35条
第3項））。

⑥目標・計画・評価結果の公表
目標・計画や評価結果等の公表は、全ての段階
に組み込まれた補完的機能であり、法人評価制度
おいては重要な役割を担うことになる。具体的に
は、中期目標（法人法第30条第1項）、中期計画
（法人法第31条第5項）、年度計画（法人法第35条
（準用通則法第31条第1項））、中期目標および年度
評価の評価結果・勧告（法人法第35条（準用通則
法第32条第4項））の公表等、ほぼ全ての総括的行
為についての公表が、国民に対する説明責任とし
て（文部科学省 2003）、国や国立大学法人に義務
付けられている。
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したがって、以上の法人評価制度の主な規定を
概観し整理すると、その法的枠組みは図2のよう
になる。

（2）制度設計に通底する特徴～国立大学法人の
組織的多面性～

法人評価制度の特性の具体化にあたっては、前
項の枠組み整理のプロセスから国立大学法人の持
つ組織的性格に起因すると仮定し、この観点に立
って各規定の具体的なアクション（以下、アクシ
ョン）や趣旨をあらためて整理検討した。その結
果、当該制度の特性は、三つの組織的な多面性、
すなわち「実施代理機関」、「高等教育機関」およ
び「公的機関」としての組織特性に大別できるこ
とがわかった。以下、大別の根拠となる各アクシ
ョンと三つの組織特性との関係について説明す
る。

①「実施代理機関」としての組織特性
中期目標の設定・評価、年度計画のモニタリン
グ、さらには評価結果に基づく所要の措置等のア
クションに通底する組織特性とは、委託契約を履
行する「実施代理機関」としてのそれである。法
人評価制度においては、国が設定する中期目標の
達成義務を国立大学法人が負うことから、国と国
立大学法人の間には委託契約が成立し、委託機
関＝国、実施代理機関＝国立大学法人という構図
が生まれる。そこで中期目標の達成を実現させる
べく、国は、年度計画のモニタリングによって国
立大学法人業務の進捗度の可視化やタイムリーな
業務の遂行を、さらには運営費交付金への反映と
いった評価結果の活用ルールによって目標達成へ
のインセンティブの向上を担保しようとしてい
る。

②「高等教育機関」としての組織特性
中期目標の設定に関する国立大学法人の意見へ
の配慮や教育・研究評価の評価機構への要請とい
うアクションに通底するのは、教育・研究の最高
学府たる「高等教育機関」としての組織特性であ
る。法令（法人法30条第3項）の文言上「配慮」
という極めて抽象的な措置ではあるが、中期目標

の設定について国立大学法人の関与を可能にした
ことは、権力者による一方的な設定を回避する機
能をもたらしている。また評価機構による教育・
研究評価は、大学人によるピア・レビューを担保
するものであり、成果の発現が長期にわたる高等
教育・研究活動の専門性や学術性、自律性を尊重
することになる。

③「公的機関」としての組織特性
中期目標・計画および評価結果の公表、さらに
は総務省審議会によるメタ評価や勧告に通底する
のは、国や地方自治体の付置機関とは異なるもの
の、私企業一般とは区別すべき「公的機関」とし
ての組織特性である。中期目標・計画やその成果
の公表は、大学経営の透明化によって「国民の税
金によって支えられている国立大学」（文部科学
省 2004）たる設置者の襟を正そうというもので
ある。そして文部科学行政とは距離を置く総務省
審議会のメタ評価によって法人評価委員会の評価
を牽制し「評価結果の中立性や客観性」（岡本
2002：55）の向上を、さらにはその勧告によって
当該評価結果の有効活用を図ろうとしている。

（3）法人評価制度の理論的枠組み

以上のように、法人評価制度は国立大学法人の
持つ組織的多面性の影響を受けて制度設計されて
おり、したがって当該特性から理論的枠組みへの
接近は実態的にも整合的な理論の演繹的な抽出を
可能にする。以下、当該組織特性に通底する「エ
ージェンシー理論」、「大学自治論」、「行政統制論」
の三つの理論的枠組みを概観するともに、各組織
特性に依拠する各アクションと各理論との親和性
を再確認し、当該制度の理論的枠組みを明らかに
する。

①エージェンシー理論
「エージェンシー理論」とは、国立大学法人に
おける「『実施代理機関』としての組織特性」か
ら導出される理論である。これは依頼人と代理人
との関係から生じる非効率現象を経済学のアプロ
ーチから実証的もしくは数理的に検討するもので
ある。検討にあたっては、利害の不一致を想定す

西出　順郎



99
国立大学法人評価制度の理論的考察

－制度設計上の合目的性と機能可能性－
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図2 法人評価制度の法的枠組み

（出所）筆者作成
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る「効用最大化仮説」と情報の非対称性を誘引す
る「限定合理性」を人間の行動仮定に位置付けて
いる（菊澤 2008）。
当該理論では、契約関係にある依頼人と代理人
との利害は必ずしも一致しないため、依頼人が大
幅な裁量権を代理人に委ねた場合、両者の間に情
報の非対称性が生じる。その結果、代理人は契約
期間中に自己利益を悪徳的に追求し、依頼人の利
害を軽視する。この非効率現象はモラル・ハザー
ドと呼ばれ、当該理論ではその抑制手段を検討す
ることになる。第一の手段はモニタリングである。
具体的には、公式的な計画やコントロール、報告
制度によって情報の非対称性を緩和し、自由裁量
の行動余地を狭める（Picot et al. 1997=2007）。第
二はインセンティブ・制裁システムである。代理
人の裁量権が大きいほど依頼人による代理人のコ
ントロールは困難になるため、利益に応じた報酬
等によって依頼者と代理人の利害を一致させる
（i bid.）。
法人法においては、依頼人が文部科学大臣、代
理人が各国立大学法人となる。したがって法人評
価制度における中期目標の設定・評価や年度計画
のモニタリング、評価結果に基づく所要の措置等
は、国と国立大学法人間の非効率現象を抑制する
アクションといえる。

②大学自治論
「大学自治論」とは、「『高等教育機関』として
の組織特性」に通底する規範である大学自治の概
念を公法学の立場から理論的に説明するものであ
る。日本の大学自治は、明治以降、「主として国
立大学（帝国大学）の教官人事をめぐる国家（政
府）対大学（教授団）の紛争を通して、混交的に
形成されたもの」（高木 1998：231）とされる。
今日では、学問の発展は自由な研究体制によって
のみ可能となることから、憲法第23条の「学問の
自由」の制度的保障として大学自治が位置付けら
れている（田中 2000）。
大学自治がどこまで可能であるかは理論的にも
実際的にも多くの問題があり（新堀 2000）、その
守備範囲は必ずしも明確とはいえない。その中で
高木（1998）が指摘する「研究機能遂行等の機能
論的自由」、機能論的自由のための「学内機関の

機構論的自由」、学内機関の「組織的活動を支え
るための財政論的自由」と「大学が権力的支配を
逃れ自由を享受すべき存在論的自由」という概念
は、そのメルクマールの一つである。
このような文脈において、国立大学法人による
中期目標設定に対する関与は、「教育研究への特
性への配慮を定めた第三条と相俟って、国立大学
法人が作成する原案を最大限に尊重する趣旨」
（遠山敦子文部科学大臣（平成15年7月8日参議院
文教科学委員会））によるものであり、大学の存
在論的自由を現実機能させるためのアクションで
ある。また、ピア・レビューが科学の自由・自治
を外部（非科学の侵入、全体主義）から守るとい
うハンガリーの科学哲学者ポラニーの意図（慶
伊・本多 2000）する仕組みとして位置付けられ
るなら、評価機構による教育・研究評価は、大学
の研究機能遂行等の自由を担保するためのアクシ
ョンといえる。

③行政統制論
「行政統制論」は、「『公的機関』としての組織
特性」から導出される行政学上の理論である。行
政統制とは、議会制民主主義国家において国民と
政府の信託関係を良好に維持するために行政が負
うべき責任（以下、行政責任）を、国民自らが統
制する手段をいう。行政責任の概念は必ずしも明
確ではないが、行政官が自らの任務に関して自ら
が属する組織に対して負う責任と、行政組織が組
織としてその活動に対して国民に責任を負う責任
とに大別される（森田 1998）。後者は、行政の組
織的決定が国民の要求に対して応えていない場合
や国民に何らかの損害を与えた場合に問われる
（i bid.）ものであり、国民に対して納得のいく弁
明的な説明が要求される。現代の行政活動は多様
化、複雑化そして高度化しており、国民の代表者
たる議会による統制にも限界がある。よって行政
統制は、このような行政国家において民主主義を
保障するための重要な手段といえる。
行政統制は、米国の行政学者ギルバートが示し
た四つのタイプに類型化される（西尾 1999）。こ
れは統制主体が行政内部か否か、制度的根拠があ
るか否かで対比するもので、「内在的・制度的」、
「内在的・非制度的」、「外在的・制度的」、「外在

西出　順郎
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的・非制度的」の四つのマトリクスに区別される。
各具体例としては、順に、内部規則による罰則、
内部の上司の助言、裁判所による判決や議会によ
る規制立法、国民の投票活動やマスコミによる報
道などが挙げられる。
この分類に従えば、中期目標・計画や評価結果
の公表は、外在的・非制度手段の範疇に入る。具
体的には、公表結果をマスコミはじめ学生やその
父母等の利害関係者が評価し、満足できない場合
には投票活動もしくは市民運動的な取組みを通
じ、自らの意見の反映を求める。またそのような
取組みを回避するため、国立大学法人等は自らの
活動を事前に調整するようになる。さらに総務省
審議会によるメタ評価や勧告は、それ自体が国の
諮問機関であるため半外在的な制度的手段ではあ
るが、文部科学行政とは異なる価値観もしくは国
民目線を志向した行政統制を実現することができ
る。
なお、行政統制もしくは行政責任については、
依頼人を国民、代理人を行政としたエージェンシ
ー理論の応用モデルにおいて論じられる（今村ほ
か 1996）ことも少なくない。しかしながら国立
大学法人にとって直接の依頼人はあくまで文部科
学大臣であり、法人評価制度が国民への説明責任
を文部科学大臣ではなく国立大学法人に直接要請

したことは、依頼人－代理人関係というよりも納
税者への説明責任を強く意識した2結果といえる。
よって当該組織特性をエージェンシー理論の一部
として単純に包含しないことが肝要である。

図3は法人評価制度の理論的枠組みを整理した
ものである。

（4）考察～制度設計上の合目的性～

制度設計上の合目的性について考察した結果、
次のようなことが明らかになった。すなわち静態
的には合目的だが、動態的にはその判断は理論的
枠組みが導出する評価メカニズムに依存すること
である。
まず、これまでの検討を踏まえると、図3で示
したように当該制度の目的と制度設計上のアクシ
ョンとの整合性は理論的にも支援される。このこ
とは、国立大学法人の組織特性が期待もしくは懸
念する諸課題を伸張もしくは回避するアクション
が規定として装置化されている証左であり、した
がって当該制度は静態的には合目的と判断され
る。
しかしながら一方で、その判断は一旦留保せざ
るを得ない。なぜなら各理論は互いに調整し合う

国立大学法人評価制度の理論的考察
－制度設計上の合目的性と機能可能性－

法人評価制度の目的 

（出所）筆者作成 
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図3 法人評価制度の理論的枠組み
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役割を担っており、各理論は独立して自らが想定
する機能を追求できないからである。具体的には
図4が示すように、エージェンシー理論と大学自
治論との関係性においては、大学の主体性を確保
するための調整機能が存在し、国立大学法人に対
する国の一方的な介入を回避する役割が期待され
ている。さらに三者間においては、行政統制論が
エージェンシー理論および大学自治論との関係性
において調整機能を有し、高等教育という国家的
活動を国と国立大学法人という閉鎖的なアクター
のみで完結させない役割を担っている。よって合
目的か否か最終的に判断するには、各理論が想定
する目的志向の連鎖の動き、すなわち各理論が期
待する評価メカニズムが有機的に相互調整するこ
とで、各理論の目的が全体最適に近い状態に達す
ることができるのか否か検討しなければならな
い。
したがって、静態的には合目的といえるが以上
のように動態的には次節の機能可能性に対する検
討結果を仰ぐことになる。

3．制度設計上の機能可能性

本節では、前節を踏まえ各理論が期待する評価
メカニズムに着目し、制度設計上の機能可能性に
ついて論じる。第一項では、各理論に依拠するア
クションから期待効果までの動的過程を演繹的に
可視化し、それを各理論が導出した評価メカニズ
ムとして明らかにする。第二項では、法人評価制
度という単一の制度設計において、各評価メカニ
ズムが想定する連鎖の動きが論理的に担保される

のか、その観点から機能可能性の優劣について考
察する。

（1）評価メカニズムの可視化

評価メカニズムの可視化については、各理論に
依拠するアクション（前掲図3参照）から想定さ
れるインパクト・セオリー3を演繹的に第一、第
二および第三のフェーズに分解し、その動的過程
を明らかにする。第一フェーズとは、アクション
から想定される評価結果の性向（以下、評価性向）、
第二フェーズとは、評価性向の影響により変容す
る国立大学法人の行動規範（以下、行動変容）、
第三フェーズとは、国立大学法人の行動変容によ
って期待される長期的な効果（以下、期待効果）
を意味する。各評価メカニズムの帰結としては、
第三フェーズが法人評価制度の目的（前掲図3参
照）につながることになる。以下、「エージェン
シー理論」、「大学自治論」、「行政統制論」の順に
それぞれの評価メカニズムについて論じる。

①エージェンシー理論によるインセンティブ型メ
カニズム
エージェンシー理論における評価メカニズムで
は、国立大学法人に対して中期目標・中期計画を
効率的に推進するインセンティブを供与すること
が評価の目的となる。その前提には「中期目標評
価の結果の優劣＝運営費交付金の増減」があり、
評価結果の想定活用者は国となる。よって第一フ
ェーズでは、業務運営の効率性を判断する総括性
を帯びた評価性向となる。第二フェーズでは、よ
り多くの運営費交付金を確保するため、各国立大

西出　順郎

エージェンシー理論 

（調整機能） 

（調整機能） 

大学自治論 

行政統制論 

図4 法人評価制度に内在する3つの理論の関係性

（出所）筆者作成



103

学法人は中期目標達成度の向上に一層注力する。
第三フェーズでは、中期目標の達成度を軸とした
国による資源配分の選択と集中が加速し、国の高
等教育政策が着実に推進されることになる。以下、
当該メカニズムを「インセンティブ型メカニズム」
と呼ぶ。

②大学自治論による権力非介入型メカニズム
大学自治論における評価メカニズムでは、計画
等の統制による国の政治的介入を防遏し主体的な
大学経営を推進することが評価の目的となる。中
期目標の設定に関する国立大学法人の意見への配
慮や教育・研究評価にあたっての評価機構による
ピア・レビューはその達成のための手段といえ
る。第一フェーズでは、学術性・専門性のみなら
ず改善・改革のための形成性を重視した評価結果
が指向され、評価結果の想定活用者は国立大学法
人自身となる。第二フェーズでは、ピア・レビュ
ーに基づく評価結果を自らが活用し、大学改善・
改革を主体的に推進する。そして第三フェーズに
おいて、外部からの介入を排除した、独自の大学
創造が実現されることになる。以下、当該メカニ
ズムを「権力非介入型メカニズム」と呼ぶ。

③行政統制論による民主的統制型メカニズム
行政統制論としての評価メカニズムでは、計画
や評価結果等の公表を通して、国民による国立大
学法人ひいては国の高等教育政策への関与を促進
することが評価の目的となる。国民による評価結
果等の活用とはいわゆる「説得的活用」4であり、
国民が評価結果を自らの期待に添ったものかを判
断し、投票行動や陳情など制度的もしくは非制度
的な統制手段の遂行を正当化する戦略情報として
活用することである。そしてこのように活用され
る評価結果は、総務省審議会によるメタ評価によ
って中立性や客観性が一層担保されることにな
る。第一フェーズでは、評価結果の想定活用者が
国民であるが故に学術性・専門性ではなく、一般
性や計画の実施結果に対する弁明性さらには実施
プロセスに対する公正性・公益性の評価性向が要
求される。第二フェーズでは、社会的なリアクシ
ョンを常に計算し、国立大学法人は時勢を考慮し
た国民目線の大学経営に取り組む。もしくは国民

による制度・非制度的な統制活動の結果、国の勧
告等を受けて経営の軌道修正を行う。第三フェー
ズでは、これらの成果として国民本位の大学行政
が担保される。以下、当該メカニズムを「民主的
統制型メカニズム」と呼ぶ。

（2）考察～制度設計上の機能可能性～

制度設計上の機能可能性における着眼点は、法
人評価制度に内在する三つの理論の関係性（前掲
図4参照）を前提に、図5で示す各評価メカニズム
がインパクト・セオリーに基づいて論理的に機能
し、シナジー効果を創出できるか否かということ
である。
そこで各評価メカニズムのインパクト・セオリ
ーをフェーズごとに比較検討した結果、次のよう
な各評価メカニズムの機能を阻害する可能性、す
なわち機能可能性に対する阻害要因の存在が確認
された。よって制度設計上の機能可能性は決して
優れているとはいえないことが明らかになった。

①第一フェーズにおける阻害要因
第一フェーズでは、制度上単一の評価において
理論上異なる評価性向が両立できない可能性であ
る。評価結果の使い道が異なる場合、同じものを
評価しても調査の要点や活用データはそれによっ
て異なる（Patton 1997）とされる。したがって
「専門性」と「一般性」、また「総括性」と「形成
性」といった異なる評価性向の両立は、決して容
易なこととはいえない。よって実際に日の目を見
る評価結果書の性向は、各評価メカニズムの影響
の度合いによって偏向する可能性がある。例えば、
優勝劣敗による運営費交付金の配分ルールが確立
し、インセンティブ型メカニズム（以下、インセ
ンンティブ型）の影響力が強くなる場合である。
その場合、中期目標達成の成否、すなわち評価結
果の「総括性」のみがフォーカスされ、大学改
善・改革の処方箋たる「形成性」や国民に対する
「弁明性」を帯びた評価結果は軽視される。仮に
ピア・レビューによって権力非介入型メカニズム
（以下、権力非介入型）が強くなれば、教育・研
究評価においては「形成性」や「学術性・専門性」
が重視される一方、国民を意識した「一般性」や
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「弁明性」は軽視される。さらにマスコミ等の関
心が高まり、民主的統制型メカニズム（以下、民
主的統制型）の説得的活用が影響力を持つような
場合は、「形成性」や「学術性・専門性」を帯び
た評価結果は排除され、「一般性」や「公正性・
公益性」を帯びた評価結果となる。

②第二フェーズにおける阻害要因
第二フェーズではまず、一部の評価メカニズム
による第一フェーズの偏向が、他の評価メカニズ
ムの逆機能、すなわち国立大学法人の想定外の行
動変容を誘引する可能性である。インセンティブ
型の影響によって「総括性」が強くなる場合、国
立大学法人の中期目標達成への意欲は高まる一
方、大学経営の自由度を自らが収奪し、中期目標
以外の重要事項も軽視する。したがって権力非介
入型が志向する主体的な大学改善・改革への意欲
は低減される。一方、ピア・レビューなど権力非
介入型の影響によって「形成性」が高くなれば、
国立大学法人は自らの価値に基づく改善・改革を

推進し、民主的統制型が志向する国民目線の大学
経営を疎んじる。さらに懸念されるのは、目標や
計画を公表する民主的統制型によって「公正性・
公益性」・「弁明性」を志向した説明責任が強く
要求される場合である。国立大学法人間の競争が
現実化する中、このような公表は自らの経営戦略
を事前に露呈する行為であり、透明度の高さに比
例して計画等の戦略性は喪失する。したがって競
争を強く意識する国立大学法人は、コンフィデン
シャルな独自経営戦略や評価システムを構築し、
自らの評価システムを多層化する。その結果、主
体的な大学改善・改革を担保する代償として、計
画・評価に関する業務コストの増大と中期目標自
体の形骸化をもたらすことになる。
第二として、制度設計上のアクションそのもの
が行動変容の逆機能を誘引する可能性である。権
力非介入型の「中期目標の設定に関する国立大学
法人の意見への配慮」が過剰に尊重されれば、各
国立大学法人の主体性は強化される一方、中期目
標の達成難易度は分散し、目標までの射程距離が
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国立大学法人ごとに異なる結果となる。そのよう
な状況下での運営費交付金の獲得競争は、法人評
価制度の妥当性や公正性への不満を顕在化させ、
インセンティブ型の志向する意識高揚機能を鈍化
させることになる。

③第三フェーズにおける阻害要因
第三フェーズにおける阻害要因は、第一および
第二フェーズのそれによって各評価メカニズムの
期待効果が形骸化する可能性である。インセンテ
ィブ型の影響度合いが最上位となれば、中期目標
の達成に伴って国の高等教育政策は推進される。
その一方、独自の大学創造や民主的統制手段によ
る国民志向の大学行政は二の次となる。権力非介
入型が最上位となれば、自律した独自の大学創造
は強化されるが、中期目標達成による国の高等教
育政策の推進は弱まる。また民主的統制による介
入にも反発し、国民との距離は乖離する。民主的
統制型が最上位となる場合、国民本位の国立大学
法人経営を含んだ大学行政が担保される一方、時
として輿論ではなく世論に迎合した大学行政へと
誘導されたときには、法人評価制度のみならず国
の高等教育政策そのものが否定される可能性があ
る。
さらには第二フェーズ同様、制度設計上のアク
ションそのものが誘引する阻害要因が「総務省審
議会のメタ評価や勧告」による政策介入可能性で
ある。これらは参議院付帯決議十一により配慮義
務が課せられており、個別の国立大学法人に対す
る影響はない（文部科学省 2004）とされるが、
文部科学省への勧告を通じ、国立大学法人全体に
対して影響力を駆使することができる。そして当
該影響力が各省庁の意向を基盤とするものなら、
中期目標の全体的方向性のみならず既存の高等教
育政策に対する介入も十分想定される。仮にこの
ような阻害要因が顕在化すれば、政治的文脈によ
っては個々の国立大学法人のあり方にも直接影響
を及ぼす想定外もしくは想定以上のベクトルが、
インセンティブ型や権力非介入型に対して発現す
ることになる。

以上のことから当該機能可能性に対する阻害要
因の引き金は、図6のような対立概念として整理

される。

4．結論および今後への示唆

本研究の目的は、法人評価制度を理論的に考察
し、当該制度設計上の問題について論及すること、
ひいては将来想定される当該制度の再構築に資す
ることにある。分析のアプローチは二つに分けら
れる。すなわち当該制度設計上の合目的性の成否
および機能可能性の阻害要因について明らかにす
ることである。
第一の合目的性については、静態的には合目的
であるとわかった。しかしながら動態的には、理
論的枠組みに基づく三つの評価メカニズムがシナ
ジー効果を上げ、互いの想定目的が最適な状態に
到達しうるのか否かで判断されることが明らかに
なった。第二の機能可能性においては、一つの評
価制度の下で三つの評価メカニズムが機能するこ
とで、一方の合目的メカニズムが他方の反目的メ
カニズムとして機能し、互いのインパクト・セオ
リーを牽制しあう阻害要因の存在が明らかになっ
た。
本研究の結論は次のとおりである。法人評価に
おける制度設計上の合目的性の成否は、その機能
可能性に依存する。しかしながら、各理論から導
出された三つの評価メカニズムの間にはトレー
ド・オフの関係が成立し、互いの想定機能を低減
させ、さらにはシナジー効果そのものが虚妄化す
る可能性がある。したがって機能可能性は優れて
いるとは言い難く、また合目的性が成り立つ可能
性も低い。よって、このような理論上の阻害要因
を内包する法人評価の制度設計は脆弱である。
次に、法人評価の制度設計に脆弱性をもたらし
た要因等を踏まえながら、今後への示唆について
考えたい。政策形成過程においては、当該政策に
関連するアクター利害と政治的合理性や経済的合
理性を判断したうえで政策決定がなされる（縣
2004）。法人評価制度成立までの政策過程を顧み
ると、その脆弱性は、「法人化」という国立大学
改革の端緒となった外圧ともいえる政治的・経済
的要請、すなわちアクター利害の調整（西出
2008）に翻弄された遺産といえよう。またその調
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整とは、山本（2000）が指摘する、政府、教授会
そして民間といった三つのパワー・バランスの調
整であった。あくまで実証的な考察が求められる
が、当該制度の実施プロセスにおいても、当該パ
ワー・バランスの拮抗が再び展開している状況も
想定される。特に当該制度においては三つのアク
ターもそう単純に明確にはできないであろう。政
府部門には法人評価委員会や文部科学省だけでな
く総務省や財務省が、教授会を代表する大学人の
部門には国立大学法人と評価機構が、そして民間
部門では知の教授を求める学生や産学連携を目論
む大企業等が登場する。さらには同じ部門におけ
る対立利害もしくは異なる部門間での同一利害に
よって、部門ベクトルの分裂や統合も想定できよ
う。よって当該パワー・バランスで示された「三
角構造」は六角や七角構造にまで複雑化する、も

しくは三角構造の「三すくみ」が常態化する可能
性は決して否定できない。いずれにせよ当該制度
における実施プロセスの検証が、当該制度のあり
方を総括するうえで今後の大きな課題の一つとい
える。
蓋し制度には互いの利害対立によって社会が望
まぬ状態へ進まぬよう人為的な調整機能が期待さ
れており、これらによって政治的・経済的外部要
因を内部化し社会厚生の最適化は推進される。こ
のように、制度設計上の脆弱性が制度実施上の複
雑性を誘発し全アクターによるパワーゲームの優
勝劣敗の結果が単純に全体最適となされてしまう
なら、すなわち当該制度の成否が外部要因に強く
依存し実施上の裁量に委ねられてしまうのなら
ば、当該制度設計を再構築し、実施プロセスにお
いてアクター利害の影響を着実に制御できる具体
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総括性（対）形成性 

中期目標中心の経営 
　　　　　　（対） 
　　　目標以外を軽視する大学経営 
 

高等教育政策の推進 
　　　　　　（対） 
　　　　　　　　　独自の大学創造 
 

権力非介入型 民主的統制型 

形成性・学術性・専門性 
　　　　　　　　　　（対） 
　　　　　　　　　一般性・弁明性・公益性・公正性 
 
自己中心的経営・中期目標基準の絶対化 
　　　　　　　　　　（対） 
　　　　　　国民目線の大学経営・法人評価への不信 
 
独自の大学創造 
　　　　　　　　　　（対） 
　　　　　国民志向の大学行政・高等教育政策の転換 
 

第一 
フェーズ 

 

第二 
フェーズ 

 

第三 
フェーズ 

 

第一 
フェーズ 

 

第二 
フェーズ 

 

第三 
フェーズ 

 

第一 
フェーズ 

 

第二 
フェーズ 

 

第三 
フェーズ 

 

高等教育政策の推進 
　　　　　　　 （対） 
　　　　　　　　　国民志向の大学行政 
　　　　　　　　　高等教育政策の転換 
 

二重戦略の策定 
　　　　　　　  （対） 
　　　　　　　　　　　　透明性の強化 
 

総括性（対）弁明性 

（出典）筆者作成 

図6 法人評価制度の機能可能性における対立概念
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的措置を速やかに講ずるべきであろう。

謝辞

本稿の草稿に対しては匿名の査読者の方々から
貴重なコメントを頂いた。この場を借りて感謝申
し上げる。

注記

1   このことについては、認証評価機関等の主催セミナ

ー等において積極的に議論されている。例えば、大

学基準協会主催の第9回大学評価セミナー（2008年

10月10日開催）においては、ある国立大学理事から

私見としながらも、目標設定の難しさや自己評価の

甘さ等、法人評価制度における建設的な問題提起等

がなされた。

2   文部科学省においては、評価の必要性を国立大学法

人の活動が国民の税金によって支えられている点に

求めている（文部科学省 2004, 2008b）。

3   「インパクト・セオリー」とは、評価研究の領域で

「プログラムによって生じる変化のプロセスとその

結果として期待される改善状態の仮定」（Rossi et al.

2004=2005：132）を示したものある。本研究では当

該「プログラム」が「理論に依拠するアクション」

に代替される。

4   「説得的活用」とは、評価研究の領域で「政治的立

場を指示するもしくは意義を唱える取組みにおい

て、現状を擁護するもしくは攻撃する場合に評価結

果を利用すること」（i bid.：375）をいう。
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A Theoretical Review of the National University Corporation Evaluation System
−Appropriateness for a Purpose and Functional Capability 

in the System Design−

Junro Nishide

Iwate Prefectural University
nishide@iwate-pu.ac.jp

Abstract

The purpose of this research is to theoretically review the National University Corporation Evaluation System
and to identify factors impeding appropriateness and functional capability within the system design. As a result of
the theoretical review, the evaluation system design was found to be vulnerable in terms of implementation. This is
because the level of appropriateness for a purpose in the system design is dependent on functional capability whilst
functional capability, however, is not necessarily ensured because this evaluation system consists of three
theoretical evaluation mechanisms that reduce each other,s functional capabilities due to their trade-off
relationships. The research concludes that the appropriateness for a purpose in the evaluation system design is not
adequate.

Keywords

National University Corporation Evaluation, Principal-Agent Relationship,
Academic Freedom, Control over Public Administration
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日本評価学会春季第6回全国大会
開催報告

1. 春季第6回全国大会全国大会プログラム（実績）

2. 共通論題セッション報告
共通論題1「研修員受入事業評価」

座長 渡辺　　博（東洋エンジニアリング（株））
コメンテータ 杉本　充邦（（独）国際協力機構）
コメンテータ 石田　洋子（（財）国際開発センター）
コメンテータ 長尾　眞文（国際基督教大学）

共通論題2「自治体評価―行政経営にどのように活かしてきたか」
座長 梅田　次郎（JMAC構造改革推進セクター）
コメンテータ 窪田　好男（京都府立大学）

共通論題3「生活者にとっての評価」
座長 入山　　映（サイバー大学）
コメンテータ 宮崎　修二（（財）対日貿易投資交流促進協会）

3. 自由論題セッション報告
自由論題1「行政評価」

座長 山谷　清志（同志社大学）
コメンテータ 西本　哲也（三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株））

自由論題2「教育評価」
座長 橋本　昭彦（早稲田大学大学院）

自由論題3「評価のあり方」
座長 宮崎　修二（（財）対日貿易投資交流促進協会）

自由論題4「評価手法」
座長 林　　　薫（文教大学）

自由論題5「国際協力」
座長 石田　洋子（（財）国際開発センター）
コメンテータ 林　　　薫（文教大学）

日本評価学会春季第6回全国大会
開催のご報告とお礼

2009年6月13日開催（於：政策研究大学院大学）の日本評価学会春季第6回全国大会には111名もの方々にご出席いた
だき誠にありがとうございました。会員各位の日頃の研究や実践活動の報告を基に、評価研究者、実務者の間の経
験、情報、知識を共有化する場として、皆様にとって有益な機会となりましたら幸甚に存じます。多くの方のご尽
力により本大会を開催することができましたこと、心より感謝申し上げます。
今後とも当学会の活動にご高配賜りますようどうぞ宜しくお願い申し上げます。

実行委員会委員長 和田　義郎
プログラム委員長 牟田　博光





111

日本評価学会春季第6回全国大会
「グローバライゼーションと評価」（於：政策研究大学院大学）

9：30 - 10：00

午前の部

10：00 - 12：00

共通論題1

研修員受入事業評価

（渡辺　博）

1A

自由論題1

行政評価

（山谷清志）

1B

自由論題2

教育評価

（橋本昭彦）

1C

午後の部Ⅰ

13：15 - 15：15

共通論題2

自治体評価―行政経営にどの

ように活かしてきたか

（梅田次郎）

1A

自由論題3

評価のあり方

（宮崎修二）

1B

自由論題4

評価手法

（林　　薫）

1C

午後の部Ⅱ

15：30 - 17：30

共通論題3

生活者にとっての評価

（入山　映）

1A

自由論題5

国際協力

（石田洋子）

1B

受　付

お昼休み
（理事会 12：05 - 13：00）

2009年6月13日（土）

（ ）は座長です。
自由論題報告の時間は原則として、発表20分、質疑8分、交替2分（計30分）です。

12：00 - 13：15
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（財）海外技術者研修協会

（独）国際協力機構

（財）日本国際協力センター

（財）日本国際協力センター

（財）日本国際協力センター

（財）日本国際協力センター

（財）日本国際協力センター

6月13日（土）午前の部 10：00-12：00

共通論題 1 研修員受入事業評価 1Ａ

座長　渡辺　　博 東洋エンジニアリング（株）
コメンテータ　杉本　充邦 （独）国際協力機構
コメンテータ　石田　洋子 （財）国際開発センター
コメンテータ　長尾　眞文 国際基督教大学

下大澤祐二

梅津　　径

岸本　昌子

斉藤　久展

下村真貴子

清水　丈司

中　　菜月

○

日本評価学会春季第6回全国大会
「グローバライゼーションと評価」プログラム詳細

秋田県立大学大学院

秋田県立大学

（株）日本能率協会コンサルティング

三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株）

自由論題 1 行政評価 1Ｂ
座長　山谷　清志　　同志社大学

コメンテータ 西本　哲也 三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株）

自由論題 2 教育評価 1Ｃ
座長　橋本　昭彦 早稲田大学大学院

AOTS受入研修事業の成果事例調査

JICA課題別研修事業評価の現状と課題

JICA本邦研修コース実施現場からの評価測定（JICA大阪所管研

修コース）

安田　周悦

嶋崎　真仁

西村　　健

左近　靖博

○

広島県立忠海高等学校

広島県尾道市立栗原北小学校

広島県立教育センター

（財）国際開発センター

東京工業大学

岩手県立大学

指定管理者の業務評価制度に関する研究

自治体における行政評価と広報広聴の連動

OECD諸国における“Performance Budgeting”に関する実務・研

究の諸動向に関する考察

高月　　淳

石田　謙豪

平　恵津子

佐々木　亮

牟田　博光

西出　順郎

○

○

中高一貫教育校における学校評価システムについて

学校評価定着のための活用ステップに関する実践報告

ケニア中等理数科教育強化計画プロジェクトのインパクト分析

国立大学法人評価制度の理論的考察

～制度設計上の機能可能性について～

6月13日（土）お昼休み　　12：00-13：15
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6月13日 （土） 午後の部Ⅰ 13：15-15：15 

長野県飯田市

JMAC構造改革推進セクター

共通論題 2 自治体評価―行政経営にどのように活かしてきたか 1Ａ
座長　梅田　次郎 JMAC構造改革推進セクター

コメンテータ 窪田　好男 京都府立大学

櫻井　　毅

星野　芳昭

行政評価の手法による総合計画策定と議会決算認定への活用

評価は活用するためにある

自由論題 3 評価のあり方 1Ｂ
座長　宮崎　修二　　（財）対日貿易投資交流促進協会

（独）国際交流基金

（財）国際開発センター

パナソニック(株)/東京工業大学

芦屋女子短期大学

東京工業大学

東京工業大学

一寸木英多良

佐々木　亮

前西　繁成

村田　道彦

牟田　博光

菊田　怜子

○

○

評価者倫理・スタンダードの策定に向けた議論の動向

企業市民活動の評価に関する一考察

福祉サービス第三者評価における評価者のコミュニケーション

・スキルに関する研究

2次評価の課題と展望

自由論題 4 評価手法 1Ｃ
座長　林　　　薫 文教大学

市民満足学会

（独）大学評価・学位授与機構

愛知学泉大学

日本学術振興会

文部科学省

大島　章嘉

田中　弥生

馬場　英朗

米原　あき

白川　展之

○

自転車に乗ると道路の本質が評価できる（自転車道欲しい度調査結果より）

財務指標から捉えた民間非営利組織の評価

～持続性の要因を探る～

人間開発指標の新たな可能性：「ランキング指標」から「開発政策の処方箋」へ

有効競争レビューによる日本の大学間の競争構造の評価

6月13日（土） 午後の部Ⅱ 15：30-17：30 

（財）日本生産性本部　サービス産業生産性協議会

（社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会

（株）宝島社

（財）日本産業デザイン振興会

共通論題 3 生活者にとっての評価 1Ａ

座長　入山　　映　　サイバー大学
コメンテータ 宮崎　修二　 （財）対日貿易投資交流促進協会

向山　　聡

土田あつ子

石倉　　笑

青木　史郎

日本版CSI（顧客満足度指数）について

地方自治体の消費者行政の評価検証

『このミステリーがすごい！』ランキングについての考察

グッドデザイン賞の評価について

名古屋大学大学院

名古屋大学大学院

名古屋大学大学院

日本赤十字九州国際看護大学

参加型評価ファシリテータ

日本福祉大学

関西学院大学

自由論題 5 国際協力 1Ｂ
座長　石田　洋子　 （財）国際開発センター

コメンテータ 林　　　薫 文教大学

青山　温子

川口　レオ

相原　洋子

喜多　悦子

田中　　博

野崎　泰志

關谷　武司

○世界エイズ・結核・マラリア対策基金（GFATM）の5年評価

－報告2: 総合的インパクト評価－

フィリピンでのNGO教育事業参加型評価～ファシリテータの

役割とステークホルダーのエンパワメント

村民の意思決定とCommunity Capability－「ザンビア孤立地域参加

型村落開発計画」における住民参加の定量的評価の試み－

中米ホンジュラス共和国初等教育における縦断的就学・追跡調査

－退学のパターン－
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共通論題セッション１「研修員受入事業評価」
座長　渡辺博（東洋エンジニアリング（株））

コメンテータ　杉本充邦（（独）国際協力機構）
コメンテータ　石田洋子（（財）国際開発センター）
コメンテータ　長尾眞文（国際基督教大学）

研修員受入事業は、我が国では古くから実施されている国際協力事業であるが、その評価は、研修時の
アンケートによる内容評価から研修制度自体の評価迄、幅が広く、「やさしくて、難しい」と言われてお
り、評価制度導入は他の国際協力事業と比較して遅れている。研修員受入事業実施機関として代表的な財
団法人海外技術者研修協会（AOTS）、独立行政法人国際協力機構（JICA）、財団法人日本国際協力センタ
ー（JICE）の受入研修事業評価事例から、研修員受入研修事業の評価制度導入の現状について報告をいた
だき、議論を行った。
第1報告者の下大澤祐二氏（AOTS）からは、質問紙評価制度に加え、成果事例調査を実施したこと、成

果事例調査の結果、受入研修に参加した開発途上国の研修生は、専門分野の知識技術の習得に加え、人的
交流や異文化体験等を通じた意識変容・行動変容により、その後の人生の様々な活動において、経済的・
社会的な価値創造に繋がる効果をもたらしていることが判明するなどの成果があったことが報告された。
第2報告者のJICA梅津径氏からは、JICA課題別研修事業は、途上国の中核的な人材の能力開発を通じて、
開発課題解決を促進する本邦技術協力事業の一形態であること、研修事業改善の一環として課題別研修事
業にかかる評価制度の整備を順次進めてきた結果、2008年度からは全ての新規案件に対して事前評価を導
入し、年次評価・終了時評価とあわせた一貫した評価体系が構築されたこと、現在は、運用の課程で顕在
化した諸問題への対応、及び事後評価制度の導入等が課題となっていることが報告された。第3報告者の
岸本昌子氏（JICE）からは、JICA大阪所管研修コースの個々の報告をまとめて量的分析を試みたこと、そ
の結果、研修員の有する語学力や研修態度も成果測定には有用であることが確認されるなど、いくつかの
有益な結果を得ることができたこと、研修に影響を及ぼす要因から研修成果を測定する式に提案すること
ができたことが報告された。最後に杉本充邦氏（JICA）、石田洋子氏（IDCJ）、長尾眞文氏（ICU）の3名
の討論者からコメントをいただき、受入研修事業の評価のあり方について議論がなされた。
これらの報告とコメントは、研修員受入事業の評価について会場の理解を深めると共に、これから評価

の導入を計画している受入事業を実施中の関係機関に大いに参考になるものと評価された。

共通論題セッション２「自治体評価―行政経営にどのように活かしてきたか」
座長　梅田次郎（JMAC構造改革推進セクター）

コメンテータ　窪田好男（京都府立大学）

日本の地方自治体で行政評価が実用に供されてから10数年が経過し、導入率は毎年着実に増加してきて
いる。総務省2008年10月調査結果では、導入済みの都道府県と政令指定都市100%、中核市94%、特例市

共通論題セッション報告
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90%、市区65%、町村24%となっている。そのような状況のなかで自治体評価に関する議論には、形式的
なものに堕して実効性のなくなっている評価実例を取り上げているものが少なくない。確かにその類の事
例も数多く存在しているが、他の経営システムと連動させながら本来の効用を実現している自治体ももち
ろん現に存在する。本セッションでは、行政評価が経営システムの中でどのようにリンクすることによっ
て生かされ得るのかを明らかにすることを目的に、報告と議論を行った。
報告者の櫻井毅（長野県飯田市）からは、「行政評価の手法による総合計画策定と議会決算認定への活

用」と題して、飯田市における取組、即ち第5次基本構想基本計画（Ｈ19～）では「多様な主体」をキー
ワードに市民協働型で行政評価による進行管理を前提に行政評価のロジックで策定を進めたこと、また予
算編成に関しても施策枠配分方式を組み入れ計画と予算の連動を図ったこと、さらに平成20年度には議会
も行政評価の結果を決算認定審査に活用するようにしたことなど、目指す都市像の実現に向けたマネジメ
ントツールとして機能しつつある現状が紹介された。
報告者の星野芳昭（JMAC構造改革推進セクター）からは、「評価は活用するためにある」と題して、

1995年に三重県で全国初めての制度として取り組まれた事務事業評価システム構築の際に氏が提示した評
価結果の活用を示す全体像が以降行政経営モデルとして定着し多くの自治体がこれに基づき行政評価と総
合計画、予算編成などとのリンクをはかってきたが、この従来モデルはあくまで首長の責任権限下におけ
る領域にとどまってきたとし、今回の飯田市の事例報告にみるように議会や住民においても主体的に取り
組まれるようになったことを踏まえた議会と住民を包含した新しい行政経営モデルが提言された。
討論者の窪田好男（京都府立大学）からは、「評価が改革するのではなく、評価を使って改革せよ」と

主張してきた者として上記報告の方向性は重要で飯田市の事例に見られるような「評価を使った改革」体
制が確立されるべきとしたうえで、政策体系と評価を使った行政経営を実現するためには関連する決定と
評価を誰が責任を持ってやるかを明確にすべきである等の論点が提示された。
会場からは多数の質問・意見が出され、自治体での評価活動と行政経営のあり方について議論が深めら

れ今後の方向性が明らかになったことは、本セッションの成果であった。

共通論題セッション３「生活者にとっての評価」
座長　入山映（サイバー大学）

コメンテータ　宮崎修二（（財）対日貿易投資交流促進協会）

これまで評価学会の関心領域あるいは対象は、ODAや地方自治体、公立学校などに代表されるパブリッ
ク・セクターに限られてきたといってもよいだろう。そもそも評価という営為の必要性が、価格パラメー
ターを評価尺度とする市場原理の外で求められていた訳だから、これは当然であったといって良い。しか
し、従来の営利・非営利、あるいは公と私といった截然とした区分が、限りなく曖昧になりつつある最近、
プライベート・セクターにおける価格パラメーター以外の評価行為にも、パブリック・セクターにおける
それと類似の機能が認められるのではないか。従って、学会の関心がそちらにも向けられて良いのではな
いか。評価文化の定着のためには、それも有益な手段の一つではないか、という問題意識がこのセッショ
ンを設定した理由であった。
このため、プライベート・セクターにおける様々な評価行為の代表事例として、日本生産性本部の顧客

満足度指数（CSI）、消費者団体による地方自治体の消費者行政評価、出版社宝島社による「このミステリ
ーがすごい！」、そして日本産業デザイン振興会のグッドデザイン（Gマーク）の四つを取り上げ、それぞ
れ向山聡、土田あつ子、石倉笑、青木史郎の四氏に、各評価の概要、沿革、手法などについてプレゼンテ
ーションを依頼した。
内容の詳細については別資料によって頂くとして、四者に共通する問題意識としては、評価要素の選定
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根拠、評価結果の客観性の担保、評価の定量化手法、評価結果のステークホルダーへの周知手段といった
諸点があり、会場からの質疑、コメンテータのコメントもこれら諸点を巡るものがほとんどであった。そ
れら諸点について、各プロジェクトが、かなり行き届いた配慮をしていることが明らかにされた。こうし
た基本的な要素について、これまで学会員が取り組んできた評価との共通性が認識された一方、PDM、ロ
グフレームといった共通評価手法、要素に前提を置いた議論に親しんできた学会員にとっては、自由で、
時には奔放にさえ見える評価手法は全く新鮮に映ったようで、参加者のこのセッションに対する感想・評
価にもそれは明らかであった。
評価学会が、その対象領域にこうしたプライベート・セクターの活動も含めるか否かは別にして、（こ

れまでの学会の足跡から見れば）非・伝統的ともいうべきこうした評価の存在を視野に入れることにもそ
れなりの意義があるのではないか、という感想を総括としたい。

自由論題セッション報告

自由論題セッション１「行政評価」
座長　山谷清志（同志社大学）

コメンテータ　西本哲也（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株））

本セッションは以下の3件の発表の後、質疑応答があった。
1．指定管理者の業務評価制度に関する研究
安田周悦（秋田県立大学大学院）、嶋崎真仁（秋田県立大学）
指定管理者の業務評価制度の枠組みを構築することを目指すものである。本報告では、地方公共団体が

指定管理者制度を利用して管理する施設の運営方針を設定する段階から、指定管理者の評価を含む事業評
価を経て次期運営方針を設定するまでのプロセスに着目し、それをPDCAサイクルという枠組みに照らし
て見直すことにより、この評価制度の問題点を整理した。
2．自治体における行政評価と広報広聴の連動
西村健（日本能率協会コンサルティング・JMAC構造改革推進セクター）
JMAC構造改革推進セクターは、2008年度に「行政経営の仕組みと運用に関する実態調査」を実施した。

そこでは特に、広聴の取組みが事務事業評価に反映されていないため、評価の精度が不十分である現状が
明らかになった。また、評価結果に基づく改革改善の進行管理が不十分であることも明らかになった。こ
のことから、事務事業評価の前提である関係者の意見を踏まえていないまま事務事業を評価してしまい、
実際の改革改善まで至ってない実態が伺えた。こうした現状を踏まえて、行政評価と広報広聴との連動、
そして事務事業の改革改善の取組みに焦点を絞り、行政評価の導入目的が達成されている自治体に共通す
る取り組みを報告した。
3．OECD諸国における“Performance Budgeting”に関する実務・研究の諸動向に関する考察
左近靖博（三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社）
OECD諸国において、業績情報を予算編成プロセスにおいて活用する仕組みである業績予算



117

（Performance Budgeting）の導入が進んでいる。本報告ではOECD諸国の予算、業績マネジメントの担当官
らが集う“Senior Budget Officials network on performance and results”における、過去5年間における業績予
算導入に向けての実務的な研究動向を整理した。

自由論題セッション２「教育評価」
座長　橋本昭彦（早稲田大学大学院）

高月淳氏（広島県立忠海高等学校）「中高一貫教育校における学校評価システムについて」は、発表者
の前任校での充実した学校評価の取り組みの報告である。取り組みの経過や手続きに重点が置かれて、判
りやすい報告だったが、「学校評価によってどんな改善がみられたのか？」というその後の展開を、次回
に期待したい。
石田謙豪氏（広島県尾道市立栗原北小学校）・平　恵津子氏（広島県立教育センター）「学校評価定着

のための活用ステップに関する実践報告」は、困難な状況にある小学校での実践に関する過去3回の個別
報告の続編。今回は学校評価を「いかに活用するか」という視点から整理した報告で、フロアから「評価
結果の公開の仕方が特に参考になった」等の声があった。「校長が替わっても続くシステムづくり」が、
次の課題だ、と石田氏は言う。
佐々木亮氏（国際開発センター）・牟田博光氏（東京工業大学）「ケニア中等理数科教育強化計画プロ

ジェクトのインパクト分析」は、JICAが実施した教育援助プロジェクトの評価に関わった実践報告。無か
らの立ち上げであった教員研修の仕組みのインパクト分析が詳細に紹介された。フロアからは、収集デー
タの解釈や集計の仕方、テストの点数以外のデータ（教員の勤務環境・人間関係・士気など）の扱い、ケ
ニアと日本の教育観・教師観の差違など、多様な質問・意見が出た。ケニア以外の地域への教育援助評価
での応用に道を開く報告でもある。
西出順郎氏（岩手県立大学）「国立大学法人評価制度の理論的考察～制度設計上の機能可能性について

～」も前回報告の姉妹編である。今回は「合目的的かどうか」という視点から制度設計を問い直す実際的
な内容であった。大学の在り方同様、大学評価もまた評価する目的によって個性的であるべきだが、現実
には硬直した制度設計や、減点回避の受け身の姿勢があることがわかった。大学としての評価戦略・評価
目的に応じたシンプルな設計、「中期目標」外の要素への顧慮、意味のある数値データ、形成的な機能な
どの重要性が論じられた。

自由論題セッション３「評価のあり方」
座長　宮崎修二（（財）対日貿易投資交流促進協会）

当セッションでは、評価のあり方に関し、評価者や評価手法も含めた広範な課題についての考察・報告
が発表された。
まず、「評価者倫理・スタンダードの策定に向けた議論の動向（一寸木英多良・佐々木亮）」では、2009

年1月から活動を始めた本学会の「評価者倫理・スタンダード分科会」における検討作業の進捗状況と今
後の方向について報告があった。同分科会では、国内外の先行事例の研究等を踏まえ、内部評価が多いと
いわれる評価制度上の特徴、公的セクターにおける評価と行政改革の関係など評価に関する日本特有の要
素に着目し、これらの改善に資する評価の倫理綱領・スタンダードのあり方を検討している。今後本学会
員を中心とした評価関係者の意識調査、インタビュー等も加えて、我が国独自の評価倫理規定・スタンダ
ードの策定を進めることとしているとの紹介があった。これに対しては、評価者の倫理とスタンダード、
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評価者のコンピタンス、本学会の評価士養成等に関する考え方等の整理が必要であるなどの指摘があった。
次に、「企業市民活動の評価に関する一考察（前西繁成）」では、企業の社会的責任（CSR）に注目が集

まる中、企業市民活動に対する関心が高まっていることから、こうした活動のプログラムを評価するシス
テムについて、事例とその成果及び課題が示された。具体的には、パナソニック社が取り組んだ企業市民
活動の評価プログラムについて、社会的課題解決への寄与、プログラムマネジメント、自社リソースの活
用度合い等7つの視点を設定し、PDCAサイクルやロジック・モデルとの関連性について検討するとともに、
教育支援活動における実例の分析結果等が報告された。本報告に対しては、顧客による評価や企業の本来
事業へのフィードバックの視点が必要ではないか、自己評価は適切であるか等の質問があった。
「福祉サービス第三者評価における評価者のコミュニケーション・スキルに関する研究（村田道彦）」で
は、事業の透明性確保、サービスの質の向上を目的として導入されている第三者評価において、事業者に
対しどのような態度・行動で接しているかという評価者のコミュニケーション・スキルに着目し、その現
状と課題について発表があった。本研究では、福祉サービスの評価を行っている全国の第三者評価機関等
にアンケート調査を行った結果、第三者評価における情報収集や提供におけるディコーディング、エンコ
ーディングにおいて、こうしたスキルとの高い関連性が示されたと紹介があった。これに対しては、調査
内容や結果の分析と今後の課題についての関連性、福祉サービスの種類の違いと評価者の属性の違いの影
響の有無等について質疑があった、
最後に「2次評価の課題と展望（牟田博光・菊田怜子）」では、JICAの技術協力及び無償資金協力の事後

評価に導入されている2次評価（外部評価）において、評価結果のフィードバックを通じ、評価の仕方の
みならず評価結果そのものの改善がみられることに着目し、2次評価のプロセスについての検討がなされ
ている。本研究では、2次評価導入の成果は内部評価に外部者の目を入れたことに起因するものというよ
り、これら2次評価のプロセスの中で、評価の標準化が行われるとともに、評価結果のフィードバックが
促進されたことによるところが大きかったと指摘している。これに対しては、定性的な評価のガイドライ
ン、評価者の評価態度や評価傾向による差異におけるレベル合わせ等についての質疑があった。
以上、いずれの発表も評価のあり方に建設的な問題提起を行うものであり、我が国における評価文化の

醸成・定着を考える上でも有意義な議論が行われたものと考える。

自由論題セッション４「評価手法」
座長　林薫（文教大学）

本セッションは以下の4報告と討論が行われた。
第一報告の大島章嘉会員による「自転車に乗ると道路の本質が評価できる（自転車道欲しい度調査結果

より）はインターネットのよる14,000人を対象とした全国調査により、自転車道路の国民満足度を測定し
たきわめてユニークな研究で、自転車道路の満足度が極めて低いことがあきらかになると同時に、重相関
分析により不満項目の理由について分析を行い、出席者からも注目を集めた。議論は主にデータの収集方
法などをめぐって行われた。
第二報告の田中弥生会員、馬場英朗会員による「財務指標から捉えた民間非営利組織の評価～持続性の

要因を探る～」は、これまで定量的評価がほとんど行われてこなかったNPO法人の財務、経営面に関し、
パネル・データベースを構築し、財務的な評価ツールを開発することによって分析を行い、NPOの持続性
にかかる実態と促進・疎外要因を明らかにすることを試みたものであり、事業収入が法人の持続性にあま
り寄与していないこと、持続性には寄付や会費の役割が大きいことなどの結果が示された。これを通じて、
NPOと日本社会に関する活発な議論が展開された。
第三報告の米原あき会員の「人間開発指数の新たな可能性：「ランキング指標」から「開発政策の処方
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箋」へ」はランキング指標として専ら使用されている人間開発指数（HDI）を統計的に分解し、HDIの3つ
の構成要素の成分を抽出することで、「開発政策の処方箋」への可能性を提示することを試みたものであ
る。HDIのこれまで指摘されてきた問題点を踏まえて、より有効な活用を目指す意義ある研究であり、
「処方箋」として使用することの妥当性、有効性などをめぐって行われた。
第4報告の白川展之会員による「有効競争レビューによる日本の大学間の競争構造の評価」は規制業種

の政策評価手法として確立されてきた概念である有効競争レビューの手法を用い、国立大学の法人化後の
日本の大学をめぐる競争の状況を分析し、その結果、大学「市場」がいくつかの異なるマーケットで構成
され、市場ごとに異なる市場競争の条件があることなどが明らかにされた。産業組織論的な手法を教育分
野に適用することの可否、是非などをめぐって議論が行われた。
総じて、自由論題セッションにふさわしく、自由に多種多様な手法や見解が示され、議論を行ったとこ

ろが成果であった。

自由論題セッション５「国際協力」
座長　石田洋子（（財）国際開発センター）

コメンテータ　林薫（文教大学）

本セッションは以下の4件について、それぞれの発表の後、質疑応答があった。
「世界エイズ・結核・マラリア対策基金（GFATM）の5年評価　－報告2：総合的インパクト評価－」

（青山温子、川口レオ、相原洋子、喜多悦子）では、GFATMによって作成された5年評価の報告書の概要
が報告された。同報告では、1）GFATM組織の効果・効率、2）事業実施とパートナーシップの状況、3）
3感染症への総合インパクトの3領域についてまとめられた領域評価報告書及び総合評価報告書について、
特色と課題の分析結果が示された。参加者から、全体プログラムに対する評価予算、フィードバック方法
等について、質問が寄せられた。
「フィリピンでのNGO教育事業参加型評価～ファシリテーターの役割とステークホルダーのエンパワメ

ント」（田中博）では、日本のNGOであるソルト・パタヤスが1995年からマニラ近郊ゴミ捨て場周辺で続
けてきた教育支援に対して、田中氏自身が行った参加型評価の概要（目的、手法、プロセスなど）が紹介
された。フィリピンでの経験を踏まえて、参加型評価の長所を生かし、短所を補うための、ファシリテー
ターの役割の重要性に関する考察結果が報告された。参加者から、住民側の意識変化やNGOの反応などに
ついて質問があった。
「村民の意思決定とCommunity Capability－『ザンビア孤立地域参加型村落開発計画』における住民参加
の定量的評価の試み－」（野崎泰志）では、JICA技術協力プロジェクトで支援されたザンビアの村落単位
のマイクロ・プロジェクトの事例に対して、定量的評価を試みた手法と分析結果が紹介された。同評価で
は、対象村落を先発組と後発組にわけ、「生計の良好なバランス」を示している後発組が「住民参加の質
的向上」を達成していると評価する方法論が示された。参加者からは、データ収集や分析手法、今後の結
果活用方法等について質問があった。
「中米ホンジュラス共和国初等教育における縦断的就学・追跡調査－退学のパターン－」（關谷武司）

では、小学校へ入学した2,343人の子供たちの学校における在籍記録や当時の家庭環境などのデータを縦
断的に収集・分析している途中経過が紹介された。入学した最初の年に794人が進級し、そのうち62.5%が
卒業を迎えることができ、また、落第と評価された者の63.9%が卒業できなかったというデータと、それ
らの理由についての考察が報告された。参加者からは、就学前教育と就学状況の関係、学校と住民との関
係などについて質問があった。
いずれの発表も、現場経験や豊富なデータに基づいて興味深い分析手法や分析結果が報告され、今後の

さらなる分析や結果活用が期待される。
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企画委員会

企画委員会は、日本評価学会が行う各種の活動を企画、実行することをとおして、わが国の評価学の普
及と発展に寄与することを目的としている。最近の活動としては以下の活動がある。

1．受託事業
平成20/21年度に国際協力機構より「課題別研修事業事後評価試行実施」について受託し、平成21年6月

に報告書を提出した。この受託については会員からの公募に基づき研究チームを編成し、帰国研修生に対
するアンケ－ト調査、及び現地調査などの作業を行った。国際協力機構からは平成19年度、20年度に引き
続き、平成21年度も「課題別研修第三者検証作業部会」業務も受託する。国際協力機構が平成22年度以降
に更新または新設する課題別研修案件の検討において、第三者検討委員会を設置し、案件内容の妥当性お
よび効率性を検証するにあたり、検証プロセスの効率化と客観性のさらなる担保を図るべく、作業部会で
審査原案を作成することになっている。
このような受託事業は学会としての社会的貢献を具体的な形で示すと共に、会員に評価作業を経験して

もらう場を提供することにもなる。さらに学会に対しては財政的な貢献もできるなど利点が大きい。企画
委員会としてはこのような受託事業を積極的に拡大していきたいと考えており、他の事業の受託について
も検討する。
なお、学会として事業を受託することが適切であるかどうかの判断基準、及び受託事業の品質確保につ

いては学会が定めた「受託評価関連事業実施要領」に基づいている。

2．顕彰事業
日本評価学会では年一回、学会賞の選定という形で会員の顕彰を行うことにしている。学会賞の受賞者

は企画委員会の下に設けられている学会賞審査委員会によって推薦し、理事会で決定される。学会賞とし
ては、本学会誌に掲載された原著論文等が評価学研究に大きく貢献したと認められる者に授与される「日
本評価学会論文賞」、評価学研究の進歩に寄与する優れた研究をなし、将来の発展を期待される者に授与
する「日本評価学会奨励賞」、評価学の発展に顕著な功績があった者に授与される「日本評価学会功績賞」
の3つの賞がある。平成21年度は10月下旬まで受賞者の推薦を受け付けている。詳細は学会ホ－ムページ
に記載してある。多くの自薦、他薦を期待している。受賞者は所定の手続きを経て決定され、11月28、29
日に明治大学で開催予定の第10回全国大会の際に表彰される。

企画委員会委員長　牟田　博光
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広報委員会

1．活動方針
広報委員会は、その目的である、「評価の意義を広く普及し、学会活動の強化を支援するために、日本

評価学会および学会の行う種々の事業を広報し、学会の情報活動に寄与する」ことを目的とします。評価
学会の活動のみならず広く評価に関わる情報も会員の皆さんと共有すべくあらゆる機会を捉えてその実現
を目指します。

2．活動状況
（1）「学会活動の強化と学会の健全な運営を目指して会員獲得に努めます」
会員獲得のための学会説明などのツールについては、ホームページを第一に考えていますが、国、自治

体、企業などの説明ツールとしては、マス・メディアを使ったパブリシティも利用する方向で検討を進め
ていきます。

（2）「広報の手段は主として学会ホームページを活用します。従って、学会からのおしらせはホームペー
ジに随時掲載します」。

2009年6月13日（土）第6回春季全国大会理事会で「ホームページのより魅力的かつ効果的な広報」のた
めに、専門家を使ってホームページの刷新に費用をかけて取り組むことが決定しました。

3．今後の方針
広報委員会は、メンバーの交代を視野に入れ、進捗状況管理、新企画の検討などを行い広報面での有効

性、効率性を高めて行く所存です。

広報委員会委員長　高千穂　安長
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日本評価学会第10回全国大会のご案内

第10回全国大会
実行委員会委員長　源　由理子

来たる2009年11月28日（土）、29日（日）、日本評価学会第10回全国大会が明治大学
（東京都千代田区）にて開催されます。
プログラム等詳細につきましては、学会メーリングリストおよびホームページにて

随時ご案内いたします。
会員各位におかれましては奮ってご参加くださいますようよろしくお願い申し上げ

ます。

記

1. 日時： 2009年11月28日（土）、29日（日）

2. 場所： 明治大学　駿河台キャンパス（東京都千代田区神田駿河台1-1）

以上
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特定非営利活動法人日本評価学会定款

第１章　総則
（名称）
第１条 本法人は、特定非営利活動法人日本評価学会と称し、英語名は、The Japan Evaluation Society

（略称JES）とする。
（事務所）
第２条 本法人は、主たる事務所を東京都品川区に置く。

（目的）
第３条 本法人は、広く国民一般に対する透明性確保、説明責任遂行のため、公共的な活動やNPO等の

社会的な活動に関する評価の重要性が強く認識されていることに鑑み、評価に関する研究及び
応用を促進し、評価に関する関連機関等との情報交換を図るとともに、この分野の学問の進歩
発展及び評価に携わる人材の育成等に貢献することにより、広く一般市民に対し評価活動の向
上と評価の普及に寄与することを目的とする。

（特定非営利活動の種類）
第４条 本法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。

（1）社会教育の推進を図る活動
（2）学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
（3）国際協力の活動
（4）男女共同参画社会の形成の促進を図る活動
（5）経済活動の活性化を図る活動

（事業の種類）
第５条 本法人は、第3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として次の事業を行う。

（1）評価に関する調査・研究事業　
広く一般市民の参加を得て客観性を保持し得る評価手法、評価基準の開発を行う。

（2）評価に関する研修事業
評価に関する学術研究会、講演会、国際シンポジウム、研修などを開催し、評価人材の
育成に努める。

（3）評価に関する交流事業
評価研究者、評価実務者、評価利用者等評価に関連する内外の人々との交流、情報交換
の場として国際交流や全国大会を実施する。

（4）評価に関する広報・普及事業　
評価に関する情報を広く知らしむべく、ホームページの作成、学会誌その他刊行物の発
行等、普及啓蒙活動を行う。

（5）評価実施事業
公平、中立の観点に立ち、法人として第三者評価を実施する。

（6）評価に関する顕彰事業
評価に関する研究および評価活動の普及に貢献した人を広く顕彰する。

（7）その他、本法人の目的を達成するために必要な事業
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第２章　会員
（種別）
第６条 本法人の会員の種別は、次の5種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法（以下「法」と

いう。）上の社員とする。
（1）正会員 本法人の目的に賛同して入会した個人。
（2）学生会員 本法人の目的に賛同して入会した、原則として大学以上の学生で、学生会員を

希望する者。尚学生会員は、卒業時に本人が希望する場合は会長に申し込みを
おこなったうえで、正会員となることができる。

（3）賛助会員 本法人の目的に賛同し、その事業を後援する団体。
（4）名誉会員 本法人に功労のあった者及び広く評価分野に関連ある分野における学識経験者

で理事会の推薦に基づき総会の承認を経た個人。
（5）准会員 本法人の目的に賛同して入会した個人で、最大3年間を期限に本法人の活動へ

の参加を希望する者。3年以上の継続を本人が希望する場合は会長に申し込み
をおこなったうえで、正会員となることができる。

（入会）
第７条 会員の入会について、特に条件は定めない。
２　　　　正会員、学生会員、賛助会員、准会員として入会しようとする者は、会長が別に定める入会申

込書により会長に申し込むものとする。また、名誉会員として推薦された者は、入会の手続き
を要せず、本人の承諾をもって会員となるものとする。

３　　　　理事会は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認めなければならない。
４　　　　会長は、第2項のものの入会を認めないときは、速やかに理由を付した書面をもって本人にそ

の旨を通知しなければならない。

（会費）
第８条 正会員、学生会員、賛助会員、准会員は、総会において別に定める会費を納入しなければなら

ない。

（会員の資格の喪失）
第９条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。

（1）退会届の提出をしたとき。
（2）本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅したとき。
（3）継続して2年以上会費を滞納したとき。
（4）除名されたとき。

（退会）
第１０条 会員は、会長が別に定める退会届を会長に提出して、任意に退会することができる。

（除名）
第１１条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名することができる。

（1）この定款に違反したとき。
（2）本法人の名誉を毀損し又は設立の趣旨に反する行為を行なったことにより、総会において、
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除名すべきものと認められた場合
２　　　　前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の機会を与えな

ければならない。

（拠出金品の不返還）
第１２条 本法人は、会員がその資格を喪失しても、既に納入した会費その他の拠出金品は返還しない。

第３章　役員
（種別及び定数）
第１３条 本法人には、次の役員を置く。

（1）理事　20名以上25名以内
（2）監事　1名以上2名以内

２　　　　理事のうち1人を会長とし、若干名を副会長とする。

（選任等）
第１４条 理事及び監事は、総会において、正会員の中から選任する。
２　　　　会長及び副会長は、理事会において、理事の互選により定める。
３　　　　役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が一人を超

えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総数の3分の1を超
えて含まれることになってはならない。

４　　　　法第20条各号のいずれかに該当する者は、本法人の役員になることができない。
５　　　　理事及び監事は、相互に兼ねることができず、本法人の職員を兼ねてはならない。

（職務）
第１５条 会長は、本法人を代表し、会務を統括する。
２　　　　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、会長があらかじめ指名し

た順序で、その職務を代行する。
３　　　　理事は理事会を構成し、この定款の定め及び総会または理事会の議決に基づき、会務の執行を

決定する。
４　　　　監事は、次に掲げる職務を行う。

（1）理事の会務執行の状況を監査すること。
（2）本法人の財産の状況を監査すること。
（3）前2号の規定による監査の結果、本法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しく

は定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に報
告すること。

（4）前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。
（5）理事の会務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べること。

（任期等）
第１６条 役員の任期は、2年とする。ただし再任を妨げない。
２　　　　補欠又は増員により就任した役員の任期は、前項本文の規定にかかわらず、前任者又は現任者
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の残存期間とする。
３　　　　役員は、辞任または任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなけれ

ばならない。
４　　　　前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合には、任期の末日後最初の総会

が終結するまでその任期を伸長する。
（欠員補充）
第１７条 理事又は監事のうち、その定数の3分の1を超える者が欠けたときは遅滞なくこれを補充しなけ

ればならない。

（解任）
第１８条 役員が次の各号の一に該当する場合には、理事は理事会の議決により、監事は総会の議決によ

り、これを解任することができる。
（1）心身の故障のため、職務の遂行の堪えないと認められるとき。
（2）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

２　　　　前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明の機会を与えな
ければならない。

（費用弁償）
第１９条 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
２　　　　前1項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、会長が別に定める。

（顧問）
第２０条 本法人に顧問若干名を置くことができる。
２　　　　顧問は、会長が理事会の同意を得て委嘱する。
３ 顧問は、本法人の運営に関し、会長の諮問に答え、又は意見を述べることができる。
４ 顧問の任期については、第16条第1項の規定を準用する。

第４章　会議
（種別）
第２１条 本法人の会議は、総会および理事会の2種とする。
２ 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

（総会の構成）
第２２条 総会は、正会員をもって構成する。

（総会の権能）
第２３条 総会は、以下の事項について議決する。

（1）定款の変更
（2）解散及び合併
（3）事業計画及び収支予算
（4）会員の除名
（5）事業報告及び収支決算
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（6）役員の選任又は監事の解任、役員の職務
（7）会費
（8）解散における残余財産の帰属先
（9）その他運営に関する重要事項

（総会の開催）
第２４条 通常総会は、毎年1回開催する。
２ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。

（1）理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。
（2）正会員総数の5分の1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求があったとき。
（3）監事が第15条第4項第4号の規定に基づいて招集するとき。

（総会の招集）
第２５条 総会は、前条第2項第3号の場合を除いて、会長が招集する。
２ 会長は、前条第2項第1号及び第2号の規定による請求があったときは、その日から30日以内に

臨時総会を招集しなければならない。
３ 総会を招集する場合には会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面により、開催の

日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。

（総会の議長）
第２６条 総会の議長は、会長をもってこれにあてる。

（総会の定足数）
第２７条 総会は、正会員総数の2分の1以上の出席が無ければ開催することができない。

（総会の議決）
第２８条 総会における議決事項は、第25条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。
２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。

（総会での表決権等）
第２９条 各正会員の表決権は平等なものとする。
２ やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について、

書面をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。
３ 前項の代理人は、代表権を証する書面を総会毎に議長に提出しなければならない。
４ 第1項の場合において、正会員は、表決内容等について、総会の議長に一任することができる。
５ 第1項及び前項の規定により、表決権を行使する場合は、当該正会員は総会に出席したものと

みなす。
６ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わることができ

ない。

（総会の議事録）
第３０条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
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（1）日時及び場所
（2）正会員総数及び出席者数（書面表決者又は表決委任者がある場合にあっては、その数を付

記すること。）
（3）審議事項
（4）議事の経過の概要及び議決の結果
（5）議事録署名人の選任に関する事項

２ 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人2名が、記名押印又は署名しなけ
ればならない。

（理事会の構成）
第３１条 理事会は、理事をもって構成する。ただし、監事、顧問、幹事ならびに第53条第2項に定める

事務局長は、理事会に出席し意見を述べることができる。

（理事会の権能）
第３２条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。

（1）総会に付議すべき事項
（2）総会の議決した事項の執行に関する事項
（3）その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

（理事会の開催）
第３３条 定例理事会は、毎年3回開催する。
２ 前項にかかわらず次に掲げる場合には、臨時理事会を開催することができる。

（1）会長が必要と認めたとき。
（2）理事総数の2分の1以上から理事会の目的である事項を記載した書面により招集の請求があ

ったとき。
３ 理事会は、理事現在数の3分の1以上の出席がなければ、開会することができない。

（理事会の招集）
第３４条 理事会は、会長が招集する。
２ 会長は、前条第2項第2号の場合にはその日から20日以内に理事会を招集しなければならない。
３ 会長は、緊急に理事会を招集する必要がある場合において、やむを得ない事情によりこれを開

催できないときには、理事の承諾を得て、書面により議決を得ることができる。この場合、理
事会は開催されたものとみなす。

４ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面により、開催
の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。

（理事会の議長）
第３５条 理事会の議長は、会長がこれにあたる。

（理事会の議決）
第３６条 理事会における議決事項は第34条第4項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。
２ 理事会の議決は、出席理事の過半数の同意でこれを決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。
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（理事会の表決権等）
第３７条 各理事の表決権は、平等なものとする。
２ やむを得ない理由のため、理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について

書面又は代理人をもって表決することができる。
３ 前項の場合において、理事は、表決内容等について理事会の議長に一任することができる。
４ 第1項及び前項の規定により、表決権を行使する場合は、当該理事は理事会に出席したものと

みなす。
５ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることができ

ない。

（理事会の議事録）
第３８条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

（1）日時及び場所
（2）理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面表決者にあっては、その旨を付記すること。）
（3）審議事項
（4）議事の経過の概要及び議決の結果
（5）議事録署名人の選任に関する事項

２ 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人2名が、記名押印又は署名しなけ
ればならない。

第５章　資産
（資産の構成）
第３９条 本法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

（1）設立当初の財産目録に記載された財産
（2）会費
（3）寄付金品
（4）財産から生ずる収入
（5）事業に伴う収入
（6）その他の収入

（資産の管理）
第４０条 本法人の資産は、会長が管理し、その方法は理事会の議決による。
２ この法人の資産は特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。

第6章　会計
（会計の原則）
第４１条 本法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行わなければならない。

（会計区分）
第４２条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計とする。
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（事業年度）
第４３条 本法人の事業年度は、毎年10月1日に始まり翌年9月30日に終わる。

（事業計画及び予算）
第４４条 本法人の事業計画書及び収支予算書は、会長が作成し、理事会の議決を経た後、毎事業年度の

開始前に総会の議決を得なければならない。ただし、やむを得ない事情により、当該事業年度
開始前に総会を開催できない場合にあっては、理事会の議決によることを妨げない。この場合、
当該事業年度の開始の日から90日以内に総会の議決を得るものとする。

２ 会長は、前項の事業計画書及び収支予算書を変更しようとするときは、理事会の議決を得なけ
ればならない。

（暫定予算）
第４５条 第43条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、会長は、理事

会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収入支出することができる。
２ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。

（予備費）
第４６条 予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。
２ 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。

（事業報告及び決算）
第４７条 本法人の事業報告書、財産目録、賃借対照表及び収支決算書等決算に関する書類は、会長が毎

事業年度終了後遅滞なくこれを作成し、監事の監査を受け、理事会の議決を経た後、当該事業
年度終了後90日以内に総会の決議を得なければならない。

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

（臨機の措置）
第４８条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又は権利の放

棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければならない。

第７章　定款の変更、解散及び合併
（定款の変更）
第４９条 本法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の3以上の多数による議

決を経、かつ、法第25条第3項に規定する軽微な事項を除いて所轄庁の認証を得なければなら
ない。

（解散）
第５０条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。

（1）総会の決議
（2）目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能
（3）正会員の欠亡
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（4）合併
（5）破産
（6）所轄庁による設立の認証の取消し

２ 前項第1号の事由により本法人が解散するときは、正会員総数の4分の3以上の承諾を得なけれ
ばならない。

３　　　　第1項第2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。

（残余財産の帰属）
第５１条 本法人が解散（合併又は破産による解散を除く。）したときに残存する財産は、法第11条第3項

に掲げる者のうち、総会において議決した者に譲渡するものとする。

（合併）
第５２条 本法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の3以上の議決を経、かつ所

轄庁の認証を得なければならない。

第８章　公告
（公告の方法）
第５３条 本法人の公告は、この法人の掲示場に提示するとともに、官報に掲載して行う。

第９章　事務局
（事務局の設置）
第５４条 本法人に、本法人の事務を処理するため、事務局を設置する。
２ 事務局には、理事会の同意を得て会長が委嘱する事務局長を置く。
３ 事務局組織、運営、職員及びその他必要な事項は理事会の議決を経て別に定める。

第１０章　雑則
（細則）
第５５条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て会長がこれを定める。

（委員会及び分科会）
第５６条 本法人は、事業の円滑な遂行を図るため、委員会及び分科会を設けることができる。
２ 委員会及び分科会は、その目的とする事項について、調査及び研究し、または審議する。
３ 委員会及び分科会の組織、構成及び運営その他必要な事項は、理事会の議決を経て、別に定め

る。
（支部）
第５７条 本法人は、事業の円滑な遂行を図るため、総会の議決に基づいて支部を置くことができる。
２ 支部には、理事会の同意を得て会長が委嘱する支部長を置く。
３ 支部の位置、組織、運営その他必要な事項は、理事会の議決を経て、別に定める。
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附則

１　この定款は、本法人の成立の日から施行する。

２　本法人の設立当初の役員は、別表の通りとする。

３　本法人の設立当初の役員の任期は、第16条第1項の規定にかかわらず、平成16年度の事業報告書及び
収支決算の決議をする総会の日までとする。

４　本法人の設立当初の事業年度は、第43条の規定にかかわらず、本法人成立の日から平成16年9月30日
までとする。

５　本法人の設立初年度の事業計画及び収支予算は、第44条の規定にかかわらず、設立総会の定めるとこ
ろによる。

６　本法人の設立当初の会費は、第8条の規定に関わらず、次に掲げる額とする。
正会員 15,000円
学生会員 5,000円
賛助会員 1口100,000円（1口以上）

【別表】
設立当初の役員

役 職 名　 氏　名
会　　長　 宮内　義彦
副 会 長　 廣野　良吉
副 会 長　 牟田　博光
理　　事　 竹内　正興
理　　事　 荒木　光弥
理　　事　 梅内　拓生
理　　事　 喜多　悦子
理　　事　 木村　　孟
理　　事　 熊岡　路矢
理　　事　 坂元　浩一
理　　事　 白須　　孝
理　　事　 杉下　恒夫
理　　事　 鈴木　絲子
理　　事　 高千穂安長
理　　事　 高橋　一生
理　　事　 長尾　眞文
理　　事　 古川　俊一
理　　事　 三好　皓一
理　　事　 森　　茂子
理　　事　 弓削　昭子
監　　事　 高瀬　国雄
監　　事　 松下　　弘
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日本評価学会誌刊行規定
2005.2.15改訂
2002.9.18改訂
2001.9.9改訂

（目的および名称）
1. 日本評価学会（以下、「学会」という）は、評価に関する研究および実践的活動の成果を国内外の学
界をはじめ評価に関心をもつ個人および機関に広く公表し、評価慣行の向上と普及に資することを目
的として、「日本評価研究（仮名）」（英文仮名：“The Japanese Journal of Evaluation Studies”、以下、
「評価研究」という）を刊行する。

（編集委員会）
2. 「評価研究」の編集は、後で定める「編集方針」にもとづいて編集委員会が行う。
3. 編集委員会は、学会会員20名以内をもって構成し、委員は学会理事会が選任する。編集委員の任期は
2年とし、再任を妨げないものとする。

4. 編集委員会は、互選により委員長1名、副委員長2名および常任編集委員若干名を選出する。
5. 編集委員会は、最低年1回編集委員会を開き、編集方針、編集委員会企画、その他について協議する
ものとする。

6. 編集委員会は、その活動等について、随時理事会へ報告し、承認を受けるとともに、毎年1回学会年
次大会の場で、過去1年の活動成果と翌年の活動計画に関する報告を行う。

7. 委員長、副委員長および常任編集委員は、常任編集委員会を構成し、常時、編集実務に当たる。
（編集方針）
8. 「評価研究」は、原則として、年2回刊行する。
9. 「評価研究」の体裁は、B5版とし、和文又は英文とする。
10. 「評価研究」に掲載する原稿（以下「論文等」という）の分類は、以下の5カテゴリーからなるもの

とする。
（1）総説
（2）研究論文
（3）研究ノート
（4）実践・調査報告
（5）その他

11. 「評価研究」への投稿有資格者は、学会会員および常任編集委員会が投稿を依頼した者とする。学
会会員による連名での投稿および学会会員を主筆者とする非会員との連名での投稿は、これを認め
る。編集委員による投稿はこれを認める。

12. 投稿原稿を上記分類のどのカテゴリ－として扱うかは、投稿者の申請等をもとに常任編集委員会が、
下記の「作業指針」に従って決定する。
（1）「総説」は、評価の理論あるいは慣行について概観する論文とし、その掲載については編集委員

会が企画・決定する。
（2）「研究論文」は、評価の理論構築あるいは慣行の理解について重要な学問的貢献となると認められ

る論文とし、その採否については次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。
（3）「研究ノート」は、「研究論文」作成過程での理論的あるいは経験的な研究の中間的成果物に相当

する論考で、その採否については次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。
（4）「実践・調査報告」は、評価事業の実践あるいは評価にかかわる調査の報告で、その採否について

は次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。
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（5）「その他」には、編集委員会が独自に企画する特集に掲載する依頼原稿や学会誌の刊行に関する
編集委員会からの学会会員への連絡等が含まれる。

13. 論文等は2名の査読者により査読することとし、その人選は編集委員会が行う。「研究論文」につい
ては、査読結果と編集委員会が査読者とは別に指名する担当編集委員1名の参考意見をもとに、編集
委員会が掲載に関する決定を行う。「総説」、「研究ノート」、「実践・調査報告」および「その他」の
論文については、査読結果にもとづき編集委員会が掲載に関する決定を行う。

14. 編集委員が「評価研究」に投稿した場合には、当該委員はその投稿に係わる常任編集委員会あるい
は編集委員会の議事に一切参加しないものとする。

15. 上記いずれのカテゴリーの投稿についても、常任編集委員会による掲載の判断は可・不可の二者択
一で行うこととする。但し、場合によっては編集委員会の判断で、小規模の修正による掲載も認め
る。「研究論文」としての掲載が適当でないと判断された場合でも、投稿者が希望すれば、常任編集
委員会は「研究ノート」あるいは「実践・調査報告」としての掲載を決定できる。

（投稿要領の作成公表）
16. 編集委員会は、上記の編集方針にもとづき投稿要領を作成し、理事会の承認を得て、広く公表する。
（配布先）
17. 「評価研究」は、学会会員に無償で配布するほか、非会員に有償で提供する。
（抜刷の配付）
18. 「評価研究」掲載論文等の抜刷り30部を、投稿者（原著者）に無料で配布する。それ以上の部数を

希望する場合は投稿者（原著者）の自己負担とする。
（インターネット上の公開）
19. 「評価研究」掲載論文等は、投稿者（原著者）の了承を得て全文をインターネット上で公開する。
（著作権）
20. 「評価研究」に掲載された論文等の著作権は各投稿者（原著者）に帰属するものとし、編集権は本

学会に帰属するものとする。
（事務局）
21. 「評価研究」編集及び配布の事務は、それに関連する会計も含めて学会事務局が担当する。

（以上）
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『日本評価研究』投稿規定

2008.9.29改訂
2003.4.18改訂
2002.3.25改訂
2001.9.9改訂

1. 『日本評価研究』（The Japanese Journal of Evaluation Studies）は、評価に関する論文、論考、調査報告
等を掲載する。

2. 『日本評価研究』は、会員間の研究成果交流の場を提供し、内外における評価研究の一層の発展に資
することを主目的として発行されており、原則として会員による寄稿を掲載する。なお、依頼原稿を
除き、ファーストオーサーは学会員でなければならない。また、投稿は、一時に一原稿に限るととも
に、他学会誌などへ二重に投稿などのない未発表のものとする。

3. 投稿された原稿は、編集委員会の責任において審査を行ない、採否を決定する。審査にあたっては、
1原稿毎に2名の査読者を選定し、査読結果を参考にする。（査読者には、投稿者名を伏せて査読を依
頼する。）

4. 原稿料は支払わない。

5. 『日本評価研究』に掲載された論文等は、その全文をインターネット上の本学会のホームページに掲
載する。

6. 投稿にあたっては、投稿原稿が、①研究論文、②総説、③研究ノート、④実践・調査報告、⑤その他
のうち、どのカテゴリーに入るかを明記する。ただし、カテゴリーについての最終判断は、編集委員
会で行なう。「研究論文」は評価の理論構築あるいは慣行の理解について重要な学問的貢献となると
認められる論文、「総説」は、評価の理論あるいは慣行について概観する論文、「研究ノート」は「研
究論文」作成過程での理論的あるいは経験的な研究の中間的成果物に相当する論考、「実践・調査報
告」は評価事業の実践あるいは評価にかかわる調査の報告、「その他」は編集委員会が独自に企画す
る特集に掲載する依頼原稿等である。

7. 投稿方法
（1）使用言語は日本語又は英語とする。
（2）著者校正は原則として第一校までとする。
（3）英文原稿については、ネイティブスピーカーによる英文チェックを済ませ、完全な英文にして

投稿すること。
（4）ハードコピー4部（A4版）を提出する。その際、連絡先（住所、Tel、Fax、Email）と原稿の種

類を明記すること。掲載可と判断された原稿については、必要なリライトを経た後に、最終原
稿のハードコピー2部とDOS/Vフォーマットのフロッピーを用いたTEXTファイルを提出する。
その際、オリジナル図表を添付すること。

（5）刷り上がりは最大14ページとする。これを超える場合は、その経費は著者負担とする。
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（6）日本語原稿の最大文字数は以下のとおり。①研究論文20,000字、②総説15,000字、③研究ノート
15,000字、④実践・調査報告20,000字、⑤その他適宜。それぞれ和文要旨を400字程度、英文要
旨を150words程度、及び和文・英文でキーワード（5つ以内）を別に添付する。印刷は1ページ、
20字×43行×2段（1,720字）とする。20,000字の原稿の場合、単純計算では英文要旨1ページを
加えて合計13ページとなるが、図表の量によっては、それ以上のページ数となり得るので、注
意すること。

（7）英文ではA4版用紙に左右マージン30mmをとり、10ポイントフォントを使用し、1ページ43行の
レイアウトとする（1ページ約500words）。論文冒頭に150words程度のAbstractをつける。14ペー
ジでは、7,000words相当になるが、タイトルヘッド等を考慮して、最大語数を約6,000words（図
表、注、文献込み）とする。図表の量によっては、ページ数が予想以上に増える場合もあり得
るので、注意すること。

8. 送付先
〒140-0002 東京都品川区東品川4－12－6 日立ソフトタワーB 22F
財団法人国際開発センター内 日本評価学会事務局
TEL: 03-6718-5931
FAX: 03-6718-1651
E-mail:  jes.info@idcj.or.jp
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『日本評価研究』執筆要領
2002.9.18改訂
2002.3.25改訂

１. 本文、図表、注記、参考文献等
（1）論文等の記載は次の順序とする。
日本語原稿の場合
第1ページ：表題、著者名、所属先、E-mail、和文要約（400字程度）、和文キーワード（5つ以内）
第2ページ以下：本文、謝辞あるいは付記、注記、参考文献
最終ページ：英文表題、英文著者名、英文所属先、E-mail、英文要約（150words程度）、英文キー
ワード（5つ以内）
英文原稿の場合
第1ページ：Title; the author’s name;  Affiliation;  E-mail address;  Abstract (150 words) ;  Keywords (5
words)
第2ページ以下：The main text;  acknowledgement;  notes;  references

（2）本文の区分は以下のようにする。
例１（日本語）
１．
（1）
①

（2）
（3）

例２（英文）
1.
1.1
1.1.1
1.1.2

（3）図表については、出所を明確にする。図表は原則として、筆者提出のものをそのまま写真製版
するので、原図を明確に作成すること。写真は図として扱う。

例１：日本語原稿の場合
図１ ○○州における生徒数の推移

（注）
（出所）
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表１ ○○州における事故件数

（注）
（出所）

例２：英文原稿の場合
Figure １ Number of Students in the State of ○○

Note:
Source:

Table １ Number of Accidents in the State of ○○

Note:
Source:

（4）本文における文献引用は、「･…である（阿部 1995、p.36）。」あるいは「･…である（阿部 1995）。」
のようにする。英文では、(Abe 1995, p.36) あるいは(Abe 1995)とする。
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（5）本文における注記の付け方は、（･…である1。）とする。英文の場合は、（….1）とする。
（6）注記、参考文献は論文末に一括掲載する。

注記
1 ………。
2 ………。

（7）参考文献は、日本語文献は著者の五十音順、外国語文献は著者のアルファベット順に記し、年
代順に記載。参考文献の書き方については以下のようにする。
日本語単行本：著者（発行年）『書名』、発行所
（例）日本太郎（1999）『これからの評価手法』、日本出版社

日本語雑誌論文：著者（発行年）「題名」、『雑誌名』、巻（号）：頁－頁
（例）日本太郎（1999）「評価手法の改善に向けて」、『日本評価研究』、1（2）：3-4

日本語単行本中の論文：著者（発行年）「題名」、編者『書名』、発行所、頁－頁
（例）日本太郎（2002）「行政評価」、日本花子『評価入門』、日本出版社、16-28

複数の著者による日本語文献：著者・著者（発行年）『書名』、発行所
（例）日本太郎・日本花子（2002）『政策評価』、日本出版社

英文単行本：著者（発行年）.  書名.  発行地：発行所.
（例）Rossi, P. H. (1999).  Evaluation:  A Systematic Approach 6th edition. Beverly Hills, Calif:

Sage Publications.
英語雑誌論文：著者（発行年）.  題名.  雑誌名, 巻（号）, 頁－頁.
（例）Rossi, P. H. (1999). Measuring social judgements.  American Journal of Evaluation, 15(2),

35-57.
英語単行本中の論文：著者（発行年）. 題名. In 編者 (Eds.), 書名. 発行地：発行所, 頁－頁.
（例）DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996).  Cognitive interviewing techniques:  In the lab and

in the field.  In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions:  Methodology for
determining cognitive and communicative processes in survey research. San Francisco, Calif:
Jossey-Bass, 177-196.

2名の著者による英語文献：姓, 名, and 姓, 名（発行年）.  書名.  発行地：発行所.
（例）Peters, T., and Waterman, R.(1982).  In Search of Excellence:  Lessons from America’s Best

Run Companies. New York: Harper & Row.
3名以上の著者による英語文献：姓, 名, 姓, 名, and 姓, 名（発行年）.  書名.  発行地：発行所.
（例）Morley, E., Bryant, S. P., and Hatry, H. P. (2000).  Comparative Performance Measurement.

Washington: Urban Institute.
（注１）同一著者名、同一発行年が複数ある場合は、 (1999a)、(1999b) のようにa,b,cを付加して

区別する。
（注２） 2行にわたる場合は2行目移以降を全角1文字（英数3文字）おとしで記述する。
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『日本評価研究』査読要領

日本評価学会　『日本評価研究』編集委員会
2005年9月10日決定

1. 本査読要領の趣旨
本査読要領は、『日本評価研究』における掲載論文等の審査の要である査読手続きについて、投稿す

る会員及び査読を依頼される会員に対して解説を行い、審査手続きを効率的かつ効果的に行うことを目
的として、定めるものです。

2. 査読の目的と投稿者の責任
査読は、投稿原稿が『日本評価研究』に掲載される論文等としてふさわしいものであるか否かについ

ての判定を当編集委員会が行う上で必要とされるものです。
査読に伴って見いだされた疑問や不明な事項について、必要な場合は修正意見をつけて、修正を求め

ることがあります。査読は、その意味で、投稿原稿の改善に資するものでもあります。ただし、修正が
求められた場合においても、論文等の内容に関する責任は著者が負うべきものであり、査読者の責に帰
するものではありません。
査読者は2名で、編集委員会において学会会員の中から当該分野の専門家を選び依頼されますが、学

会会員以外に依頼することもあります。

3. 査読の視点
査読は、以下の5つの視点によりますが、投稿原稿の種類によって、重点が違います。
（1）テーマの重要性・有用度
（2）研究の独自性
（3）論理の構成
（4）実証法・方法論の妥当性
（5）評価理論・実践への貢献

・研究論文の査読については、上記の5項目全てに配慮する。
・研究ノートの査読については、上記5項目のうち、特に（1），（2），（3），（4）の諸項目に配慮する。
・実践・調査報告の査読については、上記5項目のうち、特に（1），（3），（5）の諸項目に配慮する。
・総説の査読については、上記5項目のうち、特に（3）と（5）の諸項目に配慮する。

4. 投稿に当たっての留意点
2. に掲げた査読の視点以外に、基本的な論文の完成度の問題があります。例えば、
●論文等として体裁が整っているか、
●執筆要領にしたがっているか、
●簡潔明瞭に記述されているか、
●実証的なデータは適切に位置づけられているか、
●注や参考文献は本文と対応しているか、
●専門用語の使用は適切か、
●語句や文法的な誤りがないか、
●誤字脱字はないか、
●句読点に誤りはないか、
●英文要約などの英文表現は適切か、（必ずしも和文要約の直訳である必要はなく、英文としてまと
まっていること）

●字数は規程に従っているか、
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など、内容及び形式に関する留意点があります。
大学院生及び実務家の投稿において、論文としての体裁が整わないまま送付されている例があり、査

読そのものに至らないものもあるので、しかるべき指導を受けた後に投稿されるよう強く勧めます。

5. 査読にあたっての判断事例
（1）完成度において不十分であるが掲載を考慮できる場合
萌芽的な研究、発展が期待できる論文等は評価論の発展のためにできるだけ評価してください。

●検証は十分とはいえないが、理論や定式化が学問の発展に有用である。
●考察は十分とはいえないが、新たな理論の形成・促進に有用である。
●文献調査は十分とはいえないが、研究の位置づけは明確である。
●比較研究は十分とはいえないが、適用例としては意義がある。
●考察は十分とはいえないが、社会的、または、歴史的に重要な事例の評価として意義がある。
●考察は十分とはいえないが、特定の社会活動の評価として意義がある。
●論文の構成や表現は適切とはいえないが、内容は評価できるものがある。
●論理性は十分とはいえないが、実務上の有用性がある。
●有意義な実践・調査報告である。

（2）掲載を考慮するのが困難と判断される事例
●問題意識や問題の設定が不明確。
●基本的な用語の概念の理解や分析枠組が不明確または不適切。
●論拠とするデータ等の信頼性が乏しい。
●論旨の明確さや論証の適切さがない。
●論文の構成、表現（用語、引用、図表等）が適切でない（または整合性がとれていない）。

6. 判定
掲載についての判定は以下の4つの類型に分かれ、最終的に常任編集委員会において決定します。た

だし、これらの判定は、評価できる項目や問題のある項目の多少によるものではありません。（3）及び
（4）にあるように、投稿論文の種類以外であれば、掲載を考慮できるとする場合があります。別の種類
となる場合、字数の関係で、大幅に修正を要することがあります。

（1） 掲載可とする。
（2） 小規模の修正による掲載可とする。
（3） 大幅な修正による掲載可とする。

但し、（総説／研究論文／研究ノート／実践・調査報告）として掲載を考慮できる。
（4） 掲載不可とする。

但し、（総説／研究論文／研究ノート／実践・調査報告）として掲載を考慮できる。



142

別添（1）
Publication Policy of the Japanese Journal of Evaluation Studies

Last revised on 15th February 2005

The Purpose and the Name
1．The Japan Evaluation Society (hereinafter referred to as“evaluation society”) publishes“The Japan
Journal of Evaluation Studies (hereinafter referred to as“evaluation study”) in order to widely release
evaluation studies and outputs of practical activities to domestic and international academic societies,
interested individual and institutions, and contribute to the advancement and prevalence of evaluation
practice. 

Editorial Board  
2．The editorial board administrates editing of evaluation study based on the editorial policy stated below.   
3．The editorial board is formed with less than 20 members of the evaluation society who are assigned by
the board of directors. Terms of editors are two years but can be extended.  

4．The editorial board assigns one editor-in-chief, two vice-editors-in-chief, and a certain number of
standing editors among the members.  

5．The editorial board may hold at least one meeting to discuss the editing policy, plans of editorial board,
and others.     

6．The editorial board reports activities to the board of directors as needed and receives approval. Also it is
required to report the progress of the past year and an activity plan for the following year at the annual
conference.  

7．The editor-in-chief, the vice-editors-in-chief and the standing editors organize the standing committee and
administrate editing on a regular basis. 

Editorial Policy
8．The evaluation study, as a principle, is published twice a year.  
9．The evaluation study is printed on B5 paper, and either in Japanese or English.  
10．Papers published in the evaluation study are categorized as five types; 
10.1.  Review
10.2.  Article
10.3.  Research note
10.4.  Report
10.5.  Others
11．The qualified contributors are members of the evaluation society (hereinafter referred to as“members”)
and persons whose contribution is requested by the standing editors. Joint submission of members and
joint submission of non-members with a member as the first author are accepted. Submission by the
editors is accepted.   

12．Submitted manuscripts are treated as the above categories, however, the standing editors will decide
based on the application of the contributors and the following guidelines; 

12.1.“Review”is a paper, which provides an overview of evaluation theory or practice. The editorial board
will make the decision regarding publication. 

12.2.“Article”is considered as a significant academic contribution to the theoretical development of
evaluation or understanding of evaluation practice. The standing editors committee makes adoption
judgments following the referee-reading process described in the next section.     

12.3.“Research note”is a discussion equivalent to the intermediate outputs of a theoretical or empirical
enquiry. The standing editors committee makes adoption judgments following the referee-reading
process described in the next section.       
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12.4.“Report”is the study report related to a practical evaluation project or evaluation. The standing editors
committee makes adoption judgments following the referee-reading process described in the next
section.       

12.5.“Others”includes requested papers for special editions organized by the editorial board and 
announcements from editorial board to members regarding publication.     

13．The editorial board selects two referee readers. For the“article”, the editorial board makes adoption
judgments referring to the results from referee readings and comments provided by one editor assigned by
the editorial board. For“review”,“research note”,“report”and“others”, the editorial board makes
adoption judgments referring to the results from referee readings.

14．When editors submit a manuscript, the editors are not allowed to attend any of the standing editors
committee meetings or editorial board meetings regarding the manuscript.  

15．The standing editors have alternative of approval or not-approval for adoption judgment of manuscripts
submitted to any categories. However exception is permitted if the editorial board approves the
publication after minor rewrite. Even if the manuscripts are considered insufficient as an“article”,
standing editors can decide whether the manuscripts are published as a“research note”or“report”if the
authors wish to publish. 

Formulation and Release of Submission Procedure 
16．The editorial board formulates the submission procedure based on the editorial policy described above
and release after approval from the board of directors. 

Distribution 
17．The evaluation study is distributed to all members for free and distributed to non-members for a charge. 

Distribution of the Printed Manuscript 
18．30 copies of the respective paper are reprinted and distributed to the authors. The authors must cover any

costs incurred by author,s requests for printing more than 30 copies.    

Release on the Internet
19．The papers published in the evaluation study are released on the internet with approval from the authors.  

Copyright
20．Copyright of papers which appear in the evaluation study is attributed to the respective authors. Editorial
right is attributed to the evaluation society. 

Office   
21．The office is in charge of administrative works for editing, distribution, and accounting.    
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別添（2）
Information for Contributors

(For English Papers)
Last revised on 29th September 2008

1．“The Japanese Journal of Evaluation Studies”is the publication for reviews, articles, research notes, and
reports relating to evaluation.  

2．“The Japanese Journal of Evaluation Studies”is primary published to provide opportunities for members
of the Japan Evaluation Society (hereinafter referred to as“members”) to exchange findings, and to
contribute to further development of the study of evaluation both domestically and internationally. As a
principle, this journal publishes the contributions submitted by the members. With the exception of
requested papers, the first author must be a member. A submission (as the first author) is limited to one
manuscript that has not been published or submitted in any form for another journal of academic
association etcetera.

3．Adoption judgments of the manuscript are made at the discretion of the editorial board. Comments from
two referee readers who are appointed for every manuscript are referred to in the screening process (the
editorial board requests referee readers without notifying the author of manuscript).   

4．Payment for the manuscript is not provided. 

5．Papers published in“The Japanese Journal of Evaluation Studies”are released on the Internet at
homepage of this academic society.

6．Regarding submission, manuscripts must be identified as one of the following categories: 1) article, 2)
review, 3) research note, 4) report, and 5) others. However, the final decision of the category is made by
the editorial board. 
“Article”is considered as a significant academic contribution to the theoretical development of
evaluation or understanding of evaluation practice. 
“Review”is a paper which provides an overview of evaluation theory or practice. 
“Research note”is a discussion equivalent to the intermediate outputs of a theoretical or empirical
study  in the process of producing an“article”. 
“Report”is the study report related to a practical evaluation project or evaluation.
“Others”are manuscripts for special editions requested by the editing committee.  

7．Manuscript Submission
（1）Manuscripts may be written in either Japanese or English.
（2）Correction by the author is only for the first correction. 
（3）English manuscripts should be submitted only after the English has been checked by a native speaker.
（4）Submit four hard copies (A4 size) of the manuscript. Contact information including mailing address,

telephone number, fax number, and e-mail address, and the category of the manuscript should be
clearly stated. 
For approved manuscripts, after necessary rewriting, the author needs to submit two hard copies of the
final paper as well as a text file saved on a DOS/V formatted floppy disk. Original figures, charts, and
maps should be provided. 

（5）Total printed pages should not exceed 14 pages. Any cost incurred by printing more than 14 pages
must be covered by the author.  

（6）The layout for English papers should be 30 mm of margin at left and right side, 10pt for font size, 43
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lines on A4 paper (about 500 words per page). An abstract of 150 words should be attached to the front.
14 pages are equivalent to 7,000 words but the body should not exceed 6,000 words to allow for the title,
header, figure, chart, footnotes, and references. Please note that the number of pages may be more than
expected depending on the number of figures included. 

8．Mailing address
Office of Japan Evaluation Society at International Development Center of Japan 
Hitachi Soft Tower B 22nd Floor, 4-12-6, Higashi-Shinagawa, Shinagawa, Tokyo,
140-0002, Japan
Phone: +81-3-6718-5931, Facsimile: +81-3-6718-1651
E-mail: jes.info@idcj.or.jp 
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別添（3）
Writing Manual of the Japanese Journal of Evaluation Studies

(For English Papers)

Revised on 18th September 2002

1．Text, Charts, Figures, Graphs, Diagrams, Notes, and References

(1) The paper should be written in the follow order:

First page: Title; the author,s name; Affiliation; E-mail address; Abstract (150 words); Keywords (5 words)

Second page: The main text; acknowledgement; notes; references 

(2) Section of the text should be as follow:
1. 
1.1 
1.1.1 
1.1.2 

(3) Source of the charts, figures, graphs, and diagrams should be clarified. Submitted charts and others will be
photoengraved, therefore it is important that the original chart is clear. Pictures shall be treated as figures.

(4) Citation of literature in the text should be, (Abe 1995, p.36) or (Abe 1995).  
(5) Note in the text should be, (------.1 )

Note:
Source: 

Figure 1 Number of Students in the State of ○○

Note:
Source: 

Table 1 Number of Accidents in the State of ○○
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(6) Note and references should be written all together in the end. 
Note
1 --------. 
2 --------. 

(7) Reference should list the literature in alphabet order, and arranged in chronological order. Follow the
examples: 

Book: author (year of publication). Title of the book. Published location: publishing house.

(e.g.)  Rossi, P. H. (1999). Evaluation: A Systematic Approach 6th edition. Beverly Hills, Calif: Sage
Publication. 

Article from magazine: author (year of publication). Title. Title of the magazine, volume (number), page-
page.

(e.g.) Rossi, P. H. (1999). Measuring social judgments. American Journal of Evaluation, 15(2), 35-37. 

Article in Book: author (year of publication). Title. In editor (Eds.), Title of the book. Published location:
publishing house, page-page. 

(e.g.) DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996). Cognitive interviewing techniques: In the lab and in the
field. In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions: Methodology for determining cognitive
and communicative processes in survey research. San Fransisco, Calif: Jossey-Bass, 177-196. 

Book by two authors: surname, first name, and surname, first name. (year of publication). Title of the book.
Published location: publishing house. 

(e.g.) Peters, T., and Waterman, R. (1982). In Search of Excellence: Lessons from America,s Best Run
Companies. New York: Harper & Row.

Book by more than three authors: surname, first name, surname, first name, and surname, first name. (year of
publication). Title of the book. Published location: publishing house. 

(e.g.) Morley, E., Bryant, S. P., and Hatry, H. P. (2000). Comparative Performance Measurement.
Washignton: Urban Institute. 

(note 1) If some references are from the same author with the same publication year, differentiate by adding
a,b,c as (1999a), (1999b). 

(note 2) If the reference is more than a single line, each line from the second should be indented by three
spaces.

(e.g.) DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996). Cognitive interviewing techniques: In the lab and in the
field. In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions: Methodology for determining cognitive
and communicative processes in survey research. San Fransisco, Calif: Jossey-Bass, 177-196.
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別添（4）
Referee-Reading Guideline

The Japanese Journal of Evaluation Studies Editorial Board,
The Japan Evaluation Society 

Approved on 10th September 2005

1. Content of the Referee-Reading Guideline 

This Referee-Reading Guideline is to provide explanation of the main publication judgment, procedure of the referee-
reading, to the members who submit the manuscript and for the members who are requested to conduct referee-
reading in order to carry out the procedure efficiently and effectively. 

2. Purpose of Referee-Reading and the Responsibility of the Author

Referee-reading is necessary for the editorial board to make decisions of whether submitted manuscripts are
appropriate to publish in the Japanese Journal of Evaluation Studies or not.

If there is doubt or obscurity identified in manuscripts during the referee-reading corrections may be required.
Therefore, referee-reading also contributes to the improvement of the submitted manuscripts. However, although the
manuscripts are requested corrections, the author is still solely responsible in regards to the contents and it is not
attributed to the referee-readers. 

Referee-readers are two persons who are requested by the editorial board depending on the specialty or the field of
the submitted manuscript. People who are not members of this academic society also may be requested. 

3.  Items of Consideration in Referee-Reading 

Five points are considered in referee-reading, however, the importance of each may be different depending on the
type of manuscript. 

（1）Importance and utility of the theme
（2）Originality of the study 
（3）Structure of the logic 
（4）Validity of verification and methodology 
（5）Contribution to evaluation theory and practice 

- For the article, all of above five are considered. 
- For the research note, especially (1), (2), (3), and (4) are considered. 
- For the report, especially (1), (3), and (5) are considered. 
- For the review, especially (3) and (5) are considered. 
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4.  Attentions in submission of manuscript

Besides above five viewpoints, basic completeness as a paper is also considered, for example; 

- appearance of the paper is organized
- written according to the writing manual
- described simply and distinctive
- verification data is appropriately used 
- notes and references are corresponding with the text
- terminology is appropriately used
- no wording and grammatical mistakes  
- no errors and omission 
- no punctuation mistakes 
- expression in English abstract is appropriate   
- word count is according to the manual

The above mentioned forms and contents are also considered. There have been cases in which graduate students and
practitioners posted without organizing the manuscripts as a paper. On those occasions, referee-reading was not
conducted. Necessary consultation is strongly recommended prior to submission. 

5. Judgment Cases in Referee-Reading

（1）In the case of the manuscript which is considered acceptable for the publication but is not yet complete:
The referee reader should evaluate carefully whether the paper can contribute to the development of evaluation
theory or evaluation studies.  

- Verification is lacking but the theory and formulation are useful for academic development. 
- Analysis lacking but useful for formation and promotion of new theory.
- The literature review is not of a high standard but, the overall study is meaningful. 
- Comparative study is not up to standard but is meaningful as an example of application. 
- Analysis is lacking but it is meaningful as an evaluation of socially and historically important cases. 
- Analysis is lacking but it is meaningful as an evaluation of particular social activities. 
- Organization and expression are not up to standard as a paper but the contents are worthy to evaluate. 
- Logic is not strong enough but useful in practice. 
- The paper has significance as a report. 

（2）In case of the manuscript which is considered as difficult for publication:

- Awareness of the issue or setting of the problem is indecisive.
- Understanding or analytical framework of notion of basic terminology is indecisive or inappropriate. 
- There is a lack in credibility of data for the grounds of an argument. 
- There is no clear point of an argument or appropriateness of proof. 
- Organization of the paper and presentation (terminology, citation, chart, etc) are inappropriate (or not
consistent).  
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6. Judgment   

The final decision will be made on publication at the standing editors committee following one of four patterns (listed
below).  However, these judgments are not based on the number of errors but on the strength of the overall report.  In
the case of (3) and (4), there is a possibility to be published as a different type of paper. If it is published as a different
type of paper, major rewrite concerning the number of words may be required. 

（1）The paper will be published. 
（2）The paper will be published with minor rewrite.
（3）The paper will be published with major rewrite, however as a different type of paper (review, article,

research note, or report).
（4）The paper will not be published; however there is the possibility that it will be published as a different type

of paper (review, article, research note, or report).  
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